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「鳥取県教育振興基本計画」と「鳥取県将来ビジョン」等との関わり

鳥取県の将来ビジョン（期間 H21～30） 21世紀鳥取県教育ﾋﾞｼﾞｮﾝ 教育振興基本計画
（H12.5県教育委員会策定） 教育基本法§17

趣旨・性格 ～子どもの教育中心に構成～ （H20.7.1閣議決定）
県民と共有すべき、今後概ね10年後の
鳥取県の目指すべき姿 「基本的な考え方」

「取組の方向」等 参酌
目指す鳥取県の姿 を踏まえ拡充

みんなで創ろう「活力 あんしん 鳥取県」 鳥取県教育振興基本計画（期間 H21～25）
～ 心豊かな充実生活をめざして

本県教育の目指す取組の方向性を示すもの
【ひらく】地域で・県外で・国外で新時代

に向かって扉をひらく 基本理念：「 自立した 心豊かな 人づくり」
・法定雇用率、三徳山の世界遺産登録

目 「自立して」生きていく
【つなげる】様々な活動・力をつなげ、結 指 「社会の中で、社会を支えて」生きていく

集して、接続可能で、魅力あ す人 「健やかで、心豊かに」生きていく
ふれる地域を創る 間 「ふるさと鳥取県に誇りをもち、

像 一人ひとりを大切にして」生きていく
【守る】鳥取県の豊かな恵み・生活を守り

次代へつなぐ １ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子ど
・鳥取県版環境管理システム（ＴＥＡＳ）の取得 もたちを育む体制づくり

・社会全体（学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体
【楽しむ】いきいきと楽しみながら充実し ・企業・地域社会・行政）で取り組む教育の推進

た生活を送る ・教育の原点である家庭教育の充実
・本県の豊かな歴史、自然・環境、食、文化等を知 ・活力ある地域社会をつくる生涯学習の環境整備と活動
り、楽しむ 支援
・芸術文化の振興、 スポーツ振興 教
・いつでもどこでも学べる環境づくり 育 ２「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校

関 教育の推進
【支え合う】お互いを認め、尊重して、支 係 ・学力向上の推進

え合う ・豊かな人間性、社会性の育成
・人権の尊重、男女共同参画社会、多文化共生社会 ・健やかな心身の育成

・社会の進展に対応できる教育の推進
【育む】次代に向けて、躍動する「ひと」 ・幼児教育の充実、 ・特別支援教育の充実

を育む
①地域みんなで応援する「すこやか子育て」 ３ 学校教育を支える教育環境の充実
②「人財・鳥取」の推進 ・児童・生徒減少期における学校の在り方
・「知の拠点」としての高等教育機関等の地域連携等 ・教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校運営の推進
・地域に信頼され、地域の要請に応えられる学校づくり ・使命感と指導力を備えた教職員の養成・確保・配置
・「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育 ・安全・安心な教育環境の整備
・家庭・地域の教育力を確立し、地域社会を支える「人 ・私立学校への支援の充実
財」を地域全体で育てる「地域循環型」教育の推進
・身近なものから最先端のものまで、科学・ものづくり ４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用
に触れる機会を増やし、創造的で人間力を持った「人 ・文化・芸術活動の一層の振興、
財」を育成 ・文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる

地域づくり
※将来ビジョンの中で、密接な関連が
あるものを「・」で抜き出したもの ５ スポーツの振興

・心豊かで活動的なスポーツ社会の構築

６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体
関連する「計画等」 制づくり

・とっとり２１世紀青少年育成基本構想 ・県民との協働による開かれた教育行政の推進
・鳥取県文化芸術振興条例 ・市町村・国・高等教育機関など関係機関との連携・協
・とっとり子ども未来プラン 力の推進
・食のみやことっとり食育プラン
・鳥取県における公民館振興策 「ＰＤＣＡ」サイクルの活用
・鳥取県における今後の特別支援教育の在り方
・鳥取県スポーツ振興計画 ∇ 毎年度「アクションプラン」を策定
・子どもの読書活動推進ビジョン
・鳥取県幼児教育振興プログラム ∇ 「教育行政の点検・評価結果」を公表、
・高等学校教育改革基本計画（仮称） など 次年度の「アクションプラン」に反映
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Ⅰ「鳥取県教育振興基本計画」の策定にあたって

趣 旨

制定から約60年を経た教育基本法の改正、それに伴う教育改革３法の改正など、
近年、国においても教育を取り巻く様々な状況の変化を踏まえた改革が進められる
とともに、我が国の教育の目指すべき姿を国民に明示し、教育の振興に関する施策
の推進を図るための基本的な計画（教育振興基本計画）が策定されました。

本県においても、地域で様々な活動を行う「活力」があふれ、また、心の豊かさ
を実感しながら充実した生活を「あんしん」して送ることのできる鳥取県をつくる
ための「鳥取県の将来ビジョン」が策定され、特に「人財(地域の宝である人材）の
養成（鳥取県における人づくり・教育）」が重視されています。

現在の ※知識基盤社会の進展や国内外における競争の激化など、社会がより大き
く変化していくなか、県民一人ひとりが幸福で充実した生涯を実現する上でも、ま
た、本県をより良い方向に変え、一層の発展を遂げていく上でも、その礎となるの
は「人づくり」であり「教育」です。

鳥取県教育委員会でも、平成12年に、今後10年間を見通した教育の方向性を、子
どもの教育を中心に「21世紀鳥取県教育ビジョン」としてまとめ、基本理念に「や
さしさとたくましさを併せ持つ子どもたちを育てるために」を据えて、県内のすべ
ての大人が教育者であるとの認識のもとに推進してきました。

この教育ビジョンの「基本理念」や「めざす人間像」、「学校・行政、家庭、地域
社会の役割」などは、現在でも大切な視点が多く、生涯学習など鳥取県教育全体の
振興を考えた時に足りない視点を加えていく方法で発展的解消を図りつつ、今後、
鳥取県教育が目指すべき方向性を県民に示し、県民一人ひとりが各自の役割を認識
して、社会全体で教育を推進していくものとして、鳥取県版の教育振興基本計画を
策定することとしました。

※ 知識基盤社会

平成17年の中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」で示された言葉で、21世紀は、
いわゆる「知識基盤社会（knowledge-based society）」の時代であると述べられています。
「知識基盤社会」とは、「新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる
領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す社会」であると定義されています。
なお、答申では「知識基盤社会」の特長として次のようなことが挙げられています。
１）知識には国境がなく、グローバル化が一層進む。
２）知識は日進月歩であり、競争と技術革新が絶え間なく生まれる。
３）知識の進展は旧来のパラダイムの転換を伴うことが多く、幅広い知識と柔軟な思考力に基
づく判断が一層重要になる。

４）性別や年齢を問わず参画することが促進される。
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性 格

国は、改正教育基本法で示された、新しい時代にふさわしい教育の実現のための、
個人の尊厳などの普遍的な理念や、道徳心、自律心、公共の精神といった、今後重
視すべき理念の実現に向けて、新たに教育振興基本計画を策定しました。
鳥取県教育委員会では、21世紀鳥取県教育ビジョンをはじめとしたこれまでの計

画の総括等を行うとともに、国が策定した教育振興基本計画を参考に「鳥取県の将
来ビジョン」さらに、県民の意見を反映させながら、教育基本法第17条第２項の規
定に基づくものとして鳥取県教育振興基本計画を策定しました。

この計画は、中長期的に取り組むべき本県の教育課題や目指すべき姿の共通認識
とその実現に向けた取組みの方向を示すもので、今後の鳥取県教育の基本指針とな
るものです。

さらに、教育関係機関や団体をはじめ、県民、ＮＰＯ、住民団体や地域を支える
団体、企業、大学、市町村等の様々な主体と連携・協働して取り組むための共通の
指針となるものです。

今後、毎年度の予算編成において、教育現場や県民の声を聴きながら、具体的な
施策や個別の事業を立案・実施することにより、この鳥取県教育振興基本計画の実
現を図っていきます。

構 成

○ 計画期間としては、10年先の日本の姿、鳥取県の姿がどうあるかを見据えて、
今後５年間の計画をつくります。（鳥取県の将来ビジョンとその目指す将来像は
一致しており、将来ビジョンとも十分な連携を図りつつ策定しました。）

○ 今後10年間を通じて鳥取県教育が目指すべき姿を「基本理念」として示し、基
本理念を踏まえた具体的な人間像を「目指す人間像」として示しました。

○ 鳥取県教育の抱える諸課題を解決するため、今後５年間に総合的かつ計画的に
取り組むべき方向性を「施策の方向性」としてまとめました。

○ 具体的な施策を実施するにあたっては、「施策の方向性」ごとに、５年間ある
いは年度毎に達成しようとする目標や目標値を設定し、毎年度の取組みを検証・
評価できるようにするとともに、新たな取組みへの反映などに生かしていくこと
とします。

○ なお、本県教育を振興するため、県教育委員会の所管する分野だけでなく、広
く教育行政全般、文化振興やスポーツ振興、文化財行政や高等教育機関に関する
ことについても必要なものは積極的に盛り込みました。
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Ⅱ 鳥取県の現状と方向（「鳥取県の将来ビジョン」より抜粋）

（１）鳥取県の置かれている厳しい現状の認識

○ 平成19年10月１日現在の人口推計で、鳥取県の人口は60万人を下回りました。近年の
傾向として、自然減に加えて、転入者の減少による社会減が拡大しています。
また、推計（平成19年５月）によると、鳥取県の人口は今後一層減少が進み、平成47
年には50万人を下回るものとされています。人口構成も、老年人口割合(65歳以上)が34.
5％と高く、生産年齢人口割合(15～64歳)が低くなるものとされており、たとえ人口が
減少しようと活力を持続できる地域社会を形成することが必要となっています。

○ 大都市圏と地方圏との間には、依然として大きな地域間格差があり、拡大する傾向に
あります。

・ 産業基盤がぜい弱でインフラ整備も遅れており、財政力も十分でなく、産業基盤に
強い地域との格差が拡大する傾向にあります。

・ 地域経済は低迷を続けており、小規模事業者が多く、下請構造から脱し切れていな
いことから、期待される地域経済の活性化等の役割を果たすことが厳しい状況にあり
ます。

・ 有効求人倍率も低迷しており、若年層の早期退職や非正規雇用が増加し、県内にお
ける雇用の確保が喫緊の課題であります。
・ 一人当たりの県民所得は、231万円(平成17年度)で、全国40位であり、大都市圏と
の格差は拡大の傾向にあります。

○ 過疎・中山間地域では、少子・高齢化や人口・世帯数の減少に伴い、地域産業・生産
活動が衰退し、地域コミュニティを支える住民自治活動ができなくなるなど、日常生活
を地域で支えることが困難となっている地域も見られます。

○ 県債残高は、行財政改革の効果もあり、以前の著しい傾向は現在は抑制されつつあり
ますが、依然として予算規模の２倍近い残高を抱えています。基金残高は減少を続け、
平成19年度末には400億円となっています。

（２）鳥取県の持つポテンシャル（潜在的な力）等と活路を見出す方向性

○ 人口の減少傾向に歯止めをかけるため、次のような取組（抜粋）を始めとする各種施
策・対策を総合的に展開します。

・ 地域で「人財(地域の宝である人材)」を育てる「地域力」を強化します。
また、学校等において、鳥取県の特長を生かした多様でたくましい「人財」を育成
します。高等教育を受ける機会を拡大・充実します。

・ 学卒者等の県内就職を推進します。
・ 住環境、教育環境等を充実させます。など。

○ 「顔が見えるネットワークで協働・連携」することにより、県民、ＮＰＯ、住民団体
や地域活動を行う者・団体等の知恵と力を結集します。

・ 新たな地域づくり・ネットワークづくりを展開し、その中で地域を支える「人財」
を養成するほか、地域全体で応援する子育て、家庭・地域全体で考え、支える教育等
の取組を重点的に進めます。

・ 県が持つ情報を分かりやすく県民に提供し、皆が情報を共有します。地域づくりの
主役である県民等の活動が円滑に進むよう、行政はそのサポートを行います。
・ 市町村との関係においては、県民等による様々な活動が円滑に進むよう、県と市町
村とが連携・協力して、地域の課題を解決する体制の構築に向けた取組を進めます。
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（３）実現の手法

①知恵と力の結集＝「顔が見えるネットワークで協働・連携」

○ 人と人、人と地域との結びつきが強く、コンパクトなまとまりがあり、コミュニケー
ションやネットワーク形成が容易である本県の特性を生かして、県民一人ひとり、ＮＰ
Ｏ、住民団体や地域活動を行う者・団体、企業等のそれぞれの主体が、顔が見えるネッ
トワークをつくり、協働・連携して取り組むことにより、総体として大きな成果をあげ
ることを目指します。

○ 地域で活躍する団体・「人財」の情報を発信・共有し、また、新たな「人財」を養成
するとともに、そのような団体・「人財」が活躍できる場を作るなど、「次世代型の地
域づくり・ネットワークづくり運動」を全県で展開します。

○ 地域づくりを行う主役は県民、ＮＰＯ、住民団体等であり、行政には、その支援や、
その基礎となる環境づくり・基盤づくりをする機能が、今後重要になってきます。

②「人財」の養成＝鳥取県における「人づくり・教育」の重要性

○ 人口最少県で、今後更に人口の減少傾向が続くと見込まれる鳥取県において、県民自
らが創る、質の高い生活のできる「活力あんしん鳥取県」を実現するためには、あらゆ
る分野において、多数の「人財」が知恵と力を発揮して活発に活動することが求められ
ます。

○ 特に、産業界・教育機関・金融機関や行政が連携し、地域一丸となって県内産業の活
性化を支える高度な知識・技術・能力を持った「人財」を育成・確保することが求めら
れています。

○ 本県の「人財」の養成に魅力を感じる県外の方が本県にＵＪＩターンするような、本
県の特性も踏まえた「人財」養成を進めます。

・ 地域で「人財」を育てる「地域力」の強化
人口が少ない本県においては、地域全体の力を高め、地域の中で優れた「人財」を育

てていく必要があります。
例えば、学校自体も更に地域に開かれ、地域から信頼される「人づくり」に対する考

え方を地域と共有するとともに、地域が学校を支援し、地域が積極的に人づくりに取り
組むなど、地域力で教育・人づくりを進める体制を整えていく必要があります。

・ 鳥取県の特長を生かした多様でたくましい「人財」の育成
鳥取県で生まれ育つことの特長、長所を更に伸ばし、活用することで、「人財」の養

成を進めます。
・ 地域全体で応援する子育て

本県は、人口当たりの保育所数、子育て支援の拠点実施割合等が全国的には上位にあ

るほか、三世代同居率が高いなど、比較的子育てをしやすい環境にありますが、より一
層、子育てをしやすい環境の整備を進める必要があります。

・ 家庭・地域全体で考え、支える「共に育む教育」
これからの鳥取県の様々な活動を支え、地域づくりを進めていく「人財」を養成する

ためには、学習環境の整備や学力向上を含め、学校が家庭・地域と連携して、共に「人
づくり」に取り組む必要があります。

これらの取組を進めることにより、「自立したたくましさ」「豊かな人間性・社会性」
「地域を支える力」「コミュニケーション能力」「国際的な感覚・視野」など、社会で力

強く生きる「人間力」を備え持つ、たくましい「人財」を養成していきます。
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Ⅲ 鳥取県教育の現状と課題

（１）子どもたちの現状と課題

○ 学力・学習意欲

県の基礎学力調査や全国的な学力調査の結果から、小中学生の学習内容の定着は「概
ね良好」とされていますが、学力の二極化傾向や思考力・表現力、学習意欲や学習習慣
の定着に課題が見られます。
また、高等学校におけるアンケート結果からは、授業の在り方にも課題があることや、
学校外ではほとんど勉強しない生徒が極めて多いという状況が明らかになっており、生
徒が自らの将来の希望や選択する職業を見通し、社会において自立して生きるための学
力を進んで身につける姿勢が必要となっています。
さらに、知識基盤社会の到来に当たり、基礎的・基本的な知識・技能の習得のみなら
ず、それらを活用して、主体的に考え、判断し、表現したり、さまざまな問題に積極的
に対応し、解決する力が求められており、こうした力を育むために、知・徳・体のバラ
ンスのとれた「生きる力」を育む教育を目指すことが必要です。

＜平成20年度全国学力・学習状況調査質問紙調査結果より＞

＜平成20年度全国学力・学習状況調査質問紙調査結果より＞

全 国 学 力 ・学 習 状 況 調 査 小 学 校 ６ 年 生 正 答 率
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国 語 Ａ

国 語 Ｂ

算数 Ａ

算 数 Ｂ

全国学力 ・学習状況調査中学校 ３年生正答率
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49.2

国語Ａ

国語Ｂ

数学Ａ

数学Ｂ
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全国

○ 家 で 自 分 で 計 画 を 立 て て 勉 強 し て い ま す か

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

鳥 取 県 小 ６

全 国 小 ６

鳥 取 県 中 ３

全 国 中 ３

し て い る

ど ち ら か と い え ば 、 し
て い る

あ ま り し て い な い

全 く し て い な い

無 回 答

平成２０年度鳥取県立高等学校入学者選抜学力検査　総得点の得点分布（全日制課程）
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＜平成20年度全国学力・学習状況調査質問紙調査結果より＞

○ 生活習慣・規範意識

毎日長時間、テレビ視聴や携帯電話、ゲームに時間を費やしたり、朝食欠食や偏食、
不規則な食事などの食生活の乱れが問題となっており、慢性的な睡眠不足などの生活習慣
の乱れや生活習慣病の低年齢化、ストレスに起因した心身の健康問題が深刻化しています。
また、児童生徒の性に関する意識の多様化（規範意識の低下）、性情報の氾濫等によ

り、性に関する悩みや不安を抱える児童生徒が増加傾向にあるとともに、10代の人工妊
娠中絶率についても低下傾向を示しているものの、まだまだ憂慮すべき状況にあります。
さらに、生徒全般の規範意識が低い状況も見受けられます。

＜平成20年度全国学力・学習状況調査質問紙調査結果＞

○ 不登校・いじめ等の状況

不登校児童生徒の出現率（在籍者数に占める割合）は、平成19年度で、小学校は0.43
％と全国平均の0.34％を上回り、中学校は2.53％と全国平均の2.91％を下回るものの近
年、ほぼ横ばいの状況で、小・中学校の接続期の不登校の増加が懸念されています。公
立高校の中途退学者はやや下降傾向です。いじめの認知件数の児童生徒に対する率は、
全国平均を下回るものの依然として深刻な事例が見受けられます。

○ 土 曜 日 や 日 曜 日 な ど 学 校 が 休 み の 日 に 、

　 １ 日 当 た り ど れ く ら い の 時 間 、 勉 強 を し ま す か
0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

鳥 取 県 小 ６

全 国 小 ６

鳥 取 県 中 ３

全 国 中 ３

４ 時 間 以 上

３ 時 間 以 上 、 ４ 時 間 よ り
少 な い
２ 時 間 以 上 、 ３ 時 間 よ り
少 な い
１ 時 間 以 上 、 ２ 時 間 よ り
少 な い
１ 時 間 よ り 少 な い

全 く し な い

そ の 他

無 回 答

○ 学 校 の 授 業 時 間 以 外 に 、 普 段 （ 月 ～ 金 曜 日 ） 、
　 １ 日 当 た り ど れ く ら い の 時 間 、 勉 強 を し ま す か

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

鳥 取 県 小 ６

全 国 小 ６

鳥 取 県 中 ３

全 国 中 ３

３ 時 間 以 上

２ 時 間 以 上 、 ３ 時 間 よ り
少 な い
１ 時 間 以 上 、 ２ 時 間 よ り
少 な い
３ ０ 分 以 上 、 １ 時 間 よ り
少 な い
３ ０ 分 よ り 少 な い

全 く し な い

そ の 他

無 回 答

○ 学 校 の き ま り ・ 規 則 を 守 っ て い ま す か

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

鳥 取 県 小 ６

全 国 小 ６

鳥 取 県 中 ３

全 国 中 ３

当 て は ま る

ど ち ら か と い え ば 、 当
て は ま る

ど ち ら か と い え ば 、 当
て は ま ら な い

当 て は ま ら な い

無 回 答

○ 普 段 （ 月 ～ 金 曜 日 ） 、 1 日 当 た り ど れ く ら い の 時 間 、
　 テ レ ビ や ビ デ オ ・ Ｄ Ｖ Ｄ を 見 た り 、 聞 い た り し ま す か

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

鳥 取 県 小 ６

全 国 小 ６

鳥 取 県 中 ３

全 国 中 ３

４ 時 間 以 上

３ 時 間 以 上 、 ４ 時 間 よ り 少
な い

２ 時 間 以 上 、 ３ 時 間 よ り 少
な い

１ 時 間 以 上 、 ２ 時 間 よ り 少
な い

１ 時 間 よ り 少 な い

全 く 見 た り 、 聞 い た り し な い

無 回 答
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不登校は、子どもの成長の過程で様々な要因と背景により起こるものであり、不登校
児童生徒は自分の自立のために今頑張っているという視点を地域や周囲の大人たちが持
ち、見守り、寄り添い、支援していくことが大切です。
さらに、いじめ問題の背景の一つとして児童生徒の規範意識や責任感、思いやりの気
持ちが低下するとともに、コミュニケーションが苦手なために、児童生徒同士でトラブ
ルになりやすいという状況があります。
また、携帯電話やパソコン等を用いたいじめや振り込め詐欺などの問題等が増加して

いる状況があり、情報モラルの育成が喫緊の課題となっています。

○ 体験活動

人との関わり、自然体験、地域での社会的な体験とともに、家の手伝いなどの生活体
験も減少しています。また、心に深く印象を与える活動や本物に出会う感動体験が不足
しているとともに、学校現場においても、児童生徒の心に深く印象を与える活動や本物
に触れ合う機会が学校の取組姿勢によってバラつきがあります。
併せて、地域のよさ、鳥取県のよさを、自然、人、文化をとおして学び、鳥取県を愛
する姿勢を育てる必要性が高まっています。

小・中学校の不登校率の推移
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＜平成20年度全国学力・学習状況調査質問紙調査結果より＞

○ 体力・運動能力

体力・運動能力は、「生きる力」の源であり基盤をなすものです。
しかし、昭和60年ごろから児童生徒の体力・運動能力の低下傾向が続いており、その

向上を図ることが重要な課題となっています。
併せて、運動部活動等で活発に活動する児童生徒と、ほとんど運動しない児童生徒と
の二極化の傾向も見られます。

＜新体力テスト（ボール投げ）の平均値の年次推移＞

○ 幼児教育

子育てに不安や悩みを持つ保護者の増加など、幼稚園・保育所の機能を活用した子ど
ものより良い育ちを保障する子育ての支援が必要となっています。
また、多様化する社会環境の中で育つ子どもたちへの幼児教育の課題に対応するため、
幼稚園・保育所の教育の質の向上を図るとともに、幼稚園・保育所での育ちを小学校へ
引き継ぐことが求められています。

平均値の年次推移（ボール投げ男子）
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○ 今 住 ん で い る 地 域 の 歴 史 や 自 然 に つ い て
　 関 心 が あ り ま す か

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

鳥 取 県 小 ６

全 国 小 ６

鳥 取 県 中 ３

全 国 中 ３

当 て は ま る

ど ち ら か と い え ば 、
当 て は ま る

ど ち ら か と い え ば 、
当 て は ま ら な い

当 て は ま ら な い

無 回 答

○ 海 、 山 、 湖 、 川 な ど で 遊 ん だ こ と が あ り ま す か （ 小 6 ） 　 海 、 山 、 湖 、

　 　 川 な ど に 行 っ て 自 然 の す ば ら し さ を 感 じ た こ と が あ り ま す か （ 中 ３ ）

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

鳥 取 県 小 ６

全 国 小 ６

鳥 取 県 中 ３

全 国 中 ３

当 て は ま る

ど ち ら か と い え ば 、
当 て は ま る

ど ち ら か と い え ば 、
当 て は ま ら な い

当 て は ま ら な い

無 回 答
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○ 特別支援教育

障害の多様化、重度・重複化に対応した教育の充実及び障害のある幼児児童生徒に対
する学校全体の取組みの充実が課題となっています。
知的障害者を対象とする特別支援学校では児童生徒数が年々増加の一途であり、特に

障害の程度の差や多様化に対応する高等部教育の充実が課題となっています。
さらに、本県においては、地域経済の低迷、脆弱な産業基盤等により、有効求人倍率
が全国平均よりも大幅に低下しており、特別支援学校卒業生の就職先の確保が必要とな
っています。
また、発達障害のある中学校卒業生の進路の確保が課題となっています。

○ 中学校卒業後の進路等

本県の中学校卒業者の高等学校進学率は、平成19年度で98.3％となっており、全国平
均の97.7％を上回っています。
一方、本県の高等学校卒業者の大学進学率は、平成19年度で43.9％となっており、全

国平均である51.2％を大きく下回っている状況にあります。
また、第一次、第二次産業への従事を好まない社会一般の風潮もあり、生徒の好まし
い勤労観、職業観が育っていない状況も見られます。児童・生徒に対するだけでなく、
教員や保護者に対して、望ましい勤労観や職業観の共通理解を図ることも必要です。

○ 社会の進展に対応できる教育

地域を学ぶ体験・探求的な学習に、学校や地域が連携して取り組むことにより、社会
的な問題に対して興味・関心を持ち、自らの課題として主体的に解決する力の育成が求
められます。
特に、※情報リテラシー教育を含む情報教育では、安全に生活するための危険回避（情
報安全教育）と正しい判断や望ましい態度を育てることが、また、深刻化しつつある地
球温暖化等の環境問題には、児童生徒の環境についての理解を深め、実践する環境教育
の推進が必要になっています。

※情報リテラシー教育

…… 情報が流通する媒体（メディア）を使いこなす能力に関する教育。メディアの特性や利用方

法を理解し、適切な手段で自分の考えを他者に伝達し、あるいはメディアを流れる情報を取捨

選択して活用する能力の育成を指します。

中学校卒業者・高等学校卒業者の進学率の推移
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（２）家庭、地域社会の現状と課題

○ 家庭・地域の教育力

地域住民の地域社会への帰属意識の希薄化、地域活動やＰＴＡなど社会教育活動への
参加の二極化傾向など、地域の教育力の低下が見受けられます。
また、ものの豊かさや便利さ、情報メディアの多様化、実体験不足等による子どもた
ちの規範意識や体力への悪影響なども懸念されています。
これら規範意識の低下や基本的生活習慣の乱れ、学習意欲の低下など子どもたちを取
り巻く問題は、学校だけでなく大人の問題としてとらえ、社会全体で解決に向けた取組
みが求められます。

○ 生涯学習活動

生涯学習を実践する県民への支援を進める上で、図書館や博物館、公民館などの社会
教育施設の機能の充実が求められる一方、その有用性についての県民の認識は必ずしも
十分ではない状況があります。
生涯学習に関心のある住民が増えていることからも、地域及び利用者のニーズに対応
した魅力ある事業を実施するための支援が必要です。

○ 様々な社会問題への対応、人権学習

近年、急速に発達した携帯電話やパソコン等を利用した犯罪や人権侵害の危険性を知
り、そのリテラシー（活用能力）について、保護者、児童・生徒等が対象毎に適切に学
習できる体制の充実が必要です。
人権学習においては、学習内容のマンネリ化や参加者が固定化する傾向にあり、人権
学習プログラムの充実と人権学習の指導者の養成が求められます。

○ 文化・芸術活動と文化財

本県には、美しい自然とともに、先人たちが育んだ伝統と個性のある文化・芸術があ
りますが、誰もが優れた文化・芸術にふれたり、文化・芸術活動に参加する機会が必ず
しも十分ではなく、特に子どもたちが感性を磨く機会が少ない状況にあります。
さらに、県民の文化・芸術を実践する能力は、国民文化祭の実施を契機に成熟レベル

に近づいているものの、文化・芸術活動を支援する地域の力は発展途上にあります。
また、文化財は県民全体の共有財産であり、県民の歴史、文化等の正しい理解に欠く

ことのできないものであること、本県文化の向上発展の基礎をなすものであることを県
民が理解する取組みの推進が求められます。今後、文化財の情報発信と活用方策の検討
を積極的に行い、文化財に気軽に接し、楽しめる環境づくりへの取組みが必要です。

○ スポーツ環境

少子高齢化が進む中、本県には、地域でスポーツをする時の受け皿（体制・指導者等）
が少なく、スポーツをする人の割合も低い状況があります。
さらに、屋外での運動や遊びなど体を動かす機会も減少し、子どもの体力・運動能力

の低下傾向が続くとともに、運動部活動等で活発に活動する児童生徒と、ほとんど運動
しない児童生徒との二極化の傾向が見られます。
また、国民体育大会等における競技力が低迷（選手層の薄さ、優秀な指導者の育成・
確保）しています。
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（３）教育行政（学校・教育委員会）の現状と課題

○ 開かれた教育行政の推進

鳥取県の次代を担う人づくりのためには、学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体
・企業・地域社会・行政それぞれが教育に果たす役割や責任を自覚し、相互に連携・協
力・支援を行いながら、県民みんなで取り組むことが求められています。
行政も、県民の意見や要望等をしっかりと受け止め、それを施策に反映させるととも
に、様々な情報を広く提供するなど、開かれた教育行政を進めていくことが必要です。
さらに、専門化し、複雑化する教育問題等に対し、迅速かつ的確に対応するために、
国・県・市町村の役割分担と責務の明確化、必要な情報や意識の共有を図り、連携・協
力体制を充実することが必要です。
学校においても、児童生徒の状況に即応できる学校運営や県民に信頼される学校づく

りが求められています。ますます専門・複雑化する教育問題等に適切に対応するため、
学校の組織運営体制の充実と保護者や地域住民との協働によるより良い学校づくりに向
けて、学校の自己評価結果の公表や保護者など学校関係者による評価の実施とその結果
の公表・説明などが求められています。

○ 教職員の使命感・責任感・指導力の向上

多様化する教育ニーズや課題に対応するために、教職員の資質向上や指導力の向上、
適切な人材の確保を図ることが必要になっています。
また、児童生徒の課題解決能力を高めるため、思考力を養う授業が展開できる教員の
授業力を高めることも必要です。
さらに、特別支援教育の充実のため、専門性を有する担当教員の確保が必要となって
います。
なお、学校はより複雑・多様な問題を取り扱うようになっていることから、教職員の
多忙感等の解消への対応も必要とされています。

○ 安全・安心な学校づくり

公立学校施設の耐震化率は全国平均より低い状況にあり、早期の耐震化が必要です。
また、学校内や登下校時等に子どもたちが被害に遭う犯罪が増加しており、学校内外

の安全確保が求められています。
さらに、食の安全を脅かす事件が発生するなか、安全で安心できる学校給食の提供が
望まれています。

○ 教育環境の整備

時代のニーズに対応した質の高い教育を受けることができる教育環境の整備のため、
関係機関と連携した教育の推進や学校図書館、ＩＣＴ化など教材整備の充実が必要です。
また、学習権を保障する観点から、経済的理由により修学が困難な生徒に対して、修

学資金の支援が必要です。

○ 私立学校の在り方について

私立学校それぞれが建学の精神に基づき、その自主性を生かしながら、特色ある教育
活動の推進や教職員の人材確保・育成、多様な生徒へのきめ細かい教育を提供できるよ
う私立学校の振興を図ることが必要です。
また、学校評価の円滑な実施や公表、私立学校施設の耐震化の促進、学校経営の健全
性の向上や入学者の確保を図ることが求められます。
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○ 児童生徒・減少期における教育の在り方

小中学校においては、今後も少子化が進行するなか、適切な教育を提供できる学校の
在り方についての検討が必要です。
また、中学校卒業者も減少が続く見込みであり、高等学校の一層の小規模化は避けら
れず、特に専門学科においては、一部学科の存続も危惧されるなど、生徒の学習ニーズ
への対応はもとより、地域産業への影響も懸念されます。

県内郡市別の中学３年生と４歳児の人口比較

0
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中学3年生
４歳児

中学3年生 119 120 343 337 607 353 498 2,044 1,474 

４歳児 82 101 217 374 544 306 419 1,956 1,409 

増減率 ▲31.1% ▲15.8% ▲36.7% 11.0% ▲10.4% ▲13.3% ▲15.9% ▲4.3% ▲4.4%

日野郡 岩美郡 八頭郡 西伯郡 東伯郡 境港市 倉吉市 鳥取市 米子市

資料：郡市別児童生徒数の推移（平成２０年）（県教育委員会）

　　注）中学３年生の国立・私立へ通う生徒は学校の所在地に含めている。

（平成２１年卒業見込者）
（推計：１０年後の中学３年生）
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５月１日現在の中学校・小学校在籍者数。
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Ⅳ 【今後取り組む鳥取県教育の基本理念】

「 自立した 心豊かな 人づくり 」

鳥取県が進むべき方向が示されている「鳥取県の将来ビジョン」にも、「人づく
り・教育」の重要性が示され、「活力あんしん鳥取県」の実現には、全ての分野で
多くの「人財」が知恵と力を発揮して活発に活動することが求められています。
鳥取県教育委員会では、その方向を踏まえ、本県教育の目指すべき「基本理念」

を設定し県民と共有しながら、その理念の実現に向けた取組みを推進していきます。

近年、特に、子どもたちの学習意欲の低下や学力の二極化、運動実施の二極化
などが懸念されていますが、その背景には、子どもたちの周りに氾濫するテレビ
やゲーム、インターネットや携帯電話とともに、親(大人)の子どもへの遠慮のし
すぎ、親(大人)の自分本位の考え方なども考えられています。

このような中で「人づくり」を進めるには、学校教育をはじめ、幼児期や家庭
での教育のあり方、大人たち社会全体の関わり方が一層重要になっています。
併せて、人は生涯をとおして、より良い生き方、より良い人間となるために努

めていくことが大切であり、文化や芸術、スポーツやボランティアなど、生涯に
わたって学び続けることで、心豊かに生きていくことができるものであり、その
ための基盤づくりや連携・体制づくりも求められています。

「教育」は、人格の完成を目指し、個性を尊重しつつ、個人の能力を伸長し、
自立した人間を育て、幸福な生涯を実現するために不可欠なものです。
そして、県民が、幸福で充実した人生と「活力あんしん鳥取県」を実現するた

めには、県民一人ひとりが、社会を維持し、より良いものにしていく責任は自分
たち一人ひとりにあるという公共の精神を自覚し、これからの社会の在り方につ
いて考え、主体的に行動すること(自立)が、県民一人ひとりにこれまで以上に求
められます。

そのためには、県民一人ひとりに、
・自立して生きていくための基礎となる、知・徳・体のバランスの取れた
力を身につけること

・人は自分ひとりではなく、様々な人々との関わりの中で生きており、規
範意識（モラル）、生命の尊重、他者への思いやりなどを培い、法やルー
ルを尊重し、適切な行動すること

・営々と築かれてきた文化と大自然の恵みを自覚し、感謝する気持ちを持
ちつつ、自分を育ててくれた“ふるさと鳥取県”への思いを育みながら、
地域の伝統や文化を受継ぎ、伝え、これからの社会を支えていくこと

が求められます。

このようなことから、鳥取県教育振興基本計画の目指すべき基本理念を
「自立した 心豊かな 人づくり」と定めることとしたものです。
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～基本理念を踏まえた鳥取県教育のめざす人間像～

「自立して」生きていく人

∇「自立して」生きていく

・生きていくために、必要な知識・技能・教養などを身につけ、学
び続ける人
・自ら考え、判断し、実行する力を身につけた人
・自らの個性、特性を大切にしつつ、夢や希望に向かって主体的に
生きていく人

∇「社会の中で、社会を支えて」生きていく

・社会の一員としての自覚を持ち、規範意識や社会のルール・マナー
を身につけた人

・社会の様々な場面において、人々との関わりを大切にしながら、主
体的に活動したり、貢献する人

「心豊かに」生きていく人

∇「健やかで、心豊かに」生きていく

・心や体の健康を大切にし、進んで健康づくりに取り組む人

・優しさや思いやり、たくましさ、感動する心、コミュニケーション

能力、勤勉さや忍耐力などの豊かな人間性を身につけた人

・文化・芸術活動、スポーツ活動、読書活動、奉仕活動などを通じて

心豊かに生きていく人

∇「ふるさと鳥取県に誇りを持ち、一人ひとりを大切にして」生きていく
・地域、ふるさとに愛着や誇りを持ち、仕事や活動を通じて地域やふ

るさとに貢献する人

・美しい自然、歴史と伝統を守り次代に受け継ぐ人

・自他ともに尊重し、他者の立場や人権を大切にする人
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Ⅴ 施 策 の 方 向 性

＝ 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策 ＝

１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり １６～

【施策目標】 (１)社会全体（学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体・企業・地域
社会・行政）で取り組む教育の推進

(２)教育の原点である家庭教育の充実

(３)活力ある地域社会をつくる生涯学習の環境整備と活動支援

２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進 ２４～

【施策目標】 (１)学力向上の推進

(２)豊かな人間性、社会性の育成

(３)健やかな心身の育成

(４)社会の進展に対応できる教育の推進

(５)幼児教育の充実

(６)特別支援教育の充実

３ 学校教育を支える教育環境の充実 ４１～

【施策目標】 (１)児童・生徒減少期における学校の在り方

(２)教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校運営の推進

(３)使命感と指導力を備えた教職員の養成・確保・配置

(４)安全・安心な教育環境の整備

(５)私立学校への支援の充実

４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用 ４９～

【施策目標】 (１)文化・芸術活動の一層の振興

(２)文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり

５ スポーツの振興 ５２～

【施策目標】 (１)心豊かで活動的な地域スポーツ社会の構築

６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり ５５～

【施策目標】 (１)県民との協働による開かれた教育行政の推進

(２)市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進
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施策の方向性 １

生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

変化の激しい現代社会においては、各個人が自立した一人の人間として力強く生きてい
くための総合的な力を身に付けるために、生涯にわたって学習を継続していくことが求め
られています。

このため、社会教育行政や社会教育施設においては、社会の進展に伴い発生する様々な
社会問題を、地域住民が主体的に解決し、より良い社会を築いていこうとする気運を醸成
するとともに、各地域で必要とされる、交流や※エンパワーメントを重視する学習プログ
ラムを、関係行政機関や社会教育関係団体等と連携して提供していくことが求められます。

「全ての教育の原点は家庭教育」といわれています。保護者は、子どもの豊かな情操や
基本的な生活習慣、家族を大切にする気持ちや他者に対する思いやり、命を大切にする気
持ち、善悪の判断などの基本的倫理観、社会的なマナー、自制心や自立心を養う上で、第
一義的責任を有することを十分に自覚することが必要です。

しかし近年、本県の子どもたちの状況に、実体験の不足や基本的生活習慣の未定着、規
範意識の低下などの問題が見えてきています。

さらには、長時間のテレビ視聴や、急速に普及した携帯電話やパソコンなどによりイン
ターネット環境が身近になり、子どもたちの生活習慣の乱れにつながったり、安全を脅か
す事案の発生や犯罪被害の危険性が増すなど、子どもたちを取り巻く様々な問題が浮き彫
りになっています。

こうしたことからも、子どもたちの健やかな成長をしっかりと支える家庭教育や地域教
育の充実が求められています。

一方で、子どもたちを取り巻く環境の悪化の背景には、非常に厳しい労働雇用環境や、
先行き不透明で不安が募る暮らしの中で、自他を大切にし、互いに支え合って生きていこ
うとする人権意識や道徳観、倫理観が欠如した大人が増えているのではないかとの懸念も
あり、こうした大人社会の変革も必要です。

こうした取組の方向に基づく施策を通じて、以下のような目標の実現を目指します。

◇ 地域の人たちが、地域の将来を見据え、子どもたちを健やかに育む豊かな人間
関係の定着した地域づくりを推進します。

◇ 自らが自立して、心豊かに生きていくために必要な知識・教養をさらに深める
ため、誰でもいつでもライフスタイルに合わせて学ぶことができる環境を整備し、
生涯にわたり繰り返し学習する取組みを定着します。

◇ 県民一人ひとりが人権の現状を知り、自他を大切にしようとする人権意識の向
上に努め、平和で、誰もがかけがえのない存在として尊重される共生社会を実現
します。

※エンパワーメント

……… 自分自身のかけがえのなさに気づき、自らが権利の主体者であるという意識を確立することによって、

自分の人生を自分で決めていくことができる力、すなわち自己決定の幅を広げることを意味します。

施策目標

(１)社会全体（学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体・企業・地域社会・行政）
で取り組む教育の推進

(２)教育の原点である家庭教育の充実

(３)活力ある地域社会をつくる生涯学習の環境整備と活動支援
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(１)社会全体(学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体・企業・地域社会
・行政)で取り組む教育の推進

【 現状・課題 】

（地域社会の教育力の低下）
○ 地域の地縁的な繋がりの希薄化、個人主義の浸透等により、住民の地域社会への帰
属意識とともに地域の教育力が低下しています。

（規範意識の低下、基本的生活習慣の乱れ）
○ 規範意識の低下や基本的生活習慣の乱れ、学習意欲の低下など子どもたちの問題を
大人の問題として捉え社会全体で解決に向けた取組みを展開することが求められます。

（青少年を取り巻く有害情報）
○ 近年、急速に普及した携帯電話やパソコン等のメディア媒体を利用した犯罪や人権
侵害の危険性を知り、そのリテラシー（活用能力）について、保護者、児童生徒等が
対象毎に適切に学習できる体制の充実が必要です。

【 目指すところ 】

（社会全体で子どもたちを育む教育力の向上【再掲1-(2)】）
○ 住民同士の結びつきを強め、社会全体で子どもたちを育む地域の教育力の向上に取
り組みます。また、全ての大人が子どもたちの模範となり、子どもたちの基本的生活
習慣の定着、規範意識やルール・マナーの向上を図ります。

（地域全体による学校支援）
○ ＰＴＡをはじめとする社会教育団体活動のより一層の活性化などにより、学校と地
域との連携・協力体制を構築し、地域全体で学校を支え、子どもたちを健やかに育み
ます。

（学びの主体者を育成）
○ 生涯各期において自ら学ぶことができるよう、様々な学習の機会を提供するととも
に、教育関係団体、NPO団体等の活動を支援します。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

①「心とからだいきいき（食読遊寝）キャンペ－ン」保護者認知・実施率 認知率 41.3％ 100％
【再掲１-(2)】 (H19 37.8％)

② 自治会単位の「人権学習会（小地域懇談会）」実施市町村 18市町村 19市町村
③「※鳥取県家庭教育推進協力企業」認定企業数 162社(H20.12) 280社(H22)
④「※学校支援地域本部」設置数 2箇所 10箇所
⑤「※放課後子ども教室」設置市町村数 9市町村 14市町村

※鳥取県家庭教育推進協力企業制度

…… 企業・従業員をあげて家庭教育の充実に向けた職場環境づくりのため、自主的に取り組んでくださる

企業（協力企業）と鳥取県教育委員会が協定を結び、協力しながら鳥取県の家庭教育を推進する制度です。

平成20年12月19日現在、162の協定締結企業があります。

認定企業は、次の４つの項目のうち２つ以上に取り組んでいただくことになります。

①「学校へ行ってみよう」 ②「仕事を語ろう、仕事を見せよう」

③「子どもの体験活動をひろげよう」 ④「我が社の子育て支援」

※企業認定状況 Ｈ18＝64社 Ｈ19＝120社 Ｈ20＝162社（H20.12現在）
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※学校地域支援本部

…… 地域全体で学校教育を支援する体制づくりを推進し、教員の子どもと向き合う時間の増加、住民等の

学習成果の活用機会の拡充及び、地域の教育力の活性化を図ることを目的とし、中学校区程度に設置さ

れ、学校・地域関係者からなる地域教育協議会、地域コーディネーター、学校支援ボランティアから構

成される組織

※放課後子ども教室

…… 子どもの安全・安心な居場所づくりを推進するため、原則として小学校区において、放課後や週末に

小学校の余裕教室等を活用し、地域の方々の参画を得て、子どもたちとともに勉強やスポーツ・文化活

動、地域住民との交流活動等の取組みを実施するもの。

【 取組の方向 】

（地域の教育環境や人材など教育資源の有効活用）
○ 公民館等が地域の教育環境や人材などの教育資源を有効に活用し、各世代が子ども
と接点を持ちながら地域の教育力の向上につながる取組みを推進できるよう支援しま
す。

（社会教育関係団体のネットワーク化と活動の活性化）
○ ＰＴＡをはじめとする社会教育関係団体のネットワーク化を推進するとともに、活
動の活性化を図ります。

（社会全体で家庭教育を支援する機運の醸成と地域全体で子どもを支える取組みの促進）
○ 全ての親が自信を持って安心して子育てをすることができるよう、企業等も含めた
社会全体で家庭教育を支援する機運を醸成するとともに、地域全体で子どもを支える
取組みを促進します。

（青少年を有害情報から守る取組促進）
○ 青少年を健全に育成する環境をつくるため、メディア等による有害情報から守る取
組みを促進します。

（人権教育の推進）
○ 社会全体で人権教育に取り組み、一人ひとりがより良い生き方について考え、それ
を実現しようとする権利の主体者を育てます。

（今日的課題についての生涯学習機会の提供【再掲1-(3)】）
○ 男女共同参画社会の実現に向けた学習、消費者教育、金融教育、法教育、エネルギ
ー教育など、社会生活を営む上で重要な今日的課題に対応するための学習機会を積極
的に提供します。

（親や大人がモデルを示す運動の推進【再掲1-(2)】）
○ 青少年の健全育成には、親や大人の役割や責任も大きいことから、大人自身が自ら
の生き方を見直し、実際の行動に結びつける運動を推進します。
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(２)教育の原点である家庭教育の充実

【 現状・課題 】

（家庭や地域の教育力の低下【再掲2-(1)】）
○ 地域経済の低迷とともに、非常に厳しい労働雇用環境や、先行き不透明で不安が募
る暮らしの中で、子どもに目を配れない家庭や地域が生じてきています。

（規範意識や体力の低下）
○ ものの豊かさや便利さ、メディア媒体の進歩、実体験不足等により、子どもたちの
規範意識や体力への影響なども懸念されています。

（地域活動や社会教育活動への参加の減少と二極化傾向）
○ 人間関係の希薄化、個人主義の浸透により、地域活動やＰＴＡなど社会教育関係団
体での活動が減少し、参加状況については二極化の傾向が見受けられます。

（企業による子育て支援の必要性）
○ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の視点からも、子育てに対する支
援を充実し、子育てしながら働くことができる社会にしていく必要があります。

【 目指すところ 】

（学校と家庭が協働した学力向上【再掲2-(1)】）
○ 児童生徒が自らの目標に向かって真面目に取り組む姿勢を、家庭と連携して、学校
全体でつくります。

（家庭の教育力向上）
○ 家庭教育の自主性を尊重しつつ、親としての学習を充実し、生涯を通じた「生きる
力」の基礎となる体力や規範意識等を養う家庭の教育力を高めます。

○ 家庭での学習習慣・基本的生活習慣の確立を図ります。【再掲2-(1)】
○ 家庭での学習時間の増加を図ります。

（社会全体による家庭教育の支援）
○ 全ての親が自信を持って、安心して、子育てをすることができるよう、社会全体で
家庭教育を支援する取組みを積極的に行います。

（親や大人が模範となった教育力の向上【再掲1-(1)】）
○ 全ての親や大人が子どもたちの模範となり、子どもたちの基本的生活習慣の定着、
規範意識やルール・マナーの向上を図ります。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

①「心とからだいきいき（食読遊寝）キャンペ－ン」保護者認知・実施率 認知率 41.3％ 100％
【再掲１-(2)】 (H19 37.8％)

②「※鳥取県家庭教育推進協力企業」認定企業数 162社(H20.12) 280社(H22)
③ 朝食喫食率 小5:89.6％
【再掲2-(3)】 中2:87.9％ 100％

高2:80.3％
③ 学校以外で平日60分以上学習（宿題や予習・復習）している児童生徒 小6:52.6％ 小6: 60.0％
（小6,中3）の割合【再掲2-(1)】 中3:63.7％ 中3: 70.0％

※心とからだいきいきキャンペーン

…… 子どもたちに望ましい基本的生活習慣の定着が図られることを目的として、平成１７年度から県教育

委員会が取り組んでいるキャンペーン。次の六つの柱を中心にキャンペーンを展開しています。①しっ

かり朝食を食べよう、②じっくり本を読もう、③外で元気に遊ぼう、④たっぷり寝よう、⑤長時間テレ

ビを見るのはやめよう、⑥制服を整えよう。
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【 取組の方向 】

（家庭における学びの習慣づくり【再掲2-(1)】）
○ 家庭での学習習慣や基本的生活習慣が、子どもの学力に大きな影響を及ぼしている
ことを周知し、学校と家庭が協力した学力向上や家庭における学びの習慣づくりに関
する施策を展開します。

○ 家庭学習記録ノートなどにより、家庭での自学自習の習慣化を促します。
○ 予習・復習を求める授業を展開します。

（家庭教育に関する親の多様な学びの場の充実）
○ 子育てに関する学習機会や情報の提供、相談や専門的な人材育成などを関係機関が
連携して行い、多様な学びの場を創出します。

（幼稚園・保育所等を活用した子育て支援の促進）
○ 幼稚園、保育所及び地域子育て支援センターが有する人的・物的資源を活用した施
設の開放、保護者同士の交流、情報の提供、子育てに係る相談・助言などにより子育
ての支援を促進します。

（企業による家庭教育支援の促進）
○ 新たな家庭教育推進協力企業の増加と、協定締結企業の取組の継続を目指すととも
に、※男女共同参画推進企業認定制度など他制度等との連携により、企業による家庭
教育の支援を促進します。

（親や大人がモデルを示す運動の推進【再掲1-(1)】）
○ 青少年の健全育成には、親や大人の役割や責任も大きいことから、大人自身が自ら
の生き方を見直し、実際の行動に結びつける運動を推進します。

※男女共同参画推進企業認定制度

…… 鳥取県では、仕事と家庭の両立に配慮しながら、男女ともに働きやすい職場環境づくりを積極的に進

める企業を、「鳥取県男女共同参画推進企業」として認定しています。

鳥取県家庭教育推進協力企業と鳥取県男女共同参画推進企業の認定数の推移

鳥取県家庭教育推進協力企業と鳥取県男女共同参画推進企業の認定数の推移
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(３)活力ある地域社会をつくる生涯学習の環境整備と活動支援

【 現状・課題 】

（社会教育施設の機能充実と有用性への認識不足）
○ 県民の生涯学習の支援を進める上で、図書館や博物館、公民館などの社会教育施設
の機能充実が求められる一方、その有用性についての県民の認識は必ずしも十分では
ない状況が見られます。

（人権学習の充実）
○ 人権学習においては、学習内容のマンネリ化や参加者が固定化する傾向にあり、人
権学習プログラムの充実と人権学習の指導者の養成が求められます。

（公民館の運営体制の弱体化等）
○ 生涯学習に関心のある住民が増えている反面、公民館の運営体制が弱体化の傾向（公
民館長、公民館主事は80％が非常勤職員）にあり、地域及び利用者のニーズに対応し
た魅力ある事業を実施するための支援が不足しています。

【 目指すところ 】

（いつでもどこでも学べる環境づくり）

○ だれもが主体的に社会問題の解決に向けた取組みを行ったり、豊かな人生を送るこ
とができるよう、生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習する
ことができ、その成果を適切に生かすことのできる社会の構築を目指します。

○ 個人の自立や住民の学習活動を通じた地域の活性化に重要な役割を果たす図書館や
博物館、公民館等の地域の社会教育施設の活用や、社会教育の推進を担う人材の資質
向上や相互の連携協力を促進します。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

①「※とっとりマスター」認定者数 1人 10人
②「人権教育指導者養成講座受講者」満足度 93％ 80％以上
③ 県立博物館入館者数 6.1万人(H19) 6.8万人
④ 公立図書館の個人貸出冊数（人口一人当たり） 4.65冊 5.2冊

(H19実績) /全国15位以内

※とっとりマスター

…… とっとり県民カレッジ主催講座を全科目受講し、かつ200時間以上、講演等に参加された人の中から、

10回以上、講師を務めた者のことをいいます。
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【 取組の方向 】

（生涯を通じて学ぶことができる環境づくりの推進）
○ 公民館活動の支援やとっとり県民カレッジの振興等を通じ、より多くの世代が生涯
にわたって学べる場を提供するとともに、学習成果を、地域や家庭などに還元しなが
ら、様々な社会問題の解決に向けた取組みを実践したり、豊かな人生を送ることがで
きる人が増加する取組みを進めます。

（公民館等社会教育施設の機能の強化と利用促進）
○ 公民館をはじめとする社会教育施設が地域が抱える様々な課題や社会的ニーズに応
じた学習に対応し、地域における「学習」の拠点、「人づくり・地域づくり」の拠点と
して機能するよう支援します。特に、高校生をはじめとする青少年が積極的に関わる
ことができるような取組みを推進します。

○ 「鳥取県における公民館振興策（H20.8.19策定）」を推進します。
○ 船上山少年自然の家や大山青年の家においては、幼児や高齢者にも対応したプログ
ラムの開発や利用団体のニーズに対応した体験学習の充実などにより、あらゆる世代
の利用促進を図ります。

（今日的課題について生涯学習機会の提供【再掲1-(1)】）
○ 男女共同参画社会の実現に向けた学習、消費者教育、金融教育、法教育、エネルギ
ー教育など、社会生活を営む上で重要な今日的課題に対応するための学習機会を積極
的に提供します。

（人権学習の推進）
○ 地域社会における人権学習の充実のために、権利を基礎にすえ、具体的な問題の解
決に結びつく人権学習プログラムの作成と指導者養成に力を入れ、人権尊重のまちづ
くりを進めます。

（読書活動の推進による知の地域づくり）
○ 読書活動の推進キャンペーンの実施などにより、子どもから大人まで幅広い世代へ
の読書活動の浸透を図るとともに、県民が本や活字に親しむ社会的気運を醸成し、「知
の地域づくり」を進めます。

（図書館機能の充実）
○ 図書館を、県民が暮らし、仕事等に関する様々な情報収集を行い、自ら課題を解決
するための支援拠点とすること、また豊かな心を育むための情報拠点とすることを目
指します。図書館と他の情報提供機関との連携・ネットワーク化を進め、ネットワー
クを活用した資料相談（レファレンスサービス）を拡充します。

（博物館機能の充実）
○ 本県の自然、歴史、民俗、美術等について、展示、講演、体験活動等により、県民
が楽しく学び、感動を覚えるような「魅力ある県立博物館」づくりを推進します。

（高等教育機関との連携促進【再掲6-(2)】）
○ 高等教育機関の公開講座等との連携を図り、住民が学習する機会拡大に努めます。
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公立図書館の個人貸出冊数（人口１人当たり）の推移

県立博物館入館者数の推移

船上山少年自然の家・大山青年の家の年間利用者数の推移
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施策の方向性 ２

「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

人々の知的活動・創造力が最大の資源である日本においては、社会・経済の発展を駆動
する「知識基盤社会」を迎えた今日、様々な分野での技術革新を生み出すことのできる、
幅広い知識と柔軟な思考力、判断力等を備えた人財(材)の育成がより一層重要になってい
ます。

とりわけ、グローバル社会の進展に伴う競争激化などにより本県の経済が低迷する中で、
厳しい労働雇用情勢となっており、地域を活性化できる人財(材)を育成することが急務と
なっています。
さらに、情報モラルの問題や、環境問題をはじめ、様々な社会問題が次々と発生してき

ており、これらに適切に対応できる力も必要となっています。

このため、基礎的な知識や技能の定着のみならず、身に付けた知識や技能を活用し、自
ら課題を見つけ、自ら学習し、様々な課題を対話や合意の過程を通して他者と協力して解
決できる力などを育む教育が必要となっているのです。

また、ふるさとを大切にする意識を持ち、県外にあっても、県内にあっても鳥取県を愛
し貢献しようとする人づくりが大切です。

これらの資質や能力と併せて、相手の立場や人権を尊重しながら自己主張する力や、自
らを律しつつ、他者と協調する力、他者を思いやる心や感動する心などの豊かな人間性、
たくましく生きるための体力や健康も必要です。
このような、これからの社会で一人ひとりが主体的に生きていく力を育むため、「知」「徳」

「体」のバランスの取れた学校教育を推進する必要があるのです。

こうした取組の方向に基づく施策を通じて、新学習指導要領を円滑に実施するとともに、

以下のような目標の実現を目指します。

◇ 児童生徒の学習意欲を高めることにより、基本的な知識・技能の確実な習得

とそれらを活用できる思考力・判断力・表現力などの課題解決能力を育成します。

◇ 道徳教育や人権教育の充実を図り、自他ともに尊重し、思いやりや命を大切

にする豊かな心を育成するとともに、社会の中で生きるに当たっての責任やル

ールなどの規範意識を形成します。

◇ 運動や健康・安全についての理解と運動の合理的な実践を通して生涯にわた
って運動に親しむ資質や能力を育てるとともに、健康の保持増進ための実践力
の育成と体力の向上を図ります。【再掲:5】

施策目標

(１)学力向上の推進

(２)豊かな人間性、社会性の育成

(３)健やかな心身の育成

(４)社会の進展に対応できる教育の推進

(５)幼児教育の充実

(６)特別支援教育の充実
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(１)学 力 向 上 の 推 進

【 現状・課題 】

（夢もしくは目標の喪失）
○ 県経済が低迷を続け、先行き不透明な社会の中で、児童生徒にとっても、目指すべ
き目標像が見えにくくなっていたり、自分の成長に価値を置くことができていない状
況があるなど、学習意欲が高まらない状況も見受けられます。

○ この結果、中学生の頃に比べ、学校外ではほとんど勉強しない高校生が極めて多く
なるという状況が見られます。

（学力の二極化傾向、学習意欲の低下）
○ 義務教育では、学力の二極化傾向や、思考力・表現力、学習意欲や学習習慣の定着
に課題が見られることが、県基礎学力調査や全国学力・学習状況調査により明らかに
なっています。

（時代に対応した人材育成の必要性の増大）
○ 経済のグローバル化、就業形態の多様化等に伴い、社会が求める競争力を発揮でき
る人材が強く求められる社会となっています。

○ 特に、知識基盤社会の到来に当たり、基礎的・基本的な知識・技能の習得のみなら
ず、それらを活用して、主体的に考え、判断し、表現したり、様々な問題に積極的に
対応し、解決する力が求められています。

○ しかし、上級学校に進むにつれ、進学や就職を意識するあまり、こうした力を身に
付ける授業が行われていない現状が見られます。

○ このため、新学習指導要領では、言語活動の充実や修得した知識技能を活用する能
力の育成など、生きる力を育む教育により一層力を入れることとなりました。

○ さらに、※高等学校に関するアンケート結果からは、「授業の充実」や「授業で興味
を惹きつける工夫」など授業の在り方に課題があることも明らかになっています。

（家庭や地域の教育力の低下【再掲1-(2)】）
○ 地域経済の低迷とともに、非常に厳しい労働雇用環境や、先行き不透明で不安が募
る暮らしの中で、子どもに目を配れない家庭や地域が生じてきています。

（職業能力のミスマッチ）
○ グローバルな競争の活発化、技術レベルの高度化や情報化が進展する中、高度で専
門的な能力や知識の重要性が高まっていることから、求職者と求人側との職業能力の
ミスマッチが拡大しています。

○ 職業観が確立していない、自分に期待されるものが分からない、現状での自分の能
力の可能性を知らない等の若年労働者に特有の問題がこうした問題を助長しています。

○ 地域社会からは、第一次、第二次産業の担い手育成が期待されていますが、こうし
た産業への従事を好まない社会一般の風潮により、生徒の好ましい勤労観、職業観が
育ちにくい状況もあります。

○ 他方、地域産業が求める能力も必ずしも明確ではない、あるいは、明らかになって
いても、高等学校教育に反映されていない状況も見られます。

（児童生徒の理科・科学離れ、ものづくり離れ）
○ 児童生徒の理科・科学離れや、産業の基盤であるものづくり離れが進んでいます。
また、ＴＶゲームやインターネットの普及等に伴い、仮想的なものに触れる機会が

増え、実体験をする機会が減っています。
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【 目指すところ 】

（学校と家庭が協働した学力向上【再掲1-(2)】）
○ 児童生徒が自らの目標に向かって真面目に取り組む姿勢を、家庭と連携して、学校
全体でつくります。

（自らの将来に夢や目標を持ち、主体的に学習する児童生徒の育成）
○ 教員、保護者、児童生徒に対して、望ましい学力観、勤労観、職業観を育成し、学
習の必要性の共通理解と普及を図ります。

○ キャリア教育や様々な体験・探究活動を行うことにより、自らの将来に夢や目標を
抱かせる取組みを行います。

○ 家庭での学習習慣・基本的生活習慣の確立を図ります。【再掲1-(2)】
○ 体験活動・探究的な学習に取り組む学校の増加を図ります。

（基礎学力の確実な定着とさらなる伸長）
○ 基礎的・基本的な知識・技能を確実に習得させ、児童生徒の個に応じた学力の伸長
を図ります。

（教員の授業力向上）
○ 児童生徒が「できる楽しさ」や「分かる喜び」を実感し、学習意欲が高まる授業を
展開できるよう、教員の授業力を高めます。【再掲3-(3)】

○ 児童生徒の課題解決能力を高めるとともに、思考力を高め合う授業が展開できるよ
う、教員の授業力を高めます。【再掲3-(3)】

○ 授業に満足する生徒の増加を図ります。【再掲3-(3)】
○ 教科別研究会の開催回数を増加します。【再掲3-(3)】
○ 高校生の当該校へ入学したことへの満足度を向上します。

（カリキュラム改善）
○ 体験活動や探究的な学習をカリキュラムに取り入れ、児童生徒のチャレンジ精神、
創造力、コミュニケーション能力などを養成します。

○ 高等学校の学科、コース、カリキュラムを社会の要請に応え、新しい社会を創造で
きるものに改善します。

（児童生徒へ理科・科学やものづくりの楽しさや本質を伝える）
○ 児童生徒の科学・ものづくりに対する興味関心を高め、地域産業を担う人材育成に
つなげます。

○ 専門高校への進学希望率を向上します。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① 大学・短大等進学率 43.9％(H19) 50.0％(H30)
② 学校以外で平日60分以上学習（宿題や予習・復習）している児童生徒 小6:52.6％ 小6:60.0％
（小6,中3）の割合【再掲1-(2)】[全国学力・学習状況調査で評価] 中3:64.0％ 中3:70.0％

③ 学力の二極化傾向の解消 二極化の傾向 二極化の解消
[全国学力・学習状況調査及び高校入試結果で評価]

④ (小中)将来の夢や目標を持っている児童生徒の増加 小6:81.2％
(高校)進路希望の実現のため目標に向かって努力している生徒の増加 中3:69.5％ 対前年増
[全国学力・学習状況調査及び高校生ｱﾝｹｰﾄで評価] 高2:47.1％

小6:59.8％
⑤ 学ぶ意欲・態度に関する項目の肯定的な回答の増加 中3:51.5％ 対前年増
[全国学力・学習状況調査及び高校生ｱﾝｹｰﾄで評価] 高2:40.8％
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【 取組の方向 】

（児童生徒の目的意識の育成）
○ 地域や企業との協働により、鳥取県の経済や地域産業、その他社会の動向について
の体験活動や探究的な学習を深め、みんなが自らの問題として考える気運を醸成する
ことにより、児童生徒の望ましい進路意識や勤労観・職業観を育てます。

○ 先輩や企業経営者などによる「進路講演会」や「生きる意味を考える講演会」の開
催など、児童生徒に、自らの進路を考えさせる取組みを推進します。

○ 中学生の高校訪問、高校生の大学訪問や、高等学校教員の中学校での授業、大学教
員の高等学校での授業など、中学校・高等学校・大学が連携した取組みを充実するこ
とにより、生徒の上級学校への進学意欲を高めます。

○ 読書活動を通して、児童生徒が自らの将来に夢や目標を抱く取組みを推進します。
○ 児童生徒が科学やものづくりに触れ、そのすばらしさを体験し、科学的思考力など
を養う機会を増やします。

○ 頑張る大人の姿を見せることをとおして望ましい勤労観を身に付けさせるなど、児
童生徒の進路指導やキャリア教育の充実を図ります。

○ 一人ひとりの生徒に応じた、きめ細かな進路指導や科目選択指導を行います。
○ 就職に必要な資格取得を促進します。

（家庭における学びの習慣づくり【再掲1-(2)】）
○ 家庭での学習習慣や基本的生活習慣が、子どもの学力に大きな影響を及ぼしている
ことを周知し、学校と家庭が協力した学力向上や家庭における学びの習慣づくりに関
する施策を展開します。

○ 家庭学習記録ノートなどにより、家庭での自学自習の習慣化を促します。
○ 予習・復習を求める授業を展開します。

（基礎学力の確実な定着）
○ 長期休業日の弾力化や授業時間の弾力的な設定により、学習時間を確保します。
○ 児童生徒の理解や求めに応じて、各校における放課後学習・補充授業を推進します。
○ 学習課題やその達成状況に応じて、少人数指導による授業や※ティームティーチン
グなど一人ひとりを大切にしたきめ細かな指導を推進します。

○ 授業等に大学生ボランティアを活用する学校教育ボランティア制度を推進します。

（進路実現に向けて、一人ひとりの学力を伸ばす教育）
○ 自分の思いや意見を言葉で伝える能力を向上させるため、探求（探究）的な学習を
行った成果発表会や、小論文指導、各教科等における言語活動などを充実します。

○ 科学技術の発展に寄与するため、理数教育を重視します。
○ 国際化社会に対応した外国語教育を充実します。

（教員の授業力向上【再掲3-(3)】）
○ 学習時に望まれる子ども像、教師像及び授業像を具体的な姿として表した「鳥取県
スタンダード」やエキスパート教員等を活用し、教員の意識改革や授業改善をより一
層進めます。

○ 児童生徒が主体性を持って相互に学び合う「学びの集団づくり」を推進します。
○ 各学校の実態に応じた学力向上や授業改善の方策について、学校教育支援を行える
体制を構築します。

○ 小・中・高連携を推進し、学びの連続性を考慮し効果的な指導法を構築します。
○ モデル校を指定して、授業改善の方策について継続した学校支援を行い、その成果
を他校に還元します。

○ 全教科で学校図書館を活用する学習への取組みを推進します。

（カリキュラム改善）
○ 高等学校の学科・コースを社会のニーズに応じ、新しい社会を創造できるものへ改
編します。

○ 地域産業と連携した専門高校のカリキュラム改善を図ります。
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○ 体験活動や探究的な学習をカリキュラムに取り入れ、生徒のチャレンジ精神、創造
力、コミュニケーション能力などを養成します。

○ 職業人として必要となる資質や能力を自覚させるため、インターンシップを積極的
に展開するとともに、※デュアルシステムの導入を検討します。

○ 優れた芸術に触れる機会をカリキュラムの中に取り入れることを検討します。

（少人数学級の継続【再掲3-(2)】）
○ きめ細やかな指導による学力の定着と増加していく授業不成立や学校不適応等の問
題に対応していくために、少人数学級を継続します。

※高等学校に関するアンケート調査

…… 平成19年に高等学校２年生と中学校２年生の生徒及び保護者を対象として実施した「高等学校のあり

方に関する意識調査」のことをいい、今後、隔年で実施する予定です。

※ティームティーチング

…… ２人以上の教師がティームを組み、共通の目的を持って１つのクラスの１つの科目の指導に携わるこ

とをいいます。

※デュアルシステム

…… 「働きながら学ぶ、学びながら働く」ことにより若者を職業人に育てる新しい職業訓練システムです。

小学校１、２年生における少人数学級

0

10

20

30

40

50

60

70

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 （年度）

実
施
校
数

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

教
員
数

実施校数 教員数（校） （人）

中 学 校 １年 生 に お け る 少 人 数 学 級

0

5

10

15

20

25

30

35

H 15 H 16 H 17 H 18 H 19 H 20

(年 度 ）

実
施
校
数

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

教
員
数

実 施 校 数 教 員 数（校 ） （人 ）

注 ： 平 成 １ ５ 年 度 は 、３ １ 人 以 上 の 学 級 が 実 施 対 象 、３ ０ 人 学 級 編 制 （ モ デ ル 実 施 )

　　 平 成 １ ６ 年 度 は 、３ ６ 人 以 上 の 学 級 が 実 施 対 象 、３ ０ 人 学 級 編 制

　　 平 成 １ ７ 年 度 ～ ２ ０ 年 度 は 、３ ４ 人 以 上 の 学 級 が 実 施 対 象 、３ ３ 人 学 級 編 制
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(２)豊かな人間性、社会性の育成

【 現状・課題 】

（児童生徒の人権感覚）
○ 人権を大切にされている状況をよいことと感じ、反対に侵害されている状況を許せ
ないとする「人権感覚」を高める必要があります。

（体験活動の不足）
○ 家庭での手伝いなどの日常的な生活体験や、人との関わり、自然体験、地域での社
会的な体験が減少しています。また、心に深く印象を与える活動や本物に出会う感動
体験が不足しています。

○ 児童生徒の心に深く印象を与える活動や本物に触れ合う機会が学校によってバラつ
きがあります。

（郷土を愛する姿勢の育成）
○ 自然、人、文化をとおして、地域のよさ、鳥取県のよさを学び、鳥取県を愛する姿
勢を育てる必要性が高まっています。

（優れた文化・芸術に触れる機会等【再掲4-(1)】）
○ 誰もが優れた文化・芸術にふれたり、文化・芸術活動に参加する機会が、必ずしも
十分ではありません。特に子どもたちが感性を磨く機会が少ない状況にあります。

（文化財に接して楽しめる環境づくり【再掲4-(2)】）
○ 文化財に気軽に接し、楽しめる環境づくりへの取り組みが必要です。

（不登校・いじめ問題等の現状）
○ 不登校児童生徒の出現率は、小学校では全国平均よりやや高く、中学校では全国平
均を下回るもののほぼ横ばいの状況です。小・中学校の接続期の不登校の増加が懸念
されています。公立高校の中途退学者はやや下降傾向です。いじめの認知件数の率は、
全国平均より下回るものの依然として深刻な事例が見受けられます。その他にも、中
途退学、暴力行為等の問題があります。

○ 不登校・いじめ問題の背景の一つとして児童生徒の規範意識や責任感、思いやりの
気持ちが低下するとともに、コミュニケーションが苦手なために、児童生徒同士でト
ラブルになりやすいという状況があります。

【 目指すところ 】

（道徳教育や人権教育の充実）
○ 道徳教育の充実を図り、思いやりや命を大切にする心など豊かな心を育成するとと
もに、責任や社会のルールを守るなどの規範意識を形成します。

○ 小・中学校では、学校・家庭・地域社会とが共通理解を深め、相互の連携を生かし
た一体的な道徳教育を目指します。

○ 自分の大切さとともに、他の人の大切さを認めようとする態度を育てます。

（読書活動の推進）
○ 学校や家庭での読書活動の習慣化を目指します。

（体験活動・文化芸術活動の充実）
○ 豊かな人間性を育むため、体験活動の充実を図ります
○ 全ての生徒が優れた文化芸術への鑑賞・体験の機会を得て、豊かな人間性を育みます。
○ 各学年で計画的な体験活動を推進します。

（郷土を愛する姿勢の育成）
○ 子どもたちが鳥取県の歴史や文化を誇りに思い、史跡、まちなみ、郷土芸能、建築
物、伝統芸能、民工芸等の鳥取県の様々な貴重な財産を大切にし、「郷土とっとり」
に誇りを感じる気運・意識の醸成を目指します。

（不登校・いじめ問題等への取組み）
○ 教育相談活動・教職員の専門性の向上による、いじめ、不登校、中途退学などの生
徒指導上の諸問題の未然防止・早期対応に向けた取組みを強化します。
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【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① 小中学校で「道徳の時間」の授業の公開状況 小 :99.3％ 100％に
（全て又は一部の学級で実施） 中 : 100％ 近づける

② 朝の一斉読書（朝読）の実施率 小:97(100)％ 小: 100％
※朝の一斉読書…読書活動による様々な効果を期待し、全校で一斉に読書を行 中:94(96.7)％ 中: 100％
う時間帯を設定する「全校一斉読書[実施率は（ ）]」の代表的なもの 高:41.7(45.8)％ 高: 60％

③ １日に全く読書をしない児童生徒 小6:30.8％ 限りなく０に
[全国学力・学習状況調査で評価] 中3:16.7％ 近づける

④ ２年に１回は児童生徒が文化芸術に触れる機会を持つように努める。 71.8％ 100％
（学校における鑑賞教室等に関する実態調査より）

H19)小 :0.43％ 全国平均を下回る

⑤ 小・中学校とも不登校の出現率の減 中 :2.53％ とともに、限りな

高 :1.52％ く０に近づける。

【 取組の方向 】

（道徳教育や人権教育の推進）
○ 子どもに責任を果たすことの大切さに気づかせたり、社会のルールを学ばせたりす
るなど幼・小・中・高・特別支援学校での道徳教育の一層の推進を図ります。

○ 学級及び学校生活上の人権に係る諸問題の解決に向けた学習とともに、児童生徒自
らが人権を身近に捉えられるよう、人権の概念や生命の尊重、学級のルール作り等の
学習を推進します。

（読書活動の推進）
○ 豊かな感性や情緒をはぐくむとともに、豊かな言語力を育成する観点から朝読書を
はじめとする読書活動を推進します。

（体験活動・文化芸術活動の充実）
○ 日常的な生活体験を重視するとともに、豊かな心の育成に向けて自然体験、社会体
験、宿泊体験等の体験活動を推進し、命や自然を大切にする心、人を思いやるやさし
さ、社会性、規範意識などを育成します。
○ 文化・芸術活動の実践者と学校等との連携により、教育現場に児童生徒が文化・芸
術に触れ、感性を磨き、創造力、コミュニケーション能力を高める機会を確保します。

○ 文化部活動が充実した活動となるように支援します。
○ 学校等との連携により、教育現場や地域で、子どもたちや若者が文化・芸術に触れ、
感性を磨く機会を確保し、文化・芸術活動を活性化します。【再掲4-(1)】

（郷土を愛する姿勢の育成）
○ ふるさと鳥取のよさを児童生徒に伝えるために、地域の特色を生かし、人材や文化財、
歴史、自然等の地域や県にある財産を子どもたちが共有できる取組みを推進します。

（文化財を大切にする機運の醸成）【再掲4-(2)】
○ 県民が歴史や文化を誇りに思い、文化財を大切にする機運を醸成します。
○ 文化財主事による学校等への出前講座の開催や弥生講座の充実を図ります。

（相談体制の充実、関係機関との連携強化）
○ いじめ、不登校や中途退学などの生徒指導上の課題に対応するため、「スクールカウ
ンセラー」、「※子どもと親の相談員」等の配置などにより学校における相談体制を充
実するとともに、関係機関と連携した取組みを強化します。

（いじめ問題の未然防止に向けた取組みの推進）
○ いじめの問題へ教職員の認識を高め、問題に適切かつ効果的に対応できる体制を整
え、未然防止に向けた子どもの社会性の育成、主体的な組織作りや教育活動を支援す
る取組みを推進します。

※子どもと親の相談員
…… 小学校の教育相談体制の充実のため、児童が悩みや不安を気軽に相談できる話し相手として、また、
学校と保護者・地域とのパイプ役として、さらには、保護者の相談相手として小学校に配置されている
相談員のことをいいます。平成20年度現在、県内には13の小学校に配置されています。
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(３)健やかな心身の育成

【 現状・課題 】

（体力・運動能力の低下）
○ 新体力テストの各項目において全国値より優れているものは44.8％、全国水準にあ
るものは47.4%、劣っているものは7.8%です。

○ 屋外での運動や遊びなど体を動かす機会が減少し、子どもの体力・運動能力の低下
傾向が続いており、深刻な問題となっています。【再掲5-(1)】

○ 運動部活動等で活発に活動する児童生徒と、ほとんど運動しない児童生徒との二極
化の傾向が見られます。【再掲5-(1)】

（少年期のスポーツ活動【再掲5-(1)】）
○ 一部の少年スポーツクラブにおいては、大会での勝利を追及するあまり、過度な練
習や勝敗にこだわった大会参加が見られます。

（生活習慣の乱れ、心身の健康問題の深刻化）
○ 長時間のテレビ視聴や携帯電話、ゲームに時間を費やし、慢性的な睡眠不足などの
生活習慣の乱れを招いたり、生活習慣病の低年齢化、ストレスに起因した心身の健康
問題が深刻化しています。

○ 新型インフルエンザ対策の整備が必要です。

（性に関する状況）
○ 児童生徒の性に関する意識の多様化（規範意識の低下）、性情報の氾濫等により、性
に関する悩みや不安を抱える児童生徒が増加傾向にあります。10代の人工妊娠中絶率
については低下傾向ですが、まだまだ憂慮すべき状況にあります。

（薬物乱用の状況）
○ 我が国において大麻や※ＭＤＭＡ等合成麻薬の検挙者の６割から７割は未成年及び
20歳代の若者であり、本県においても毎年１名程度の未成年者が薬物事犯で検挙され
ている状況にあります。
（薬物事犯の少年被疑者数 H18:１名、H19:０名、H20:１名、 県警本部より）

（食生活の状況）
○ 朝食欠食や偏食、不規則な食事などの食生活の乱れが問題です。
○ 朝食喫食率(平成19年度新体力テスト結果より)

（小学校５年生：89.6％、中学校２年生：87.9％、高等学校２年生：80.3％）

※ＭＤＭＡ

…… 興奮作用と幻覚作用を併せ持つ錠剤型の合成麻薬で、エクスタシーなどとも俗称されている。

朝食喫食率（平成２０年度新体力調査結果より）

朝食の有無

0% 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

高 ２

中 ２

小 ５ 毎日食べる

時々欠かす

食べない
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「全国平均より優れている」或いは「全国平均より劣っている」学年の数の割合
（平成２０年度新体力調査結果より）

◇「今後の運動部活動（小学生のｽﾎﾟｰﾂ活動を含む）の在り方について）」◇

下記の提言を参考にしながらも、児童生徒の発達段階等に配慮したきめ細やかな指導が必要です。

そのためには、指導者を育成するとともに、学校や保護者・地域等と十分に連携した活動が望まれます。

鳥取県スポーツ振興審議会提言(H12.3.23)より抜粋

○小学生スポーツの活動内容について

（１）活動日数・活動内容等

（指針） 活動日数 多くても週３～４日程度

活動時間 平 日：２時間を超えない程度

休業日：３時間を超えない程度

※ 青少年育成の理念（仲間との交流、奉仕作業等）に基づいた活動の充実が望まれる。

（２）スポーツ大会の参加

・体力的に無理のないよう配慮し、大会参加や練習試合等を計画的に行うことが必要である。

・勝ち負けだけでなく、友達との交流など、小学生にとって意義のある大会となるよう、関係者

が意識を持って行動することが大切である。

全国値より優れている学年の数の割合

（H２０年度新体力テスト）
0 20 40 60 80 100

握力

上体起こし

長座体前屈

反復横跳

ｼｬﾄﾙﾗﾝ

50m走

立ち幅とび

ﾎﾞｰﾙ投げ

男子 女子

※全国値(H１９年度）と比較して、各種目ごとの有意差が

　　認められた学年の数　　（小１～高３・全１２）の割合

（％）

全国値より劣っている学年の数の割合

（H２０年度新体力テスト）
0 20 40 60 80 100

握力

上体起こし

長座体前屈

反復横跳

ｼｬﾄﾙﾗﾝ

50m走

立ち幅とび

ﾎﾞｰﾙ投げ

男子 女子

※全国値（Ｈ１９年度）と比較して、各種目ごとの有意差が

　　認められた学年の数　　（小１～高３・全１２）の割合

（％）
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【 目指すところ 】

（学校体育の充実【再掲5-(1)】）
○ 学校体育の充実を図り、体力テストの結果を上昇傾向にするとともに、親世代の平
均値に近づくよう改善します。

○ 運動部活動の充実を図るとともに、運動の重要性についての理解を高め、運動を実
施する生徒の割合を高めます。

（健康教育の充実）
○ 学校・家庭・地域が連携した健康教育の充実を図ります。
○ 基本的な生活習慣が定着した児童生徒の増加を目指します。
○ 心身の健康のバランスのとれた児童生徒の増加を目指します。
○ 新型インフルエンザ対策に努めます。

（性教育の充実）
○ 学校が家庭や地域と連携して、人間としてのあり方・生き方について考える性教育
を充実させることにより、命を大切にする意識を持つ生徒の増加を目指します。

（薬物乱用防止教育の充実）
○ 児童生徒が薬物乱用と健康との関わりについて認識し、薬物乱用に関する誤った情
報等に惑わされることなく、自らの判断で自分の健康を適切に管理できるよう指導の
充実に努めます。また、薬物に関する専門家と連携しながら、薬物乱用防止教室の開
催率の向上を図ります。

（食育の推進）
○ 学校全体で組織的・体系的に食に関する指導を充実させるとともに地産地消を進め、
食育を推進します。

○ 学校と家庭が連携した食育を推進します。

【 数値目標 】

指 標 現況値 目標値

① 体力調査結果を親世代（s53～57） 親世代の平均 現 在

の平均値に近づける 50m走 (s53～57） （H20）
小5男 9.05秒(100％) 9.28秒(97.5％) 9.23秒( 98％)

小5女 9.26秒(100％) 9.59秒(96.6％) 9.45秒( 98％)

中2男 7.86秒(100％) 8.01秒(98.1％) 7.86秒(100％)

中2女 8.65秒(100％) 8.80秒(98.3％) 8.65秒(100％)

ボール投げ

小5男 31.0ｍ(100％) 27.4ｍ(88.4％) 27.9ｍ( 90％)

小5女 17.6ｍ(100％) 15.3ｍ(86.9％) 15.8ｍ( 90％)

中2男 22.3ｍ(100％) 21.7ｍ(97.3％) 22.3ｍ(100％)

中2女 14.5ｍ(100％) 13.4ｍ(92.4％) 14.5ｍ(100％)

② 「校内性教育推進委員会」設置率（県立学校設置率：100％） 小:40％ (H19) 100％

中:71％
③ 中学、高校において薬物乱用防止教室の開催率 中:65.0％(H19) 100％

高:79.2％
④ 食に関する指導年間計画の作成率 小:69％ (H19)

中:55％ 100％

高:22％
⑤ 朝食喫食率 小5:89.6％
【再掲1-(2)】 中2:87.9％ 100％

高2:80.3％
⑥ 学校給食用食材の県内産使用率 54％ 60％

⑦ 栄養教諭の全市町村への配置 3町 全市町村
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【 取組の方向 】

（学校体育の充実）
○ 体育・保健体育学習の充実を図り、運動することの喜びや楽しさを味あわせるとと
もに、運動の必要性について理解を深め、運動の日常化を推進します。

○ 生涯にわたりスポーツに親しむ資質や能力の基礎を育てるとともに、体力・運動能
力の向上と健康の保持増進を図ります。【再掲5-(1)】

○ 今後の運動部活動のあり方について、平成12年3月に鳥取県スポーツ振興審議会から
出された提言の趣旨に則った運動部活動の推進をします。【再掲5-(1)】

○ 運動部活動指導者の指導力の向上を図るとともに、外部指導者の効果的な活用を推
進します。【再掲5-(1)】

（健康教育の充実）
○ 心身の健康に関する学習の充実と生活習慣について考える機会を増やします。
○ 各学校における新型インフルエンザ対応マニュアルの作成と活用を推進します。

（性教育の充実）
○ 県内における児童生徒の性に関する健康課題の解決に向け、学校における性教育を
推進していくために、専門的な研修を実施し、学校の組織的かつ体系的な指導体制の
充実や教員の指導力の向上を図ります。

（薬物乱用防止教育の充実）
○ 児童生徒の発育発達段階に応じた効果的な指導を行うために、専門的な研修を実施
するとともに、薬物に関する専門機関と連携し、学校における指導体制の充実を支援
します。

（食育の推進【再掲3-(4)】）
○ 児童生徒の食生活の乱れ（朝食欠食、栄養バランスの偏った食事、不規則な食事の
増加）の改善を図る指導を充実させ、学校を中心として家庭と連携した食育を推進し
ます。

○ 学校給食における地産地消を充実させ、子どもたちに安全・安心な食材の提供をと
おして地域の食文化を伝え、生産者とのつながりを深めます。

○ 栄養教諭の配置促進など、学校における食育の推進体制の充実を図ります。

学校給食用食材の生産地別使用率の推移

41

47

49

50

53

54
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県内産

国内産

外国産

※米、麦、牛乳を除く主な使用食材４４品目の使用実態を使用重量の割合で表したもの
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(４)社会の進展に対応できる教育の推進

【 現状・課題 】

（情報社会の課題）
○ インターネットや携帯電話をはじめとする情報通信ネットワークの急速な普及の一
方で、有害情報や犯罪を誘発するサイトへのアクセス等が容易になり、児童生徒をま
き込んだ事件・事故が多発しています。さらに、誹謗中傷や個人情報の無断掲載など、
ネット上での「いじめ」が喫緊の課題です。

（環境教育の必要性）
○ 地球温暖化等の環境問題が深刻化している状況の中、児童生徒の環境についての理
解を深め、実践する環境教育の推進が期待されています。

（鳥取県に愛着を持った人材の育成）
○ 県内求人が少ない現実はあるものの、大学進学者の県外流出は、本県人口減少の一
因となっています。鳥取県の活性化に向けて、県外流出した人材との連携をいかに図
っていくかも課題であり、鳥取県に愛着を持った人材の育成が必要になっています。

（社会と学校の現状）
○ 社会の進展に伴い、次々と発生し、また、これからも発生し続けるであろう社会問
題への対応については、家庭科や社会科などで取り扱っていますが、個々個別に学習
を深めていくことは、授業時間から考えても不可能な現実があります。

【 目指すところ 】

（情報社会を主体的に生きる人材の育成）
○ あふれる情報の中で、適切な情報を選択し活用する能力（情報リテラシー）が求め
られます。特に「人と人との間のコミュニケーション」であることを常に意識し、情
報モラルの育成による新しいルールやマナーを身に付けた児童生徒の育成を図ります。

○ パソコン・携帯電話を用いたいじめや犯罪等の減少を目指します。【再掲4-(4)】

（環境教育の推進）
○ 環境教育を推進し、環境保全やよりよい環境の創造のために主体的に行動する実践
的な態度や資質、能力を身に付けた児童生徒を育成します。

（鳥取県に愛着を持った人材の育成）
○ 県内にあっても、県外にあっても、鳥取県に愛着を持った人材を育成します。

（主体的に行動する人材の育成）
○ 地域を維持し、より良いものにしていく責任は自分たち一人ひとりにあるという公共
の精神を自覚し、今後の社会の在り方について考え主体的に行動する心を育成します。

○ 子どもたちがこれから歩む長い人生において、これからも発生し続けるであろう様
々な社会問題を、生涯にわたって、自ら発見し、自ら学び、他者と協働して課題解決
を図れる力を育成します。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① 情報モラル教育の実施（高校での実施率：100％） 小:61.5％ 100％
中:80.0％

② 環境教育全体計画の作成及び改善 小:72/148 校 100％
中:21/ 60 校
小: 18/148 校 小: 25％

③ 学校におけるＴＥＡＳⅡ・Ⅲ種(鳥取県版環境管理システム)取得の促進 中: 9/60 校 中: 30％
※小・中学校＝Ⅲ種、高・特＝Ⅱ種 高: 10/24 校 高: 100％

特: 2/7 校 特: 100％
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④ ∇ 新聞やテレビのニュースなどに関心を持つ生徒の増加 小:61.0(66.1)％
全 国 [（ ）は全国平均] 中:63.1(64.1)％
学 力 ∇ 今住んでいる地域の歴史や自然について関心がある生徒の増加 小:43.4(48.2)％ 肯定的な回答

・ 学 [（ ）は全国平均] 中:20.6(23.5)％ 率の増加

習 状 ∇ 人の役に立つ人間になりたいと思う生徒の増加 小:93.0(92.4)％
況 調 [（ ）は全国平均] 中:90.5(90.5)％
査 質 ∇ 人が困っているとき、進んで助ける生徒の増加 小:77.5(77.7)％
問 紙 [（ ）は全国平均] 中:71.7(72.7)％
調 査 ∇今住んでいる地域の行事に参加する生徒の増加 小:74.8(59.9)％
より [（ ）は全国平均] 中:43.5(37.0)％

【 取組の方向 】

（※情報教育の推進）
○ 携帯電話やインターネット等の情報メディアを活用することのできる基礎的な能力
や情報社会の性質等についての正しい知識を身に付けさせ、情報社会に主体的に参画
する態度を育成します。

○ 情報モラル教育については、安全に生活するための危険回避（情報安全教育）と正
しい判断や望ましい態度を育てるという両面を体系的に推進します。【再掲3-(4)】

（環境教育の推進）
○ 学校の TEAS（鳥取県版環境管理システム）取得を促進すること等により、一人ひ
とりが身近なところから環境保全に関する具体的な行動を起こす気運を醸成します。

（鳥取県に愛着を持った人材の育成）
○ 児童生徒の興味関心に基づき、鳥取県の様々な分野に関する調査研究に取り組ませ、
その研究成果を、広く県民に公開された場で発表することにより、鳥取県への愛着を
深めさせるほか、発想力、論理力、表現力、批判的思考力、コミュニケーション能力
などを養います。

（主体的に行動する人材の育成）
○ ボランティア活動をはじめ、地域を学ぶ体験・探求的な学習に、学校や地域が連携
して取り組むことにより、社会的な問題に対して興味・関心を持ち、自らの課題とし
て主体的に解決する力を育成します。

※情報教育

…… 「情報活用能力＝情報社会の(生きる力)」を育てる教育であり、情報ﾘﾃﾗｼｰ教育を含む広い意味です。

携 帯 電 話 の 所 有 率 （ 鳥 取 県 ・ 平 成 １ ８ 年 度 ）
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(５)幼児教育の充実

【 現状及び課題 】

（幼児教育の充実）
○ 近年、子どもの育ちの変化が指摘されています。

・基本的生活習慣の定着が不十分 ・直接体験の不足
・コミュニケーション能力の不足 ・運動能力の低下
・食生活の乱れ ・自制心や規範意識が育っていない
・小学校生活にうまく適応できない

○ 多様化する社会環境の中で育つ子どもたちへの幼児教育の課題に対応するため、幼
稚園・保育所での教育の質の向上及び幼稚園・保育所での育ちを小学校へ引き継ぐこ
とが必要とされています。

（子育て支援の充実）
○ 保護者の価値感の多様化、子育てに不安や悩みを持つ保護者及び特別な支援が必要
な子どもや保護者の増加など家庭の教育力が低下しているため、幼稚園・保育所の機
能を活用した子どものよりよい育ちを保障する子育ての支援が必要となっています。

【 目指すところ 】

（幼児教育の充実）
○ 生涯にわたる人間形成と教育の基礎を培うため、発達や学びの連続性を踏まえた幼
児教育を充実・発展させます。
・子どもや社会の変化に対応するため、子どもの情緒の安定と主体的な活動を促す
幼児教育の環境をつくります。
・小学校へ幼稚園・保育所での生活の状況を具体的に伝えるとともに、それぞれの
子どもの発達の特性に応じた教育課題を共有する体制を整えます。

（子育て支援の充実）
○ 子どもを主体とした幼稚園・保育所における子育て支援を充実させます。

・家庭における教育の重要性を保護者に十分理解してもらい、子育てに関する保護
者の意識を高めるとともに、幼児期の教育についての関心が深まるようにします。
・子育てに関し、特に支援が必要な家庭へ対応する力を強化します。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① 小学校教員による保育所・幼稚園での保育体験研修の実施 4町村 全ての市町村
② 幼稚園、保育所及び小学校の連絡協議会の設置や、教職員の交流の機 全ての小学校
会の設定 未調査 区で実施

③ 「※子どもの育ちを支えるための資料（保育所児童保育要録）」の作 H22から施行 全ての保育所
成と小学校への送付（平成22年度以降に就学する児童から対象） で実施

④ 幼稚園の自己評価及び結果公表（平成20年度～）【再掲3-(2)】 評価 75％(H18) 100％

⑤ 「認定こども園」の設置 0施設 10施設(H30)

※子どもの育ちを支えるための資料（保育所児童保育要録等）

…… 保育所生活での子どもの育ち、養護や教育に関わる事項を記録し、保育実践を振り返ることで、保育

士等の自らの専門性の向上及び保育の質の向上を図るもので、保育所（園）と小学校の連携を図るため

の一つの方法として、保育所（園）から就学先の小学校に送付する資料のことをいいます。
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【 取組の方向 】

（幼児教育の充実）
○ 多様化する保育や幼児教育のニーズや課題に合わせた研修を行い、職員の資質向上
を図ります。

○ 各市町村における幼児教育の振興を図るため、職員等に対して※幼稚園教育要領や
※保育所保育指針の趣旨・内容の啓発・普及に努めます。

○ 幼稚園・保育所の職員が、小学校低学年の学習内容についての理解に努めるととも
に、基本的生活習慣の定着、規範意識の育成及び他者との関わり等を中心とした小学
校入学前後の相互の指導の在り方等について、小学校教職員と意見交換し、理解を深
める機会を推進します。

○ 幼児教育専任指導主事及び保育指導員による幼児教育の充実、職員の専門性の向上
及び施設の組織体制の強化を図ります。

○ 就学前の教育・保育を一体的に行うとともに、地域における全ての子育て家庭を対
象とする子育て支援機能を備えた「※認定こども園」の普及啓発を図ります。

（子育て支援の充実）
○ 幼稚園・保育所において家庭との情報交換の機会を設け、綿密な連携を図るととも
に、保護者と職員または保護者同士による子どもの望ましい発達について語り合う場
の設定等を推進します。

※幼稚園教育要領

…… 文部科学省が告示する幼稚園における教育課程の基準のことです。

※保育所保育指針

…… 厚生労働省が告示する児童福祉法最低基準の規定に基づき、保育所における保育の内容に関する事項

等を定めたものです。

※認定こども園

…… 認定こども園制度は、近年の急速な少子化の進行や家庭・地域を取り巻く環境の変化に伴い、保護者や

地域の多様化するニーズに応えるために、平成18年10月より開始された制度で、幼稚園、保育所等のうち、

(1)就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能（保護者が働いている、いないにかかわらず受

け入れて、教育・保育を一体的に行う機能）

(2) 地域における子育て支援を行う機能(すべての子育て家庭を対象に、子育て不安に対応した相談

活動や、親子の集いの場の提供などを行う機能)を備える施設で、都道府県知事が「認定こども園」

として認定した施設をいいます。

認定こども園制度の推進により、次のような効果が期待されています。

・保護者の就労の有無にかかわらず施設の利用が可能に

・適切な規模の子どもの集団を保ち、子どもの育ちの場を確保

・既存の幼稚園の活用により待機児童が解消

・育児不安の大きい専業主婦家庭への支援を含む地域子育て支援が充実
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(６)特別支援教育の充実
（「鳥取県における今後の特別支援教育の在り方について（H20.11.14 答申）」参照）

【 現状・課題 】

（各生活圏域（東部・中部・西部）における教育の充実）
○ できる限り身近な地域において、一人ひとりのニーズに応じた適切な指導及び必要
な支援を受けることができるようさらに教育環境を整備する必要があります。

（特別支援学校におけるセンター的機能の推進）
○ 特別支援学校におけるセンター的機能の推進体制の充実が必要です。

（移行期の支援の必要性）
○ 就学前後や学校間の移行の時期に特別な支援を必要とする幼児児童生徒について、
学校生活にスムーズに適応できるための対応が必要です。

（進路の保障）
○ 本県においては、地域経済の低迷、脆弱な産業基盤等により、有効求人倍率が全国
平均よりも大幅に低下しており、特別支援学校卒業生の就職先の確保、また、発達障
害のある中学校卒業生の進路の保障が課題です。

（専門性のある教員の確保）
○ 免許保有率の低い領域の単位取得機会の確保及び免許法認定講習の継続実施などに
より、特別支援教育を担当する専門性のある教員の確保を図る必要があります。

（保護者の支援）
○ 各期の保護者の不安や障害があることを受け入れるための支援が必要です。

【目指すところ】

（自立と社会参加の促進を目指した教育環境の整備）
○ 障害のある幼児児童生徒の自立と社会参加の促進を目指し、その障害の種類や程度
に応じた教育を受けることができるよう、各生活圏域（東部・中部・西部）の教育環
境を整備します。

（特別支援学校のセンター的機能の推進）
○ 特別支援学校は、学校相互・関係機関等と連携を図りながら、各学校の専門性を基
盤として、センター的機能の充実に向けた校内の体制化や適切な人材配置、学校間の
連携体制等の条件整備に努めます。

（幼稚園・保育園、小学校、中学校、高等学校での指導・支援の推進）
○ 幼稚園・保育所、小学校、中学校、高等学校においては、発達障害を含めた障害の
ある幼児児童生徒への指導や支援の推進に努めます。

（「※個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」を活用した指導の改善）
○ 適切な指導を一層推進するために、「個別の教育支援計画」にもとづき、各教科等に
おける配慮事項等を明確にした「個別の指導計画」の作成と活用を行い、指導の改善
に生かすよう努めます。

（一貫した指導体制の確立と関係機関との連携の充実）
○ 特別支援学校における小学部から高等部まで一貫した指導の体制を確立するととも
に、学校と労働・福祉等の関係機関との連携を深める取組みの充実を図ります。

（移行支援の充実）
○ 卒業後の生活をより豊かにするために、労働や福祉等関係機関と学校と連携しなが
ら移行支援の一層の充実を図っていくよう努めます。

（教員の専門性の向上）
○ 障害のある幼児児童生徒の一人ひとりのニーズに応じた適切な指導及び必要な支援
を図ることができるように、教員の専門性の向上のための取組みを行います。
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（保護者支援の充実）
○ 学校（園）の教育（保育）と家庭生活の役割を明確にし、保護者の参画による支援
の充実に努めます。

（特別支援教育の普及啓発）
○ 教職員をはじめ、保護者、地域の方、広く県民に対して研修や広報活動等を通じた
特別支援教育の普及啓発の推進に努めます。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① 個別の教育支援計画の策定(H20公立幼小中高) 27.3％ 80％

② 個別の指導計画の作成(H20公立幼小中高) 84.9％ 100％

③ 特別支援学校高等部卒業生の就職希望者の就職率の向上 50.0％(H19) 75％以上

④ 該当障害種に関する 特別支援学校教職員 79.0％ 90％以上

特別支援学校免許状保有率の向上 特別支援学級教員 38.0％ 40％以上

※個別の教育支援計画
…… 障害のある児童生徒等一人ひとりのニーズを正確に把握し、教育の視点から適切に対応していくとい
う考え方の下に、福祉、医療、労働等の関係機関との連携を図りつつ、乳幼児期から学校卒業までの長
期的な視点に立って、一貫して的確な教育的支援を行うために策定した支援計画

【 取組の方向 】

（県立高等特別支援学校または県立学校内に分校、分教室等の設置を検討）
○ 軽度知的障害者に対応するために、県立学校の空き校舎や教室を有効に活用して、
県立高等特別支援学校の設置や県立学校内に分校や分教室の設置等を検討します。

（特別支援学校のセンター的機能の充実）
○ 各県立特別支援学校において、教育相談や研修など、地域の特別支援教育の拠点と
しての機能の充実を図ります。

（開かれた学校づくりの推進）
○ 学校公開日（週間）の設定を促進するなど開かれた学校づくりを推進します。

（発達障害教育拠点設置の検討）
○ 中部圏域における自閉症者への指導の効果を検証するとともに、東部圏域並びに西
部圏域における発達障害教育拠点の設置を検討します。

（「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」を活用した指導の改善と関係機関との連携推進)
○ 発達障害を含む障害のある一人ひとりの幼児児童生徒の教育的ニーズを把握し、「個
別の教育支援計画」「個別の指導計画」の活用を進め、適切な指導及び必要な支援を行
うとともに、関係機関との連携を図ります。

（自立と社会参加に向けた取組支援）
○ 職業教育の充実や卒業生の就労促進などを図りながら、幼児児童生徒の自立や社会
参加に向けた取組みを支援します。

（教員の資質向上）
○ 教員研修等により教員の資質向上を図るとともに、免許法認定講習等で、総合的な
専門性を担保する「特別支援学校教諭免許状」の取得率の向上を図ります。

○ 外部専門家等の導入や、専門研修派遣により教員の専門性の向上を引き続き行うよ
う努めます。

（保護者等への支援）
○ 保護者等の負担を軽減するため、特別支援学校の通学支援や福祉との連携による保
護者の相談体制の整備を図ります。

（交流及び共同学習の推進）
○ 交流及び共同学習の機会を適切に設け、障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児
児童生徒との相互理解を深める取組みの充実を図ります。
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施策の方向性 ３

学校教育を支える教育環境の充実

子どもたちが、安全で質の高い空間で学び、様々な体験をし、生活できるようにするこ
とが、教育に不可欠な前提条件であるなか、近年、少子高齢化の進行や国際化・情報化の
進展、産業・就業構造の変容など、急速な社会の変化に伴い、子どもたちを取り巻く環境
だけではなく、学校や家庭、地域の在り方やその機能、学校や教職員に対する期待やニー
ズも年々増加・多様化してきており、様々なものが学校や教職員に求められています。
さらに、近年、学校内や登下校時等において子どもたちが被害に遭う犯罪が多発したこ

とや、食の安全問題、学校施設の耐震化対策の必要性などから、学校内外における子ども
たちの安全や安心に対する取組みの関心度が高まっています。

こうしたことから、保護者をはじめとする県民からは、安全・安心な学校づくりや地域
から信頼される開かれた学校づくり、教職員の資質向上、充実した教育環境の整備などに
対して、強い関心や要望があります。
さらに、今後も進むと思われる少子化に伴い、小・中学校の在り方、高等学校の在り方

など県民に多様で良質な教育を提供するための方策についても検討が必要となってきてい
ます。
一方、学校現場が多忙化する中で教職員の精神性疾患による休職者数が増加している状

況がみられます。

こうした現状に基づく課題解決のために以下のような目標の実現を目指します。

◇ 生徒減少期であっても、活力に満ち、特色ある教育活動を展開したり、社会
の変化、生徒や保護者、地域のニーズに対応できる学校づくりを目指します。

◇ 保護者や地域住民をはじめとする県民の期待やニーズに迅速かつ適切に応え、
県民に信頼される学校づくりと教職員を育成します。

◇ 学校と地域住民、関係機関等との連携強化や耐震化の促進など学校内外での
子どもたちの安全を確保します。

◇ 県民に多様で良質な教育の選択肢を提供するため、私立学校の振興を図りま
す。

施策目標

(１)児童・生徒減少期における学校の在り方

(２)教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校運営の推進

(３)使命感と実践力を備えた教職員の養成・確保・配置

(４)安全・安心な教育環境の整備

(５)私立学校への支援の充実
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(１)児童・生徒減少期における学校の在り方

【 現状・課題 】

（公立小・中学校の在り方）
○ 今後も少子化が進行するなか、児童生徒の学習環境を維持・向上させ、学校の活力
を高めていくことができる学校の在り方についての検討も必要です。

（高等学校の在り方）
○ 今後も中学校卒業者の減少が続く見込みであり、現在のままでは高等学校の一層の
小規模化は避けられず、特に専門学科においては、一部学科の存続も危惧されるなど、
生徒の学習ニーズへの対応はもとより、地域産業への影響も懸念されます。

【 目指すところ 】

（公立小・中学校の在り方）
○ 子どもたちに対して、義務教育の水準が維持され、児童生徒の学習環境を維持・向
上させ、学校の活力を高めていくことができる活力ある学校環境を目指します。

（今後の高等学校の在り方）
○ 「次の時代を担う生徒を育成するための今後の活力ある鳥取県高等学校教育の在り
方について」第二次答申（平成21年２月13日）を踏まえて、生徒減少期であっても、
活力に満ち、特色ある教育活動等を展開したり、社会の変化、生徒や保護者及び地域
のニーズに対応した学校づくりを目指します。

○ 「本県における中高一貫教育の在り方について」（「次の時代を担う生徒を育成する
ための今後の活力ある本県高等学校教育の在り方について」）第一次答申（平成20年６
月16日）を踏まえて、具体的な計画を策定します。

【 取組の方向 】

（公立小・中学校の在り方）
○ 今後も小学校入学者の減少が見込まれるなか、教育的な観点から、公立小・中学校
の在り方についての検討が求められる市町村教育委員会に対しては、より一層の協力
・支援の強化を図ります。

（今後の高等学校の在り方）
○ 平成23年度までの高等学校の在り方については、「次代を担う生徒を育成するための
活力ある本県高等学校教育の在り方について（答申）」（平成15年10月20日）に基づき、
原則として大規模な再編成は実施せず、一連の教育改革の定着を図ります。

○ 平成24年度以降の高等学校の在り方については、本年（平成21年）２月の鳥取県教
育審議会第二次最終答申を踏まえ、具体的な計画を策定します。

○ 中高一貫教育については、平成20年６月の鳥取県教育審議会第一次答申をいただい
たが、鳥取大学で設置の動きがあることから、この動向を見ながら対応・検討します。
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(２)教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校運営の推進

【 現状・課題 】

（県民に信頼される学校づくり）
○ 生徒の状況に即応できる学校運営や県民に信頼される学校づくりが求められています。
○ 保護者や地域住民と協働したより良い学校づくりに向けた改善サイクルの定着のた
めに、学校の自己評価結果の公表や保護者など学校関係者による評価の実施とその結
果の公表・説明が求められています。

（学校組織運営体制の充実）
○ 学校が、様々な教育ニーズや課題に適切に対応し解決するため、学校の組織運営体
制の充実と、個々の教員の対応に加えて学校あげての組織的な対応が求められています。

（教職員の過重負担・多忙感）
○ 課題の複雑化・多様化による教職員の過重負担・多忙感の解消が必要です。

（教職員の精神性疾患）
○ 教職員の精神性疾患による休職者が増加の傾向にあります。(H10：13人→ H19：37人)

【 目指すところ 】

（県民に信頼される学校づくり）
○ 保護者、地域住民等から理解と参画を得て、学校、家庭、地域の連携協力による学
校づくりを目指します。
・学校教育の成果と課題、自己評価及び学校関係者による評価結果の公表やその結果
に基づき教員及び各教科の授業改善を始めとする学校運営の改善を図るなど、保護
者や地域住民をはじめとする県民への説明責任を適切に果たす取組を充実します。
・学校公開週間の実施などによる開かれた学校づくりの促進や保護者・地域運営によ
る学校サポート体制の強化を目指します。

（学校組織運営体制の充実）
○ 様々な教育ニーズや課題に対して、迅速かつ適切に対応することができる学校運営
組織づくりや必要に応じて専門機関と連携を図る体制の確立、特に今後予想される、
児童生徒数の減少に対応できる学校運営組織の構築・強化を目指します。

（教職員の過重負担・多忙感）
○ 教職員の過重負担・多忙感の解消を図るとともに、児童生徒一人ひとりに教員が向
き合う環境づくりを目指します。

（教職員の精神性疾患）
○ 学校が教員にとって心身ともに健康で働くことのできる職場環境を目指し、教職員
の精神性疾患による休職者発生率の減少を図ります。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① ※学校評議員制度の設置率（類似制度含む） 幼：44.4％ 幼：100％

cf：高・特＝100％（H20） 小：95.3％ 小：100％
中：93.3％ 中：100％

② ※学校評価制度（自己評価の公表率） 幼：33.3％ 幼：100％
cf：高・特＝100％（H20） 小：33.8％ 小：100％

中：14.8％ 中：100％
③ 学校評価制度（学校関係者評価の実施・公表率） 実 幼： 0.0％ 公 幼： 0.0％ 幼：100％

cf：高・特＝100％（H20） 施 小：50.9％ 表 小：18.4％ 小：100％
率 中：42.6％ 率 中： 9.8％ 中：100％

④ 学校評価制度（県立学校への第三者評価制度の導入） 高校2校,特別支援 H25までに
学校1校試行中 制度を導入
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【 取組の方向 】

（県民に信頼される学校づくり）
○ 学校評価点検及び公表の取組を全ての学校に拡大するとともに、コンプライアンス
（法令遵守）の徹底により学校運営を強化します。

○ 地域との連携等による開かれた活力ある学校づくりを一層推進するため、地域人材、
資源、情報を集約した人材・資源情報バンクや学校と地域をつなぐコーディネーター
の配置など、地域が学校運営に関わる取組みを推進します。

○ ※コミュニティ・スクールの導入など、次代に向けての学校運営の仕組み等を見直
します。

（学校組織運営体制の充実）
○ 副校長、主幹教諭などの新たな職の設置により、学校運営組織の課題解決能力の向
上等、学校の組織運営体制の充実を図ります。

○ 学校裁量予算制度の実施状況の検証・評価をもとに、同制度の一層の充実を図ります。
○ 各教員が適切な役割分担と協力のもとに校務を効率的に処理するため、マネジメン
ト機能を高めます。

（教職員の過重負担・多忙感の解消）
○ 現在の教育水準を維持するとともに、教職員が一人ひとりの児童生徒に向き合う環
境づくりの促進のため、教職員数の確保に努めます。 Ｈ20生徒一人当たりの教職員数

・高等学校 概ね生徒10人に対して教職員１人 県立高等学校 ： 0.102人

・小中学校 概ね生徒12人に対して教職員１人 公立小・中学校： 0.085人

○ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ機能を高め、各教員が適切な役割分担と協力のもとに校務を効率的に処理し、
教職員が一人ひとりの児童生徒に向き合う時間を十分に確保できるようにします。

○ 教職員の仕事内容の見直しをはじめとした学校現場における教職員等の過重労働対
策を推進します。

○ 教員の適正配置、外部人材の積極的な活用を行います。

（少人数学級の継続【再掲2-(1)】）
○ きめ細やかな指導による学力の定着と、増加していく授業不成立や学校不適応等の
問題などに対応するために、少人数学級を継続します。

（教職員の健康問題への対応）
○ 教職員の心の健康問題に関して、教職員自身のセルフケア、教職員間の連携・協働、
管理職の対応の重要性などについての理解を促進するとともに、教職員用の相談体制
の充実を図ります。

※学校評議員制度

…… 開かれた学校づくりを推進するため、地域住民等、当該学校の職員以外の者の中から学校評議員を選

任し、その意見を学校運営に反映させる制度

※コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

…… 保護者や地域住民等が一定の権限と責任を持って学校運営に参加することで、学校と地域が一体とな

って、地域に開かれ、地域に支えられる学校づくりを実現するための仕組みを指す。

※学校評価制度（自己評価、学校関係者評価、第三者評価の整理）

自己 校長のリーダーシップのもと、学校の教職員が H18実績 自己評価 学校関係
評価 参加し、予め設定した目標や具体的計画に照らし、 (学校数) 者評価

学校自らが成果や課題について評価を行うもの （文部科学省調査） 実施 公表 実施 公表
学校関 学校の「自己評価」結果を踏まえて、学校評 小 学 校（157校） 157 53 80 29

係者 議員やＰＴＡ役員（保護者）、地域住民等の学校 中 学 校（ 61校） 61 9 26 6
評価 関係者が評価するもの 県立学校（ 31校） 31 31 31 31

第三者 大学や教育研究機関の職員、学識研究者等、

評価 当該学校に直接関わりを持たない専門家が客観的

に学校を評価するもの
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(３)使命感と実践力を備えた教職員の養成・確保・配置

【 現状及び課題 】

（教員の資質向上や指導力の向上）
○ 様々な教育ニーズや課題に対応し解決するために、教員の資質向上や指導力の向上、
適切な人材の確保が求められています。

【 目指すところ 】

（教員の資質向上や指導力・授業力の向上）
○ 様々な教育ニーズや課題に対して、迅速かつ適切に対応することができる教職員の
資質や指導力の向上及び適切な人材の確保を目指します。

○ 児童生徒が「できる楽しさ」「分かる喜び」を実感し、学習意欲が高まる授業を展開
できるよう、教員の授業力を高めます。【再掲2-(1)】

○ 児童生徒の課題解決能力を高めるとともに、思考力を高め合う授業が展開できるよ
う、教員の授業力を高めます。【再掲2-(1)】

○ 授業に満足する生徒の増加を図ります。【再掲2-(1)】
○ 教科別研究会の開催回数を増加します。【再掲2-(1)】

【 取組の方向 】

（教員の資質向上や指導力・授業力の向上）
○ 児童生徒の学ぶ意欲、興味・関心を引き出す授業実践力と、児童生徒を引きつける
豊かな人間性や教養を備えている教職員の確保・養成を行います。

○ ※教職員評価・育成制度の充実を図ります。
○ 教職員研修の充実や実施している各研修効果の検証と見直しを行います。
○ 学習時に望まれる子ども像、教師像及び授業像を具体的な姿として定める「鳥取県
スタンダード」を策定・活用し、教員の授業改善を進めます。【再掲2-(1)】

○ 児童生徒が主体性を持って相互に学び合う学びの集団づくりを推進します。
【再掲2-(1)】

○ 各学校の実態に応じた学力向上や授業改善の方策について、学校教育支援を行える
体制を構築します。【再掲2-(1)】

○ 小・中・高連携を推進し、学びの連続性を考慮し効果的な指導法を構築します。
【再掲2-(1)】

○ モデル校を指定して、授業改善の方策について継続した学校支援を行い、その成果
を他校に還元します。【再掲2-(1)】

○ 全教科で学校図書館を活用する学習への取組を推進します。【再掲2-(1)】

※教職員評価・育成制度

…… 教職員が職務上の課題を認識して主体的に職務に取り組み、評価者がその職務遂行状況を公正公平か

つ客観的に評価することにより、公正な人事管理に資するとともに、教職員の人材育成及び資質能力の

向上を図り、もって学校組織の活性化に資するための制度
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(４)安全・安心な教育環境の整備

【 現状・課題 】

（公立学校の耐震化）
○ 平成20年４月現在の公立学校・園施設の※耐震化率は全国平均より低い状況です。

幼 稚 園 小中学校 高等学校 特別支援学校
鳥取県 55.6％ 58.7％ 47.0％ 82.6％
全 国 57.8％ 62.3％ 64.4％ 80.5％

（学校内外の安全確保）
○ 学校内や登下校時等に子どもたちが被害に遭う犯罪が多発したため、学校内外の安全
確保が求められています。

○ 携帯電話やインターネットの悪用によって、子どもが被害に巻き込まれる事件が増加
しています。

（安全・安心な学校給食）
○ 食の安全を脅かす事件が発生するなか、安全で安心できる学校給食の提供が望まれて
います。

（学校図書館・教材整備の充実）
○ 学校図書館の充実や教材の整備に対する財源措置の充実が求められています。

（修学資金の支援）
○ 学習権を保障する観点から、経済的理由により修学が困難な生徒に対して、修学資金
の支援が必要です。

【目指すところ】

（公立学校の耐震化）
○ 公立学校の耐震化率の向上を目指します。

（学校内外の安全確保）
○ 地域との協働による学校づくりの観点から、

・地域社会やボランティア等との連携による子どもの安全確保を目指します。
・地域の人材や資源の積極的な活用を目指します。

○ パソコン・携帯電話を用いたいじめや犯罪等の減少を目指します。【再掲2-(4)】

（安全・安心な学校給食）
○ 安全で安心できる食材を使用した学校給食の提供を目指します。
○ 衛生管理を徹底し、異物混入や食中毒事故を防ぎます。

（学校図書館の整備の推進）
○ 学校図書館資料を充実させるため、学校図書館図書標準の達成を目指すとともに、
全ての学校への司書教諭の発令と司書など学校図書館の諸事務にあたる職員の配置を
目指します。

（教材整備の推進）
○ 学校現場に、教材費の地方財政措置を活用した十分な教材が行き渡ることを目指し
ます。

（修学資金の支援）
○ 経済的に修学が困難な生徒全てが、希望する学校に進学ができる奨学金制度と奨学
金制度が持続可能なものとなるよう、その財源となる奨学金返還金の徴収向上を目指
します。
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【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① 公立学校の耐震化率の向上 高 ：47.0％ 高 ： 90％
※耐震化率 …… 全建物のうち、耐震性がある棟数（昭和57年以降 特 ：82.6％ 特 ：100％

建築の棟数、昭和56年以前建築で耐震性がある棟数、 小中：58.7％ 小中： 80％
耐震補強済みの棟数）の割合を指す。 幼 ：55.6％ 幼 ：100％

② 学校地域安全マップを全ての小学校において作成 82.0％(H19) 全ての小学校

【 取組の方向 】

（公立学校の耐震化）
○ 県立学校については、「県立学校耐震化計画」を策定するなど、公立学校施設の耐震
化を促進します。

（学校内外の安全確保）
○ 学校と地域社会やボランティア等との連携による子どもの安全確保への取組を推進
します。具体的には、学校安全ボランティア講習会の開催や※スクールガードリーダ
ーの活動支援、学校地域安全マップの活用などにより、地域が一丸となった学校安全
への取組みを推進します。
また、全ての小学校において学校地域安全マップを作成します。

○ 情報モラル教育については、安全に生活するための危険回避（情報安全教育）と正
しい判断や望ましい態度を育てるという両面を体系的に推進します。【再掲2-(4)】

（安全・安心な学校給食）
○ 学校給食における衛生管理の徹底等のための衛生管理講習会を開催します。
○ 生産者や流通関係者等と連携して地産地消を推進することにより、安全で安心でき
る学校給食の提供に努めます。

○ 関係機関と連携し、学校給食における異物混入などの事故防止に努めます。

（食育の推進【再掲2-(3)】）
○ 児童生徒の食生活の乱れ（朝食欠食、栄養バランスの偏った食事、不規則な食事の
増加）の改善を図る指導を充実させ、学校を中心として家庭と連携した食育を推進し
ます。

○ 学校給食における地産地消を充実させ、子どもたちに安全・安心な食材の提供を通
して地域の食文化を伝え、生産者とのつながりを深めます。

○ 栄養教諭の配置促進など、学校における食育の推進体制の充実を図ります。

（学校図書館及び教材整備の充実）
○ ※ＩＣＴ環境など時代のニーズに対応した質の高い教育を受けることができる教育
環境を整備するため、関係機関と連携した教育の推進や学校図書館、教材整備の充実
を促進します。

（修学資金の支援）
○ 奨学金を必要としている生徒に、奨学金の貸与ができるよう貸与枠やその財源の確
保を図ります。

※スクールガードリーダー

…… 学校等を巡回し、学校安全体制及び学校安全ボランティアの活動に対して専門的な指導を行う者を指す。

※ＩＣＴ

…… Information and Communication Technology の略。情報コミュニケーション能力、情報通信技術と訳され
る。ＩＴ（Information Technology：情報技術）と同義。
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(５)私立学校への支援の充実

【 現状・課題 】

（私立学校の振興）
○ 私立学校それぞれの建学の精神と自主性を尊重しながら、私立学校の振興を図るこ
とが必要です。
具体的には、特色ある教育活動の推進や教職員の人材確保・育成、多様な生徒への

きめ細かい教育の提供が求められています。
○ 私立学校も公立学校と同様に、学校の自己評価結果の公表や保護者など学校関係者
による評価の実施とその公表・説明が求められています。

（学校経営の健全性の向上・入学者確保）
○ 少子化の進行に伴う生徒減により、私立学校は運営面で大きな影響を受けるので、
学校経営の健全性の向上に向けて入学者の確保を図ることが求められています。

（私立学校の耐震化）
○ 私立学校施設も公立学校施設と同様に耐震化の促進が必要です。

・高等学校 45.2％ ※中学校は高等学校と同一校舎のため記載していません。
・幼 稚 園 50.7％ ＜私立学校耐震化率（平成19年10月１日現在）＞

【 目指すところ 】

（私立学校の振興）
○ 私立学校の様々な取組みを支援し、県民に多様で良質な教育の選択肢を提供するこ
とを通じて、多彩で優れた「人財」を養成します。

○ 私立学校の情報公開の一層の促進、学校の自己評価及び学校関係者による評価結果
の公表の促進を図ります。

（学校経営の健全性の向上・入学者確保）
○ 私立学校の魅力向上の取組みを支援し、入学者確保と学校経営の健全性の向上を図
ります。

（私立学校の耐震化）
○ 私立学校の耐震化については各学校設置者の取組みが基本ですが、一層の耐震化率
の向上を目指します。

【 取組の方向 】

（私立学校の振興）
○ 特色ある教育活動の推進を図るための支援を行います。
○ 優秀な教職員の人材確保・育成のため、研修などの支援を行います。
○ 多様な生徒に対するきめ細かい教育を提供するための支援を行います。
○ 専修学校における実践的な職業教育の促進を図るための支援を行います。
○ 情報公開の一層の促進、学校の自己評価及び学校関係者による評価結果の公表の促
進を図るための支援を行います。

（学校経営の健全性の向上・入学者確保）
○ 私立学校の教育条件の維持向上や学校経営の健全性の向上、保護者等の学資負担の
軽減を図るため私立学校助成を充実します。

（私立学校の耐震化）
○ 私立学校施設の耐震化の促進を図るため、耐震化に係る国の助成制度と協調した支
援を行います。
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施策の方向性 ４

文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

郷土を愛し、豊かな人間性を身に付けるためには、郷土で育まれた伝統や文化を尊重す
るとともに、優れた芸術に触れる機会を提供することが望まれます。
県内には、魅力的な史跡やまちなみ、伝統芸能等、数多くの歴史・文化資産がありますが、

それら地域の誇りに対する理解、認識は必ずしも十分ではありません。
さらに、少子高齢化による担い手不足も相まって、郷土に伝わる伝統や芸能が消失する

懸念もあります。

このため、ふるさとの歴史的文化財を積極的に公開・活用していく必要があります。
また、子どもたちが学校や地域の文化施設において、優れた舞台芸術の鑑賞や文化芸術

活動への参加ができる機会や、地域において伝統・文化に関する活動を計画的・継続的に
体験・修得する機会の提供を行う必要があります。
鳥取に暮らすことに「誇り」を感じられるような個性的な地域づくりを展開することが

求められています。

こうした取組の方向に基づく施策を通じて、以下のような目標の実現を目指します。

◇ 芸術・文化を振興することによって、地域の「創造性」を高めます。

◇ 文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくりを行います。

施策目標

(１)文化・芸術活動の一層の振興

(２)文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり
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(１)文化・芸術活動の一層の振興

【 現状・課題 】

（新しい文化創造の土壌）
○ 本県には、美しい自然とともに、古くから先人たちがはぐくんだ伝統と個性のある
文化・芸術があり、新しい文化を創造する土壌もあります。

（文化・芸術を実践する能力）
○ 県民の文化・芸術を実践する能力は、国民文化祭の実施を契機に、成熟レベルに近
づいているものの、男女及び年齢によるひらきは依然としてあります。

（優れた文化・芸術に触れる機会等【再掲2-(2)】）
○ 誰もが優れた文化・芸術にふれたり、文化・芸術活動に参加する機会が、必ずしも
十分ではありません。特に子どもたちが感性を磨く機会が少ない状況にあります。

（文化・芸術活動を支援する地域の力）
○ 文化・芸術活動を支援する地域の力は発展途上にあります。

【 目指すところ 】

（文化・芸術振興による地域の「創造性」の向上）
○ 文化・芸術を振興することによって、地域の「創造性」を高める。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① ２年に１回は児童生徒が文化芸術に触れる機会を持つように努める。 71.8％ 100％
（学校における鑑賞教室等に関する実態調査より）【再掲2-(2)】

【 取組の方向 】

（アーティストや文化団体への支援、支援団体等との連携）
○ アーティストや鳥取文化団体連合会等の文化団体を支援するとともに、文化・芸術
活動を支援する方々と連携して、文化・芸術活動を活性化します。

（文化・芸術を発表する場や鑑賞する機会の拡充等）
○ 鳥取県美術展覧会や鳥取県総合芸術文化祭、財団法人鳥取県文化振興財団事業のほ
か、廃校等を使った文化・芸術の発表等による鑑賞人口の拡大など、県民が文化・芸
術を発表する場や鑑賞する機会を拡充します。財政事情が許せば県民合意を得た上で
美術館を建設します。

（アーティストリゾートの展開促進等）
○ ＵＪＩターンをされたアーティストや地域に根付いて高いレベルの文化・芸術活動
を行うアーティストと県民が芸術を介して活発に交流する「アーティストリゾート」
の展開を促進するとともに、心豊かな県民生活、ネットワークづくり、地域の魅力向
上などの付加価値の創造に貢献します。

（文化・芸術に触れ、感性を磨く機会の確保【再掲2-(2)】）
○ 学校等との連携により、教育現場や地域で、子どもたちや若者が文化・芸術に触れ、
感性を磨く機会を確保し、文化・芸術活動を活性化します。

（文化・芸術が生活の一部となる生活スタイルの浸透促進）
○ アートスタート事業等により、子どもの頃から文化・芸術に触れる機会を拡充し、
文化・芸術が生活の一部となる生活スタイルの浸透を促進します。
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(２）文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり

【 現状・課題 】

（文化財への県民の理解促進）
○ 文化財は県民全体の共有財産であり、県民の歴史、文化等の正しい理解に
欠くことができないものであること、本県文化の向上発展の基礎をなすもの
であることを県民が理解する取組みの推進が求められます。

（文化財保護の推進に向けた課題）
○ 文化財の指定・登録に向けた取組みの推進、情報発信と活用方策の検討を
積極的に行う必要があります。また、指定後も継続的に保護を図るための一
層のフォローアップも必要です。

（文化財に接して楽しめる環境づくり）
○ 文化財に気軽に接し、楽しめる環境づくりへの取組みが必要です。

（妻木晩田遺跡、青谷上寺地遺跡の一層の情報発信等）
○ 妻木晩田遺跡、青谷上寺地遺跡については、関係機関や地域とのさらなる
連携強化を図るとともに、両遺跡の一体的な情報発信を継続していくことが
求められています。

（三徳山の世界遺産登録に向けた学術調査）
○ 三徳山の世界遺産登録に向け、顕著な普遍的価値や本資産の位置付けにつ
いての検討が求められており、さらなる学術調査の推進が必要です。

【 目指すところ 】

（文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり）
○ 県民が文化財を大切にし、身近に感じたり、親しむことによって、本県の歴史
や文化に誇りを持ち、心豊かな暮らしが実感できる地域づくりを目指します。

【 数値目標 】 県指定文化財 231件（H21.1.30）
・県指定文化財（貴重な財産である 保護文化財 106 無形民俗文化財 40

県内の建造物、民俗芸能、名勝・記 史 跡 18 有形民俗文化財 3

念物などの優れた文化財） 名 勝 4 無形文化財 7

の新規指定件数 15件 天然記念物 52 伝統的建造物保存地区 1

【 取組の方向 】

（文化財を大切にする機運の醸成）【再掲2-(2)】
○ 県民が歴史や文化を誇りに思い、文化財を大切にする気運を醸成します。
○ 文化財主事による学校等への出前講座の開催や弥生講座の充実を図ります。

（文化財保護の推進と情報発信）
○ 文化財指定、登録、指定後のフォローアップ等により文化財保護を推進し、文化財
の積極的な情報発信を行うとともに活用促進を図ります。

（文化財を身近に感じ、親しむ地域づくりの推進）
○ 地域の身近な文化財を訪ねる楽しさを伝えるとともに、祭り行事などの身近な無形
民俗文化財を地域で伝承していく活動を支援します。
○ 妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡をはじめとする本物の文化財に触れ、楽し
める環境を整備し、活用を促進します。

（三徳山の世界遺産登録に向けた学術調査）
○ 三徳山の世界遺産登録に向けた学術調査の推進と登録に向けた取組みを支援します。
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施策の方向性 ５

ス ポ ー ツ の 振 興

少子高齢化といった県民の生活を取り巻く社会の変化や本県におけるスポーツ振興の現
状と課題を踏まえたとき、スポーツが生涯にわたり心身ともに健全な生活を営む上で不可
欠なものとして、その重要性はますます高まってくると考えられます。

また、県民が「スポーツをする」ことにより、他の人と交流を深めたり、ルールが学べ
るなど、自分自身を高め、健康づくりや生きがいづくりへと繋げることができます。
「スポーツを見たり聞いたりする」ことにより、感動を味わったり、勇気や希望や夢を

持つことができます。
さらに、「スポーツを支える」ことにより地域等への連帯感や達成感・充実感を共に得

ることができます。
スポーツには人それぞれのスタイルがありますが、スポーツが文化として定着するよう

今後更なるスポーツ振興を図ることが必要と考えます。

今後は、県民が生涯を通じて欠くことのできない文化の一つとして、スポーツを生活の
中に定着させることや、健康的な生活を営むために自主的にスポーツに取り組むことがで
きる環境の整備が必要となります。

そのため、様々な年代の人々の豊かなスポーツライフの実現を目指し、心豊かで活動的
な地域スポーツ社会の構築に向けた取組みが求められています。

こうした取組の方向に基づく施策を通じて、以下のような目標の実現を目指します。

◇ 運動や健康・安全についての理解と運動の合理的な実践を通して生涯にわた
って運動に親しむ資質や能力を育てるとともに、健康の保持増進ための実践力
の育成と体力の向上を図ります。【再掲2】

◇ いつでも、どこでも、だれでも、いつまでもスポーツに親しむことができる
生涯スポーツ社会の実現を図り、明るく豊かで生きがいのある生活を創出しま
す。

◇ 競技スポーツの総合的な向上を図り、多くの県民に夢と希望、感動と勇気を
与え、郷土愛を育むなど、本県の活性化に寄与します。

施策目標

(１)心豊かで活動的な地域スポーツ社会の構築
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(１)心豊かで活動的な地域スポーツ社会の構築

【 現状・課題 】

（子どもの体を動かす機会の減少と体力・運動能力の低下【再掲2-(3)】）
○ 屋外での運動や遊びなど体を動かす機会が減少し、子どもの体力・運動能力の低下
傾向が続いており、深刻な問題となっています。

（子どもの運動実施の二極化【再掲2-(3)】）
○ 運動部活動等で活発に活動する児童生徒と、ほとんど運動しない児童生徒との二極
化の傾向が見られます。

（少年期のスポーツ活動【再掲2-(3)】）
○ 一部の少年スポーツクラブにおいては、大会での勝利を追及するあまり、過度な練
習や勝敗にこだわった大会参加が見られます。

（スポーツ活動施設の利用）
○ 少子高齢化が進む本県においては、スポーツをする人の割合が低いです。

（地域におけるスポーツ環境整備）
○ 少子高齢化が進む中、県内においては地域でスポーツをする時の受け皿（体制・指
導者等）が少ないです。

（競技力の低迷）
○ 国民体育大会等における競技力が低迷（選手層の薄さ、優秀な指導者の育成・確保）
しています。

【 目指すところ 】

（子どもの体力向上【再掲2-(3)】）
○ 学校体育の充実を図り、体力テストの結果を上昇傾向にするとともに、親世代の平
均値に近づくよう改善します。

（運動実施率の増加【再掲2-(3)】）
○ 運動部活動の充実を図るとともに、運動の重要性についての理解を高め、運動を実
施する生徒の割合を高めます。

（少年期のスポーツ活動の適正化）
○ 子どもの健全育成に果たすスポーツの重要性を踏まえながら、勝利至上主義を見直
し、勝者であれ、敗者であれ、お互いを認め合ったり、友情を育むなど、スポーツを
とおして「からだ」と「こころ」の成長を育みます。

（生涯スポーツ社会の実現）
○ 誰もが生涯を通じて、いつでも、どこでも、誰とでも気軽にスポーツに親しみ、楽
しめる生涯スポーツ社会を実現し、スポーツを通して健康を維持できる人の増加を図
ります。

（トップアスリートの育成）
○ 多くの県民に夢と希望、感動と勇気を与え、郷土愛を育むとともに、県の活性化に
大きく寄与するような競技スポーツの充実及びトップアスリートの育成を推進します。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① ※総合型地域スポーツクラブの設置（平成28年度目標） 16市町 31ｸﾗﾌﾞ 旧39市町村(H28)
② 県民（成人）の運動・スポーツ実施率 44.3％(H16) 50％以上

③ 国民体育大会 常時30位台の成績を確保 46位(H20) 常時30位台
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【 取組の方向 】

（学校体育・スポーツ活動の充実【再掲2-(3)】）
○ 生涯にわたりスポーツに親しむ資質や能力の基礎を育てるとともに体力・運動能力
の向上と健康の保持増進を図ります。

○ 今後の運動部活動のあり方について、平成12年3月に鳥取県スポーツ振興審議会から
出された提言の趣旨に則った運動部活動の推進をします。
○ 運動部活動指導者の指導力の向上を図るとともに、外部指導者の効果的な活用を推
進します。

（青少年健全育成に基づいたスポーツ活動の普及）
○ 青少年期のスポーツ活動については、勝敗のみにこだわるのではなく、いろいろな
スポーツを体験させたり、スポーツ活動以外にも仲間との交流や奉仕活動をさせるな
ど、青少年健全育成の理念にもとづいた活動を奨励します。

○ 青少年健全育成の理念に沿った適切な指導等の普及・啓発を行います。

（地域における生涯スポーツの充実）
○ 県民の誰もが、いつでも、どこでも、誰とでも、生涯を通じてスポーツを気軽に楽
しむことができるような総合型地域スポーツクラブの設立及び育成を支援します。

○ 地域スポーツの振興やスポーツに対する県民の意識の高揚を図るため、県民に対す
る啓発（各種イベントの開催等）を行うとともに、各市町村や関係団体等の連携を密
にし、推進組織を整備します。

○ ＮＰＯ法人やプロスポーツ団体との連携を図り、地域における自信と誇りを高め、
スポーツ活動の普及や活性化を推進します。

○ 高齢者や障害者が取り組みやすいスポーツ・レクリエーション活動の普及等に努め
ます。

（競技スポーツの総合的な向上）
○ 関係団体の組織拡充を図るとともに選手強化のための体制作りを支援します。
○ ジュニア期を通して発達段階に応じた一貫指導が行えるよう、関係者の連携・協力
が図れる指導体制の整備を促進します。

○ 優秀選手の確保とともに、選手の育成・強化のために、ジュニア期から一貫性のあ
る育成強化システムの確立、ジュニアクラブの育成支援及び中・高校における競技水
準の向上や部活動の活性化などに取り組みます。

○ 指導力の高い指導者の養成確保に努めます。

※総合型地域スポーツクラブ

…… 地域を拠点として、地域の

子どもから高齢者まで様々な

人々が、それぞれの好みに応

じて気軽に参加できるように

地域住民により自主的・主体

的に運営され、スポーツと文

化の両面を兼ね備えたクラブ

のことをいいます。
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施策の方向性 ６

鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

教育行政は、国、県、市町村との適切な役割分担と相互協力の下、公正かつ適正に行わ
れなければなりません。教育の実施に当たっては、国、県、市町村それぞれの立場での取
組みが不可欠であるとともに、それぞれの経済的・社会的条件等に応じた施策を策定し実
施することで、住民の期待に応え、その責任を果たすことになるのです。

また、教育は、多くの関係者の取組みにより社会全体で担われるものであり、教育委員
会や学校、ＰＴＡはもちろん、首長部局をはじめ、企業や大学、ＮＰＯ、地域住民など各
分野において行われている様々な活動と適切な連携や支援を図り、相互の活動がより効率
的、効果的に推進されるよう配慮することが求められます。

鳥取県教育委員会では「自立した 心豊かな 人づくり」という基本理念のもとに策定し
た「鳥取県教育振興基本計画」を円滑に推進するために、市町村教育委員会をはじめ関係
機関や団体等と連携し、県民のニーズを十分考慮して各種施策を実施しなければなりませ
ん。

特に、急速に変化する社会情勢の中、教育活動に対するニ－ズは多種・多様化しています。
このため教育委員会は、教育に関する情報を積極的に提供するとともに、学校現場や保

護者、地域社会のニーズなどを的確に捉え、施策に反映できるように、その組織・機能を
一層充実・強化していく必要があります。

あわせて、県内の高等教育機関との連携・協力をより一層推進することで、県内各学校
と大学等との連携・接続、生涯学習に関する学習機会や学習情報の提供、リーダー養成な
どのより一層の充実・振興を図ることが求められています。

こうした取組の方向に基づく施策を通じて、以下のような目標の実現を目指します。

◇ 県民に信頼される、開かれた教育行政を目指します。

◇ 「自立した 心豊かな 人づくり」の基本理念の下における、鳥取県教育振興
基本計画の確実な実施を目指します。

施策目標

(１)県民との協働による開かれた教育行政の推進

(２)市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進
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(１)県民との協働による開かれた教育行政の推進

【 現状と課題 】

（県民とともに進める開かれた教育行政）
○ 鳥取県の次代を担う人づくりのためには、学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団
体・企業・地域社会・行政機関それぞれが教育に果たす役割や責任を自覚し、相互に
連携・協力・支援を行いながら、県民全体で取組むことが必要です。
まずは、行政として、県民の意見や要望等をしっかりと受け止め、それを施策に反

映させるとともに、様々な情報を広く提供しながら、開かれた教育行政を進めていく
ことが必要です。

（教育問題等への対応）
○ 専門化する多種・多様な教育問題等に対し、迅速かつ的確に対応が求められています。

（鳥取県教育振興基本計画の確実な推進）
○ 教育基本法に基づき策定した「鳥取県教育振興基本計画」の確実な推進が求められ
ています。

【 目指すところ 】

（県民とともに進める開かれた教育行政）
○ 学校はもとより、教育委員会が地域に開かれ、地域から信頼され、「人づくり」に対
する考え方を地域と共有し、地域とともに教育・人づくりを進めることを目指します。

（教育問題等への迅速かつ的確な対応）
○ 専門化する多種・多様な教育問題等に、迅速かつ的確に対応する仕組みや体制を構
築します。

（鳥取県教育振興基本計画の確実な推進）
○ 鳥取県教育振興基本計画の県民への普及啓発と施策目標ごとに設定している「目指
すところ」「数値目標」の達成に向けて、確実な推進を目ざします。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① 「鳥取県教育振興基本計画」数値目標達成率 0％ 100％

【 取組の方向 】

（県民とともに進める開かれた教育行政）
○ 県民の教育に関する理解と関心を高める取組みを推進します。
○ 県民からの声を教育行政に活かすため、より一層の情報提供と広報公聴活動を行います。
○ 教育委員会事務の点検・評価制度の適正な実施と教育施策への確実な反映を行います。

（教育問題等への対応）
○ 多種・多様な教育問題等に対して、迅速かつ適切に対応することができる組織づく
りや必要に応じて専門機関と連携を図る体制について検討します。

（鳥取県教育振興基本計画の確実な推進）
○ 鳥取県教育振興基本計画を確実に推進します。
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(２)市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進

【 現状・課題 】

（市町村との連携・協力体制の充実）
○ 国・県・市町村の役割分担と責務の明確化、必要な情報や意識の共有を図り、連携
・協力体制を充実することが必要です。

（高等教育機関との連携・協力の一層の推進）
○ 将来にわたる地域の産業・文化の創出と発展・活性化には、自ら考える知の地域づ
くりが必要であり、その拠点として高等教育機関の機能強化が不可欠です。

○ 県内の産業振興や地域活動、教育活動等の高等教育機関に対するニーズは高いが、
研究成果や人材の活用等については十分な理解や連携が図られていない状況があります。

○ 18歳人口は減少しつつあり、入学生を確保するに当たっては、高等教育機関の魅力
向上と県民（保護者）に対する周知が不足しています。

【 目指すところ 】

（市町村との連携・協力体制の充実）
○ 市町村教育委員会との連携・協力体制の構築と支援内容を充実します。

（高等教育機関との連携・協力の一層の推進）
○ 高等教育機関が教育・研究機能を向上し、優秀な人材を育成します。
○ 県内の高等教育機関と地域(行政等)、学校等との連携・協力体制が一層充実し、連
携事業が増加します。

○ 県内の高等教育機関が魅力向上を図り、定員充足率が向上します。

【 数値目標 】
指 標 現況値 目標値

① 市町村教育委員会の「指導主事」配置率 17市町村 全市町村

【 取組の方向 】

（市町村との連携・協力体制の充実）
○ 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に新たに規定された、市町村教育委
員会の共同設置、指導主事配置の努力義務化、市町村教育委員の研修などついて、市
町村教育委員会の意見を聞きながら取組みを充実していきます。

（高等教育機関との連携・協力の一層の推進）
○ 県内生徒の高等教育機関への進学機会を確保するため、地域が求める「人財」を養
成するカリキュラムの充実など、県内高等教育機関の一層の充実に協力します。

○ 高等教育機関等と県内企業との共同研究を拡大すること等により、高等教育機関等
が研究活動で大きな成果を上げることを期待します。

○ 高等教育機関・専門高校と地域産業界が協働・連携し、鳥取のものづくりを支える
将来の専門的職業人及び地域産業界のニーズに応じた職業人の育成を支援します。ま
た、液晶や情報通信システムに対応できる高度な知識・技術を持つ人材の創出を支援
します。

○ 県内の高等教育機関、学校、教育委員会等が、より一層の連携を図り、相互の特色
ある機能を活用し、それぞれの教育力の向上を図り、教育上の諸課題への対応策を検
討・実践することで、鳥取県教育の自立を推進します。

○ 高等教育機関の公開講座等との連携を図り、住民が学習する機会拡大に努めます。
【再掲1-(3)】
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Ⅵ「施策」の総合的かつ計画的な推進のために必要な事項

（１）進捗状況の点検及び計画の見直し

鳥取県教育振興基本計画を着実に推進するためには、事業量を指標とす

るのではなく、成果を指標とする目標の設定及び定期的な点検・評価とそ

の結果のフィードバックが不可欠です。

このため、この計画の達成に向けて、毎年度実施する「※教育委員会の点

検・評価」の中で、計画の年度ごとの成果の進捗状況を点検・評価し、結

果を反映させることにより、施策を確実に実現していきます。

このたびの鳥取県教育振興基本計画は、５年間に取り組むべき具体的方

向性について示すものであることから、策定から５年後を目途に見直しを

行う必要があります。

※教育委員会の点検・評価

…… 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により、教育委員会は、平成20年度か

ら毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検・評価を行い、その結果に関

する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表することが必要となりました。

（２）新たに検討が必要となる事項への対応

県は、今後５年間で、本計画に基づいて本県教育の振興に取り組みを進め

ますが、一方で、急速に変化する社会情勢のなかで、対応すべき教育課題も

日々刻々と変化していくことが見込まれます。

そのため、この計画の実施期間においても、毎年度点検・評価を行う中で、

必要に応じて適時適切に新しい教育課題に対する検討を進めるなど、迅速か

つ的確な対応を行っていきます。
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参考：数値目標一覧

１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

指 標 現況値 目標値

1「心とからだいきいき（食読遊寝）キャンペ－ン」保護者認知・実施率 認知率 41.3％ 100％

【再掲１-(2)】 (H19 37.8％)
2 自治会単位の「人権学習会（小地域懇談会）」実施市町村 18市町村 19市町村

3「鳥取県家庭教育推進協力企業」認定企業数 162社(H20.12) 280社(H22)
4「学校支援地域本部」設置数 2箇所 10箇所

5「放課後子ども教室」設置市町村数 9市町村 14市町村

6「とっとりマスター」認定者数 1人 10人

7「人権教育指導者養成講座受講者」満足度 93％ 常時80％以上

8 県立博物館入館者数 6.1万人(H19) 6.8万人

9 公立図書館の個人貸出冊数（人口一人当たり） 4.65冊 5.2冊

(H19実績) /全国15位以内

２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

指 標 現況値 目標値

1 大学・短大等進学率 43.9％(H19) 50.0％(H30)
2 学校以外で平日60分以上学習（宿題や予習・復習）している児童生徒 小6:52.6％ 小6:60.0％
（小6,中3）の割合【再掲1-(2)】[全国学力・学習状況調査で評価] 中3:64.0％ 中3:70.0％
3 学力の二極化傾向の解消 二極化の傾向 二極化の解消

[全国学力・学習状況調査及び高校入試結果で評価]

4 (小中)将来の夢や目標を持っている児童生徒の増加 小6:81.2％
(高校)進路希望の実現のため目標に向かって努力している生徒の増加 中3:69.5％ 対前年増

[全国学力・学習状況調査及び高校生ｱﾝｹｰﾄで評価] 高2:47.1％
5 学ぶ意欲・態度に関する項目の肯定的な回答の増加 小6:59.8％
[全国学力・学習状況調査及び高校生ｱﾝｹｰﾄで評価] 中3:51.5％ 対前年増

高2:40.8％
6 小中学校で「道徳の時間」の授業の公開状況 小 :99.3％ 100％に

（全て又は一部の学級で実施） 中 : 100％ 近づける

7 朝の一斉読書（朝読）の実施率 小:97(100)％ 小: 100％
※朝の一斉読書…読書活動による様々な効果を期待し、全校で一斉に読書を行 中:94(96.7)％ 中: 100％
う時間帯を設定する「全校一斉読書[実施率は（ ）]」の代表的なもの 高:41.7(45.8)％ 高: 60％

8 １日に全く読書をしない児童生徒 小6:30.8％ 限りなく０に

[全国学力・学習状況調査で評価] 中3:16.7％ 近づける

9 ２年に１回は児童生徒が文化芸術に触れる機会を持つように努める。 71.8％ 100％

（学校における鑑賞教室等に関する実態調査より）【再掲4-(1)】
10 小・中学校とも不登校の出現率の減 H19)小 :0.43％ 全国平均を下回る

中 :2.53％ とともに、限りな

高 :1.52％ く０に近づける。

11 体力調査結果を親世代（s53～57） 親世代の平均 現 在

の平均値に近づける 50m走 (s53～57） （H20）
小5男 9.05秒(100％) 9.28秒(97.5％) 9.23秒( 98％)

小5女 9.26秒(100％) 9.59秒(96.6％) 9.45秒( 98％)

中2男 7.86秒(100％) 8.01秒(98.1％) 7.86秒(100％)

中2女 8.65秒(100％) 8.80秒(98.3％) 8.65秒(100％)

ボール投げ

小5男 31.0ｍ(100％) 27.4ｍ(88.4％) 27.9ｍ( 90％)

小5女 17.6ｍ(100％) 15.3ｍ(86.9％) 15.8ｍ( 90％)

中2男 22.3ｍ(100％) 21.7ｍ(97.3％) 22.3ｍ(100％)

中2女 14.5ｍ(100％) 13.4ｍ(92.4％) 14.5ｍ(100％)
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指 標 現況値 目標値

12 「校内性教育推進委員会」設置率（県立学校設置率：100％） 小:40％ (H19) 100％

中:71％

13 中学、高校において薬物乱用防止教室の開催率 中:65.0％(H19) 100％

高:79.2％

小:69％ (H19)

14 食に関する指導年間計画の作成率 中:55％ 100％

高:22％

小5:89.6％
15 朝食喫食率 【再掲1-(2)】 中2:87.9％ 100％

高2:80.3％
16 学校給食用食材の県内産使用率 54％ 60％

17 栄養教諭の全市町村への配置 3町 全市町村

18 情報モラル教育の実施（高校での実施率：100％） 小:61.5％ 100％

中:80.0％
19 環境教育全体計画の作成及び改善 小:72/148 校 100％

中:21/ 60 校
20 学校における TEASⅡ・Ⅲ種(鳥取県版環境管理システム)取得の促進 小: 12.2％ 小: 25％
※小・中学校＝Ⅲ種、高・特＝Ⅱ種 中: 15.0％ 中: 30％
※取得学校数 小: 18/148校、中: 9/60校、高: 10/24校、特: 2/7校 高: 41.7％ 高: 100％

特: 28.6％ 特: 100％
21 ∇ 新聞やテレビのニュースなどに関心を持つ生徒の増加 小:61.0(66.1)％

全 国 [（ ）は全国平均] 中:63.1(64.1)％

学 力 ∇ 今住んでいる地域の歴史や自然について関心がある生徒の 小:43.4(48.2)％ 肯定的な回答

・ 学 増加 [（ ）は全国平均] 中:20.6(23.5)％ 率の増加

習 状 ∇ 人の役に立つ人間になりたいと思う生徒の増加 小:93.0(92.4)％

況 調 [（ ）は全国平均] 中:90.5(90.5)％

査 質 ∇ 人が困っているとき、進んで助ける生徒の増加 小:77.5(77.7)％

問 紙 [（ ）は全国平均] 中:71.7(72.7)％

調 査 ∇今住んでいる地域の行事に参加する生徒の増加 小:74.8(59.9)％

より [（ ）は全国平均] 中:43.5(37.0)％

22 小学校教員による保育所・幼稚園での保育体験研修の実施 4市町村 全ての市町村

23 幼稚園、保育所及び小学校の連絡協議会の設置や、教職員の交流の機 全ての小学校

会の設定 未調査 区で実施

24 「子どもの育ちを支えるための資料（保育所児童保育要録）」の作成 H22から施行 全ての保育所

と小学校への送付（平成22年度以降に就学する児童から対象） で実施

25 幼稚園の自己評価及び結果公表（平成20年度～） 評価 75％(H18) 100％

26 「認定こども園」の設置 0施設 10施設(H30)
27 個別の教育支援計画の策定(H20公立幼小中高) 27.3％ 80％

28 個別の指導計画の作成(H20公立幼小中高) 84.9％ 100％

29 特別支援学校高等部卒業生の就職希望者の就職率の向上 50.0％(H19) 75％以上

30 該当障害種に関する 特別支援学校教職員 79.0％ 90％以上

特別支援学校免許状保有率の向上 特別支援学級教員 38.0％ 40％以上
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

指 標 現況値 目標値

1 学校評議員制度の設置率（類似制度含む） 幼：44.4％ 幼：100％

cf：高・特＝100％（H20） 小：95.3％ 小：100％

中：93.3％ 中：100％

2 学校評価制度（自己評価の公表率） 幼：33.3％ 幼：100％

cf：高・特＝100％（H20） 小：33.8％ 小：100％

中：14.8％ 中：100％

3 学校評価制度（学校関係者評価の実施・公表率） 実 幼： 0.0％ 公 幼： 0.0％ 幼：100％

cf：高・特＝100％（H20） 施 小：50.9％ 表 小：36.3％ 小：100％

率 中：42.6％ 率 中：23.1％ 中：100％

4 学校評価制度（県立学校への第三者評価制度の導入） 高校2校,特別支援 H25までに
学校1校試行中 制度を導入

5 公立学校の耐震化率の向上 高 ：47.0％ 高 ： 90％

※耐震化率 …… 全建物のうち、耐震性がある棟数（昭和57年以降 特 ：82.6％ 特 ：100％

建築の棟数、昭和56年以前建築で耐震性がある棟数、 小中：58.7％ 小中： 80％

耐震補強済みの棟数）の割合を指す。 幼 ：55.6％ 幼 ：100％

6 学校地域安全マップを全ての小学校において作成 82.0％(H19) 全ての小学校

４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

指 標 現況値 目標値

2 ・県指定文化財の新規指定件数 231件(H21.1) 15件

５ スポーツの振興

指 標 現況値 目標値

1 総合型地域スポーツクラブを設立（平成28年度目標） 16市町 31ｸﾗﾌﾞ 旧39市町村(H28
2 県民（成人）の運動・スポーツ実施率 44.3％(H16) 50％以上

3 国民体育大会 常時30位台の成績を確保 46位(H20) 常時30位台

６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

指 標 現況値 目標値

1 「鳥取県教育振興基本計画」数値目標達成率 0％ 100％

2 市町村教育委員会の「指導主事」配置率 17市町村 全市町村



鳥取県教育振興基本計画別冊

平成21年度「アクションプラン」

平成２１年３月２０日

鳥取県教育委員会



基本理念

「自立した 心豊かな 人づくり」

【鳥取県教育のめざす人間像】

∇「自立して」生きていく

・生きていくために、必要な知識・技能・教養などを身につけ、学び続ける人

・自ら考え、判断し、実行する力を身につけた人

・自らの個性、特性を大切にしつつ、夢や希望に向かって主体的に生きていく人

∇「社会の中で、社会を支えて」生きていく

・社会の一員としての自覚を持ち、規範意識や社会のルール・マナーを身につけた人

・社会の様々な場面において、人々との関わりを大切にしながら、主体的に活動したり、貢献
する人

∇「健やかで、心豊かに」生きていく

・心や体の健康を大切にし、進んで健康づくりに取り組む人

・優しさや思いやり、たくましさ、感動する心、コミュニケーション能力、勤勉さや忍耐力など
の豊かな人間性を身につけた人

・文化・芸術活動、スポーツ活動、読書活動、奉仕活動などを通じて心豊かに生きていく人

∇「ふるさと鳥取県に誇りを持ち、一人ひとりを大切にして」生きていく

・地域、ふるさとに愛着や誇りを持ち、仕事や活動を通じて地域やふるさとに貢献する人

・美しい自然、歴史と伝統を守り次代に受け継ぐ人

・自他ともに尊重し、他者の立場や人権を大切にする人



目 次 ＝ 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策 ＝

Ⅰ 平成２１年度アクションプランの概要

Ⅱ 平成２１年度アクションプラン

１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

【施策目標】 (１)社会全体（学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体・企業・地域社会・行政）

で取り組む教育の推進

(２)教育の原点である家庭教育の充実

(３)活力ある地域社会をつくる生涯学習の環境整備と活動支援

２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

【施策目標】 (１)学力向上の推進

(２)豊かな人間性、社会性の育成

(３)健やかな心身の育成

(４)社会の進展に対応できる教育の推進

(５)幼児教育の充実

(６)特別支援教育の充実

３ 学校教育を支える教育環境の充実

【施策目標】 (１)児童・生徒減少期における学校の在り方

(２)教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校運営の推進

(３)使命感と指導力を備えた教職員の養成・確保・配置

(４)安全・安心な教育環境の整備

(５)私立学校への支援の充実

４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

【施策目標】 (１)文化・芸術活動の一層の振興

(２)文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり

５ スポーツの振興

【施策目標】 (１)心豊かで活動的な地域スポーツ社会の構築

６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

【施策目標】 (１)県民との協働による開かれた教育行政の推進

(２)市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進
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平成２１年度アクションプランの概要

１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

(１)社会全体（学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体・企業・地域社会・行政）
で取り組む教育の推進

地域との連携を促進し、「放課後子ども教室」や「学校地域支援本部」 【主な事業】

の取組を積極的に行います。 また、企業との連携を促進するため、「鳥 ∇地域による学校支援推進事業（学校地域支援本部事業）

取県家庭教育推進協力企業」の加盟企業数を増やし、230社を目指しま ∇ケ－タイ・インタ－ネット教育啓発推進事業

す。さらに、携帯電話やインタ－ネットの問題については、フィルタ (再掲2-(4))
リングソフトの導入促進を図るとともに、各種啓発活動を行います。 ∇企業との連携による子育て環境整備事業

∇放課後子ども教育推進事業

(２)教育の原点である家庭教育の充実

子育て経験者、民生委員などの専門家が連携し、家庭教育支援の充 【主な事業】

実を図るとともに、相談員を配置し、子育て相談等へのアドバイスを ∇心とからだいきいきキャンペ－ン(食･読･遊･寝)推進事業

行います。また、子どもたちに、望ましい基本的生活習慣の定着が図 ∇家庭教育支援基盤形成事業

られる事を目指して、心とからだいきいきキャンペ－ンに積極的に取 ∇家庭教育啓発相談事業

り組みます。

(３)活力ある地域社会をつくる生涯学習の環境整備と活動支援

県民に生涯学習の機会を提供する「未来をひらく鳥取学」を開催す 【主な事業】

るほか、社会教育主事の資格取得促進のための取組を行います。また、 ∇とっとり県民カレッジ事業

公民館や船上山少年自然の家、大山青年の家などの社会教育施設の機 ∇社会教育主事養成事業

能強化を行うとともに、くらしに役立つ図書館推進事業等による図書 ∇家庭での読書活動支援事業

館機能の充実や企画展の充実等による博物館機能の充実を図ります。 ∇船上山少年自然の家・大山青年の家の利用促進

さらに、人権学習プログラムを作成・普及等人権尊重のまちづくり推 ∇くらしに役立つ図書館推進事業

進の支援を行います。読書活動では、「大人も子どもも読書キャンペ－ ∇市町村・学校図書館協力支援事業

ン」の展開、「読書活動推進フォ－ラム」の開催を行います。 ∇博物館企画展の開催

２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(１)学力向上の推進

各種研修の開催等により教員の授業力・指導力の向上を図り学力向 【主な事業】

上を推進します。また、地域産業と連携し、キャリア教育や実践的起 ∇エンジョイ！イングリッシュプロジェクトｉｎ鳥取

業家教育（アントレプレナ－教育）に取り組みます。さらに、「科学ゼ ∇理科支援員配置事業

ミナ－ル」や「楽しむ科学教室」などを開催し、科学的思考力を養う ∇楽しむ科学まなび事業

とともに、小学校における英語教育の充実を図ります。 ∇次世代改革高校生学力向上推進事業

∇実践的起業家教育(アントレプレナ－)推進事業

∇キャリア教育充実事業
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(２)豊かな人間性、社会性の育成

鳥取県道徳教育研究大会の開催により道徳教育の一層の充実を図る 【主な事業】

とともに、教職員等の研修の充実により人権学習の推進を図ります。 ∇鳥取県道徳教育研究大会の開催

また、司書教諭の全校配置等により学校における読書活動の推進を図 ∇人権教育実践事業

るほか、ソ－シャルスキルトレ－ニングや「心のふれあいプロジェク ∇ソ－シャルスキル（対人関係構築能力）育成事業

ト」、本物の文化・芸術に触れる機会の提供などに取り組みます。さら ∇心のふれあいプロジェクト指導者養成事業

に、いじめ問題などに対応するため、スク－ルカウンセラ－や子ども ∇豊かな体験活動推進事業

と親の相談員の配置や教育相談事業の充実、青少年の自立支援活動を ∇スク－ルカウンセラ－活用事業

行っている団体の支援等を行います。

(３)健やかな心身の育成

新学習指導要領の周知・徹底や指導者講習会などにより学校体育の 【主な事業】

教育指導力の向上を図ります。また、 体力テストの分析・検討により ∇学校体育推進事業

児童生徒の体力向上を図るとともに、研修会などにより運動部活動に ∇児童生徒の体力向上事業

かかわる指導者の資質向上を図ります。さらに、性教育に関する様々 ∇運動部活動推進事業

な研修会の開催や性教育推進委員会の設置などにより性教育の充実を ∇心や性等の健康問題対策事業

図ります。食育や健康教育では、地産地消の推進や栄養教諭を中核と ∇学校における食育推進事業

した食育の推進及び、専門家（医師、助産師、臨床心理士等）、スク－

ルヘルスリ－ダ－の派遣等により心や性等の健康教育の充実を図りま

す。

(４)社会の進展に対応できる教育の推進

携帯電話やインタ－ネット等に対する情報モラル教育を推進するた 【主な事業】

めの研修会を行います。また、「鳥取県ジュニア郷土研究大会」の開催 ∇ケ－タイ・インタ－ネット教育啓発推進事業

や体験活動の推進などにより鳥取県に愛着を持った人材の育成を行い (再掲1-(1))

ます。さらに、「鳥取県版環境管理システム」認定のための支援や環境 ∇ジュニア郷土研究応援事業

教育推進活動により環境教育の推進を行います。 ∇県立高校環境教育推進事業

(５)幼児教育の充実

研修の充実やアドバイザ－の派遣などにより幼稚園教員及び保育士 【主な事業】

の指導力向上や幼児教育専任指導主事の園訪問などにより幼児教育の ∇次代に生きる子どもを育てる幼保小接続推進事業

充実を行います。また、幼保小接続の実践の推進や小学校教員の幼稚 ∇地域ごとの幼保小連携教育推進研修会の開催

園・保育所における長期社会体験研修に取り組みます。さらに、「鳥取 ∇鳥取県幼保小連携推進会議の開催

県幼児教育振興プログラム」の改訂に取り組みます。 ∇鳥取県幼児教育振興プログラムの改訂

∇幼稚園教員・保育士の指導力向上事業

∇認定こども園普及促進事業

∇子育て応援市町村交付金事業

（市町村保育リーダー配置事業）

(６)特別支援教育の充実

指導改善等のため、モデル地域の指定や研修会等を開催し、「個別 【主な事業】

の教育支援計画の策定率」80％以上、「個別の指導計画の作成率」100 ∇特別支援学校就労促進事業

％を目指します。また、専門家の活用や研修、専門免許保有率の向上 ∇特別支援学校における教育の在り方検討事業

などにより教員の資質向上を図ります。さらに、各圏域（東中西部圏 ∇発達障害等、特別支援教育総合推進事業

域）ごとの相談体制の確立などにより保護者等への支援を図るほか、

学校間交流、居住地域交流などにより交流及び共同学習を推進します。
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(１)児童・生徒減少期における学校の在り方

「高等学校再編計画」を策定し、鳥取県の次代を支える人材の育成 【主な事業】

に向けた高等学校の在り方を示します。また、小中学校においては、 ∇高等学校改革推進事業

市町村教育委員会との連携や支援を行います。

(２)教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校運営の推進

県民に信頼される学校づくりのため、学校関係者評価の公表率は小 【主な事業】

学校73％(86校)、中学校は71％(34校)を目指すとともに、学校評議員 ∇第三者評価導入事業

制度の設置率を小学校は98.6％(137校)、中学校は96.7％(58校)を目 ∇県立高校裁量予算学校運営費

指します。また、県立高等学校においては、第三者評価をモデル的に ∇新しい職等の設置

実施し、平成22年度の全校実施を目指します。さらに、学校の自立度 ∇少人数学級の継続実施

を高めるため県立学校裁量予算制度を充実するとともに、小学校１、 ∇学校評議員制度等の普及啓発

２年生及び中学校１年生における少人数学級は継続して実施します。 ∇教職員心の健康対策事業

教職員の過重負担等の解消や健康問題への対応では、業務分担の見直 ∇教職員の加重負担・多忙感の解消

し、適切な加配措置、国の外部人材活用事業等の積極的な活用による

学校の体制づくりを行うほか、メンタルヘルスケアの研修会の開催や

相談体制を充実することにより、精神疾患による休職者数の減を目指

します。

(３)使命感と指導力を備えた教職員の養成・確保・配置

教職員評価・育成制度の実施により、教職員の人材育成及び資質能 【主な事業】

力の向上を図るとともに、「エキスパ－ト教員認定制度」により、優 ∇授業力リ－ダ－養成「エキスパ－ト教員認定制度」

れた教育実践を行っている教員の高い技術の普及を行います。また、 ∇教職員研修費

教育センタ－等が実施する各種研修により、教職員の資質や指導力の ∇教職員研修事業、学校教育支援事業

向上を図ります。 ∇教職員評価・育成制度の評価者研修の充実

(４)安全・安心な教育環境の整備

県立学校の耐震化計画を策定するなど公立学校の耐震化を促進しま 【主な事業】

す。また、学校の安全対策のために、全ての学校で「学校安全に関す ∇県立学校耐震化推進事業

るマニュアル」を作成するとともに、小学校における「学校地域安全 ∇学校安全対策事業

マップ」は90％の学校が作成することを目指します。学校図書や教材 ▽学校給食指導費

に関しては、県立学校の図書室の蔵書の充実と、小中学校における基 ∇学校における食育推進事業

礎学力の定着に向けた教材開発を行います。 ∇読書指導の充実

∇みんなでチャレンジ教材開発事業

(５)私立学校への支援の充実

私立学校の学力検討委員会で検討された学力向上事業やより機能的 【主な事業】

な学校評価システムを構築するため取組に対して支援を行いますま ∇私立高等学校等運営費補助金、私立幼稚園運営費補助金

た、私立学校の耐震化に対する支援を行うほか、運営費に対する支援 ∇活力と魅力あふれる私立学校支援事業

や授業料の軽減を図るための助成を行います。 ∇私立学校施設整備費補助金

∇私立幼稚園保育料軽減事業補助金
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４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

(１)文化・芸術活動の一層の振興

芸術家、団体等に対する支援や「鳥取県総合芸術文化祭」の開催支 【主な事業】

援等を行います。また、全国の地域芸能活動を一堂に集めた「日本の ∇鳥取県文化芸術活動支援補助金

まつり2009鳥取」を開催します。さらに、小学校の音楽の授業にオ－ ∇鳥取県総合芸術文化祭開催事業

ケストラ楽団員によるワ－クショップを体験する機会をモデル事業と ∇日本のまつり2009とっとり開催事業

して提供するほか、ア－トスタ－トの取組を行う団体への支援、「ジ ∇小学校における音楽ワ－クショップ体験モデル事業

ュニア美術展覧会」を開催します。 ∇ア－トスタ－ト「次世代鑑賞者育成事業」

∇鳥取県ジュニア美術展覧会開催事業

(２)文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり

世界遺産登録を視野に入れ、三徳山の調査研究や情報発信を行うと 【主な事業】

ともに、妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡について、シンポジウムなど ∇三徳山調査活用推進事業

のイベント開催などにより積極的に県内外に情報発信を行います。ま ∇情報発信「とっとり弥生の王国」

た、民俗芸能フォ－ラムの開催など伝統芸能の支援を行います。さら ∇伝統芸能等支援事業

に、妻木晩田遺跡の展示・体験スペ－ス等を完備したガイダンス施設 ∇妻木晩田遺跡調査整備事業（ガイダンス施設）

の建設を行い、平成22年４月の開館を目指します。

５ スポーツの振興

(１)心豊かで活動的なスポーツ社会の構築

県民スポ－ツ・レクリエ－ション祭やトリピーフェスタを開催すると 【主な事業】

ともに、総合型地域スポ－ツクラブは旧３９市町村単位での設置を目 ∇スポ－ツ・レクリエ－ション事業

指します。さらに、ジュニア期における選手強化や社会人クラブチ－ ∇レクリエ－ション活動支援事業

ムの支援等により競技力向上を図ります。 ∇とっとり広域スポ－ツセンタ－事業

∇競技力向上対策事業費

６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

(１)県民との協働による開かれた教育行政の推進

教育委員が学校現場の課題やニ－ズを直接把握するため、スク－ル 【主な事業】

ミ－ティングを年６回開催します。 また、ホ－ムペ－ジや教育だよ ∇知りたい！聞きたい！開かれた教育づくり事業

り「とっとり夢ひろば」などを活用し、教育委員の顔の見える化を図 ∇鳥取県教育委員会費

ります。また、県民や学校現場などの意見を生かしながら、確実に鳥 ∇鳥取県教育審議会費

取県教育振興基本計画を推進していきます。 ∇鳥取県教育振興基本計画事業

(２)市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進

市町村教育委員会との情報共有や委員研修会の開催、町村教育委員 【主な事業】

会の要請に応じて地域教育担当指導主事の派遣を行います。また、学 ∇市町村教育委員会教育委員研修事業

生教育ボランティアの推進や県内高等教育機関が行う環境分野の研究 ∇町村教育委員会支援事業

に対する助成を行うとともに、県内高等教育機関と連携して科学的な ∇学生教育支援隊活用事業

思考力を高める取組を行います。 ∇高等教育機関等支援事業

∇楽しむ科学まなび事業
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１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

(１)社会全体(学校・家庭・ＰＴＡやＮＰＯなど各種団体・企業・地域社会・行政)で取り組む
教育の推進

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①地域の教育環境や人材など教育資源の □放課後子ども教室推進事業【家庭・地域教育課】
有効活用 ○ 子どもの安全・安心な居場所づくりを推進する。

○ 公民館等が地域の教育環境や人材などの教育 ・ 放課後や週末に小学校の余裕教室等を活用し、地域の方々の参画を得て、

資源を有効に活用し、各世代が子どもと接点を 子どもたちとともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の

持ちながら地域の教育力の向上につながる取組 取組を実施

みを推進できるよう支援する。 （実施市町村数）９市町村（Ｈ２０：９市町村）

②社会教育関係団体のネットワーク化と □地域による学校支援推進事業（学校支援地域本部事業）
活動の活性化 【家庭・地域教育課】（再掲２(1)）
○ ＰＴＡをはじめとする社会教育関係団体のﾈｯﾄ ○ 地域住民の活用を一層促進して地域が学校を支援する体制を構築する。

ﾜｰｸ化の推進と活動の活性化を図る。 ・ 地域に学校を支援するためのコーディネーターを配置し、教員に代わって

地域住民への学校行事･授業等への協力要請や地域人材の発掘等を実施

③社会全体の協働・連携による家庭・地 （実施箇所数）８箇所（Ｈ２０：２箇所）

域教育支援の機運醸成と取組みの促進
○ 企業等も含めた社会全体で家庭教育を支援す □社会教育団体等による地域づくり支援事業【家庭・地域教育課】
る機運を醸成するとともに、取組みを促進 ○ 社会教育関係団体やＮＰＯ等の教育力を活用し、健やかに子どもたちを育む

地域づくりを促進するとともに、社会教育関係団体の指導者養成等を行う。

④青少年を有害情報から守る取組促進 ・ 社会教育関係団体等の特色を生かしたモデル的取り組みを委託実施

○ 青少年の健全育成を推進するため、メディア ・ 社会教育関係団体の指導者育成等の経費の一部を助成

等による有害情報から守る取組みを促進する。

□企業との連携による子育て環境整備事業【家庭・地域教育課】
⑤人権教育の推進 （再掲２(5)、１(2)）

○ 社会全体で人権教育に取り組み、一人ひとり ○ 企業・事業所における家庭教育に配慮した職場環境づくりを推進し、子育て

がより良い生き方について考え、それを実現し 環境やワーク・ライフ・バランスの一層の整備促進を図る。

ようとする権利の主体者の育成 ・ 企業が進める家庭教育環境づくり（企業との協定締結）

・ 企業への家庭教育講師の派遣

⑥今日的課題についての生涯学習機会の ・ 「家族のきずな」写真コンテストの実施

提供【再掲１‐(３)】 （協力企業数）２３０社（Ｈ１９：１２６社）

⑦親や大人がモデルを示す運動の推進 □ケータイ・インターネット教育啓発推進事業【家庭・地域教育課】
【再掲１‐(２)】 （再掲２(4)、３(4）
○ 青少年の健全育成には、親や大人の役割や責 ○ フォーラムの開催等により、緊急・幅広に地域や保護者への啓発を図る。

任も大きいことから、大人自身が自らの行き方 ・ ケータイ･インターネットとの接し方フォーラム

を見直し、実際の行動に結びつける運動を推進。 ・ ケータイ･インターネットの正しい使い方講座

・ ケータイ･インターネット教育啓発講師の派遣

□基本的生活習慣の定着等による学力向上促進事業
【家庭・地域教育課】（再掲１(2)、２(1)）
○ ＰＴＡと連携・協力し、「基本的生活習慣の定着」に取り組む。

・ 基本的生活習慣定着モデル事業の実施

・ 家庭教育フォーラムの開催

□「おやじの会」との連携による地域教育力向上事業
【家庭・地域教育課】（再掲２(1)、２(2)）
○ 「おやじの会」と連携し、地域の教育力を高める。

・ 学習支援の場の創出

・ 体験活動支援の場の創出

□高校生マナーアップ推進事業【高等学校課】
○ 社会の一員として望ましい在り方・生き方の自覚を高め、高校生の規範意識

の向上を図るため、大人が手本となり県民全体で高校生を見守り育てる運動を

展開する。

・ 「高校生さわやかマナーアップ運動」の実施

・ 各学校における服装・マナー指導の充実

□人権尊重のまちづくり推進支援事業【人権教育課】（再掲１(3)）
○ 地域における人権学習会の充実を図る。

・ 人権教育指導者、推進者の養成研修の実施ならびに人権学習プログラムの

作成、普及
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□青少年育成対策推進費【青少年・文教課】
○ 青少年を有害情報から守るためフィルタリングソフトの導入率の向上を図る。

・ 青少年育成鳥取県民会議と連携するなどして有害情報に対する正しい理解

力、判断力を養成するため青少年に対する啓発、携帯電話販売事業者等への

指導を推進する。

□中部地区社会人権・同和教育担当者研修会の開催【中部教育局】
（再掲１(3)）
○ 人権教育担当者、人権教育推進員等が一堂に会し、課題解決に向けた研修を

行い、市町における人権教育の充実を図る。

・ 講演・研究協議・ワークショップ・現地研修等

□学社連携の推進【東部教育局】（再掲１(3)）
○ 学校教育と社会教育が一体となって、地域で子どもたちを育てていくことを

目的に東部地区における学校と公民館を核にして地域と結びついた学社連携を

推進する。

・ 公民館、学校への訪問等による学社連携について情報提供や助言

（学社連携に取り組む公民館数） １０館（H２０＝２館）

□学社連携による生涯学習の推進【中部教育局】（再掲１(3)）
○ 生涯学習の成果を生かし、学校を支援する取組を行うことにより、地域の教

育力再生・充実と子どもたちの生きる力の育成を図る。

・ モデル地域の設定、学社連携の推進へ向けての情報提供、助言

（平成２３年 各市町１地域以上（Ｈ２０＝２市町））

□関係団体等と連携した「大人が変われば子どもも変わる運
動」の展開【青少年文教課】（再掲１(2)）
○ 青少年育成鳥取県民会議と連携し、「大人が変われば子どもも変わる運動」を

積極的に展開し意識啓発を図る。

□心とからだいきいきキャンペ－ン推進事業【教育総務課】（再掲１(2)）
□PTA指導者支援事業【各教育局】（再掲１(2)）
□学力向上支援プロジェクト【小中学校課】（再掲２(1)）

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇心とからだいきいきキャンペ－ンの 100％ 100％
保護者認知・実施率【再掲１－（２）】 就学前・小学校を重点に啓発活動を実施

(41.3％:H20保護者認知率)

∇自治会単位の「人権学習会（小地域 19市町村 全市町村
懇談会）」実施市町村 (19市町村)

（Ｈ20:18市町村）

∇「鳥取県家庭教育推進協力企業」認 230社 280社 400社(H30)
定企業数【再掲１－（２）】 82％ 100％

(162社:H20.12)

∇学校支援地域本部設置数 10箇所 10箇所
(2箇所:H20)

∇放課後子ども教室設置市町村数 14市町村 14市町村
(9市町村:H20)

・〔東部地区〕４年で学社連携の取組
を行う公民館数 ２館 ２館 ２館 ２館 ８館

・〔中部地区〕学社連携推進モデル地 ３市町 ４市町 ５市町
域の指定 60% 80% 100% 各市町５地域

・〔西部地区〕学校・家庭・地域が連
携した具体的な取組を実施している 100％ 100％
市町村実施率

・〔西部地区〕子どもを中心とした地
域の教育力の向上に向けた具体的取
組を実施している市町村実施率 100％ 100％
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１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

(２)教育の原点である家庭教育の充実

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①家庭における学びの習慣づくり【再掲２ □家庭教育支援基盤形成事業【家庭・地域教育課】
‐(１)】 ○ 子育て経験者、民生委員、保健師などの専門化が連携し、チームを構成し支

○ 家庭での学習や生活習慣が子どもの学力に与 援するなど、身近な地域における家庭教育支援の充実を図り、家庭の教育力の

える影響を周知し、学校と家庭が協力した家庭 向上に資する。

における学びの習慣づくりに関する施策を展開 ・ 家庭教育支援者育成セミナーの開催

○ 家庭での自学自習の習慣化の促進 ・ 市町村事業への助成

○ 予習・復習を求める授業の展開

□家庭教育啓発相談事業【家庭・地域教育課】（再掲２(5)）
②家庭教育に関する親の多様な学びの場 ○ 保護者自らが自主的に学習と実践を行おうとする機運を醸成するともに、悩

の充実 みや不安を抱える保護者等の負担を軽減する。

○ 子育てに関する学習機会や情報の提供、相談 ・ 啓発冊子、インターネットや新聞等による、子育てに対する啓発・支援

や専門的な人材育成などを関係機関が連携して ・ 電話相談に応じる相談員を配置し、子育て相談等へのアドバイスの実施

行い、多様な学びの場を創出

□PTA指導者支援事業【各教育局】（再掲１(1)）
③幼稚園・保育所等を活用した子育て支 ○ PTA活動等の充実を図るため PTAを対象に研修会を開催する。
援の促進 ・ PTA組織の指導者養成研修会の開催
○ 幼稚園、保育所及び地域子育て支援センター

が有する人的・物的資源を活用した施設の開放、 □心とからだいきいきキャンペ－ン推進事業【教育総務課】（再掲１(1)）
保護者同士の交流、情報の提供、子育てに係る ○ 子どもたちの基本的生活習慣の定着を図ることを目指して、各種啓発活動を

相談・助言などにより子育ての支援の促進 実施する。

・ キャンペーンサポーター（仮称）の募集・活用、啓発カルタの募集

④企業による家庭教育支援の促進 ・ 関係機関・団体との積極的な連携による事業の展開

○ 新たな家庭教育推進協力企業の増加と、協定 （保護者認知率）１００％（Ｈ２０＝４１.３％）

締結企業の取組の継続を目指す

男女共同参画推進企業認定制度など他制度等 □企業との連携による子育て環境整備事業【家庭・地域教育課】
との連携による企業による家庭教育支援の促進 （再掲１(1))

⑤親や大人がモデルを示す運動の推進 □基本的生活習慣の定着等による学力向上促進事業
【再掲１‐(１)】 【家庭・地域教育課】（再掲１(1)、２(1)）

□関係団体等と連携した「大人が変われば子どもも変わる運
動」の展開【青少年文教課】（再掲１(1)）

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇心とからだいきいきキャンペ－ンの 100％ 100％
保護者認知・実施率【再掲１－（１）】 就学前・小学校を重点に啓発活動を実施

(41.3％:H20保護者認知率)

∇「鳥取県家庭教育推進協力企業」認 230社 280社
定企業数【再掲１－（１）】 82％ 100％ 400社(H30)

(162社:H20.12)

∇朝食喫食率【再掲２－（３）】
小学５年：89.6％(H19) 小 95％ 98％ 99％ 100％ 100％
中学２年：87.9％(H19) 中 92％ 95％ 98％ 100％ 100％
高校２年：80.3％(H19) 高 88％ 92％ 96％ 100％ 100％

∇学校以外で平日60分以上学習(宿題
や予習・復習)している児童生徒の
割合【再掲２－（１）】

小学６年：52.6％(H20) 60％ 60％
中学３年：63.7％(H20) 70％ 70％
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１ 生涯にわたって自ら学び、社会全体で子どもたちを育む体制づくり

(３)活力ある地域社会をつくる生涯学習の環境整備と活動支援

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①生涯を通じて学ぶことができる環境づ □自主的な生涯学習支援事業【家庭・地域教育課】
くりの推進 ○ 県民自らが企画実施する生涯学習活動の成果を発表するイベント（フェステ

○ 県民に生涯にわたって学べる場を提供する。 ィバルや展示会等）の経費を支援し、その意欲を刺激する。

○ 学習成果を地域や家庭などに還元したり、様 ・ 小規模フェスティバル、合同発表会等に取り組む生涯学習活動団体に開催

々な社会問題の解決に向けた実践ができる人材 経費の一部を助成

育成の推進

□とっとり県民カレッジ事業【家庭・地域教育課】
○ 県民が生涯学習に関わるきっかけづくりとして、総合的・体系的な学習機会

を提供する。

・ 主催講座「未来をひらく鳥取学」の開催

東・中・西部会場ごとに座学コース（各会場：３００人募集）・専門コース

を実施

・ 連携講座：１４９機関７５０講座を内容により６コースに体系化して紹介

・ 受講講座数に応じて、「奨励賞」「とっとりマナビスト」「とっとりマスター」

②公民館等社会教育施設の機能の強化と の称号を授与

利用促進 （とっとりマスター）２人（Ｈ２０：１人）

○ 社会教育施設が、地域の「学習」「人づくり・

地域づくり」の拠点として機能するよう支援 □社会教育主事養成事業【家庭・地域教育課】
○ 「鳥取県における公民館振興策」を推進 ○ 社会教育主事資格取得を促進し、県及び市町村教育委員会の生涯学習・社会

○ 高校生を始めとする青少年が積極的に関わる 教育推進のレベルアップ、体制整備を図る。

ことができるような取組みの推進 ・ 社会教育主事資格取得のためのエルネット講習の開催

○ 船上山少年自然の家や大山青年の家において ・ 宿泊研修、現地研修、事業計画立案の実際に関わる研修の企画・運営

は、幼児や高齢者にも対応するなど、あらゆる （受講者数）１０人以上（Ｈ２０：２人）

世代の利用促進を図る。

□船上山少年自然の家・大山青年の家利用促進【家庭・地域教育課】
○ 自然を利活用し、青少年等に対して様々な体験活動を提供している船上山少

年自然の家及び大山青年の家の利用促進を図る。

▽船上山少年自然の家運営費 ▽船上山少年自然の家事業費

▽船上山少年自然の家ダム湖利用整備事業

▽大山青年の家受入事業 ▽「大山」自然が友だち ときめき”本物”体験事業

・ 各種主催事業の積極的な企画、実施

・ 新たなプログラム開発

・ 利用団体のニ－ズに応える活動支援の充実

・ 指導員派遣による出前指導の充実

・ 広報活動の充実

・ 自然体験活動指導者養成講座の実施

（数値目標）＜船上山少年自然の家＞年間利用者数 ２５，４００人以上

年間利用団体数 ２７５団体以上

＜大山青年の家＞ 年間利用者数 ３０，０００人以上

年間利用団体数 ３５０団体以上

□青少年社会教育施設改善充実事業【家庭・地域教育課】
③今日的課題について生涯学習機会の提 ○ 利用者のニーズに対応し、より多くの利用促進を図るため、緊急性の高いも

供【再掲１‐(１)】 のから必要な改修等を行う。

○ 今日的課題に対応できる学習機会の積極的な

提供 □生涯学習センター運営費及び改修費【家庭・地域教育課】
○ 生涯学習及び社会教育の拠点施設としての施設の管理運営を円滑に行うため、

指定管理者に施設の管理運営を委託する。

○ 利用者のニーズに対応し、より多くの利用促進を図るため、緊急性の高いも

のから必要な改修等を行う。

□地域づくりの拠点としての公民館振興事業【各教育局】
○ 市町村における生涯学習・社会教育の推進を図るため、公民館長等を対象と

した研修会を開催する。

・ 公民館職員・社会教育主事等企画能力向上研修の開催

□生涯学習だより「わくわく中部」の発行【中部教育局】
○ 市町の生涯学習・社会教育の推進のため、生涯学習・社会教育にかかる様々

な情報提供を図る（中部教育局のホームページ上の掲載、各市町へ送付）。



- 9 -

□中部地区社会教育担当者研修会の開催【中部教育局】
○ 社会教育主事等社会教育担当者が一堂に会し、課題解決に向けた研修を行い、

市町における生涯学習・社会教育の充実を図る（講演・研究協議・ワークショ

ップ等）。

□学社連携の推進【東部教育局】（再掲１(1)）
□学社連携による生涯学習の推進【中部教育局】（再掲１(1)）

④人権学習の推進 □人権尊重のまちづくり推進支援事業【人権教育課】（再掲１(1)）
○ 人権尊重のまちづくりの推進 □中部地区社会人権・同和教育担当者研修会の開催【中部教育局】

（再掲１(1)）

⑤読書活動の推進による知の地域づくり □家庭での読書活動支援事業【家庭・地域教育課】（再掲２(2)）
○ 幅広い世代への読書活動の浸透と県民が本に ○ 企業文庫を設置し、従業員が本を借りやすくすることで、家庭で親子が一緒

親しむ「知の地域づくり」を推進 に読書に取り組める環境を整える。

○ 若桜鉄道の駅舎に本を整備することで、通学中の中・高校生や、若桜鉄道を

利用する方が、本に親しむことができる環境を整える。

□読書活動推進事業【家庭・地域教育課】（再掲２(2)）
○ 県民の自主的な読書活動の取組定着を目指し、あらゆる世代の県民が本に親

しみ、家庭で、親子で読書を楽しむことが出来る環境づくりを進める。

・ 「大人も子どもも読書キャンペーン」の展開

・ 読書活動推進フォーラムの開催

・ 鳥取県子どもの読書活動推進委員会の開催

⑥図書館機能の充実 □鳥取県立図書館開館２０周年記念事業【図書館・臨時】＞
○ くらしや仕事に関する様々な情報収集を行い、 ○ 開館２０周年に当たり、これからの図書館に求められる役割を県民とともに

県民が自ら課題解決するための支援拠点とする。 検証する取組を実施（シンポジウム、記念イベントの開催）

○ 他の情報提供機関との連携・ﾈｯﾄﾜｰｸ化を進め、

それを活用した資料相談を拡充する。 □くらしに役立つ図書館推進事業【図書館】
○ 県民の仕事や生活に役立つ情報提供の徹底

・ 関係機関等との緊密な連携による「ビジネス支援」、「医療・健康情報サー

ビス」、「法情報サービス」等の推進

（「仕事応援講座」、「健康情報サービス講演会」、「知って安心!!くらしのため
の法律講座」他）

・ 各種文献情報を検索できる商用データベースや専門雑誌の充実

・ 「出前図書館」等による図書館利用の啓発 他

□市町村・学校図書館協力支援事業【図書館】
○ 市町村立図書館、学校図書館等を支援し、県内図書館ネットワークの要とし

て県全体の図書館サービスの高度化を図る。

・ 図書館間の資料搬送及び遠隔地利用者に資料を宅配する「物流システム」

の運用

・ 各種研修機会の提供、巡回相談等

・ 「鳥取県図書館横断検索システム」の運用による利便性向上

・ 県民の図書館利用研修会 他

□郷土情報発信事業【図書館】
○ すぐれた郷土資料（地域資料）の収集・保存を進め、資料の利用促進を図る

ためのデータベース化を進めるとともに、郷土資料の利用啓発、郷土出身者の

顕彰、郷土関係文学者に関する情報発信等を行う。

□子ども読書活動推進事業【図書館】
○ 図書館職員、学校・幼稚園・保育所職員及び保護者等に様々な研修機会を提

供し、「子どもに本を手渡す大人」を育てる。

□環日本海交流室開室１５周年記念事業【図書館・臨時】
○ 記念講演会、展示の実施

○ 従来の環日本海交流文化講演会、連続講座の記録をまとめた冊子を刊行

⑦博物館機能の充実 □企画展開催費【博物館】
○ 本県の自然、歴史、民俗、美術等について、 ○ 鳥取県の自然･歴史美術に関するものや世界的・全国的に貴重なものについ

展示、講演、体験活動等により、県民が楽しく て、資料、作品と研究成果等を企画展として広く県民に紹介する。

学び、感動を覚えるような「魅力ある県立博物 ・ 京の日本画(21年4月4日～5月10日)

館」づくりを推進 ・ ベルギー近代絵画のあゆみ－印象派からフォーヴへ－(21年7月22日～8月30

日)
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・ 挑戦！ 頭脳パズルボックス(21年10月10日～11月8日)

・ 前田昭博 白瓷の造形(21年11月21日～12月20日)

・ 新収蔵品展(22年1月16日～2月14日)

（企画展・常設展への入館者数）５．３万人（Ｈ２０＝５．３万人)

□博物館普及事業費【博物館】
○ 学校教育、社会教育、生涯学習の中で博物館を利用し、展示解説や体験活動

を通して、郷土の歴史や自然、芸術に関する知的感動を与える。

・ 館内外での各種講演会、ワークショップの開催や県内各地で移動博物館、

美術館の開催

・ 博物館資料を学校教育活動や児童生徒への学習に提供

（普及活動（講座、相談等）への入館者数）０．３万人（Ｈ２０＝０．３万人）

□自然事業費、人文事業費、美術事業費【博物館】
○ 資料の収集、修復や調査・研究を円滑に推進し、その成果を各種展示や教育

普及活動に反映する。

・ 学芸員による調査研究

・ 資料の製作、購入および修復、保存

・ 常設展示室の展示替え、メンテナンス

・ 郷土の美術作家や美術事業に関する調査

・ 美術作品のコレクションの充実

□山陰海岸学習館費【博物館】
○ 山陰海岸の美しい自然を学んでもらうための教育普及・調査研究等を行う。

・ 山陰海岸の磯場や海中で自然を学んでもらう観察会等の開催

○ 山陰海岸の地質や地形に関する県民の興味や関心を高めるため、山陰海岸の

ジオスポットについて学ぶ現地講座を開催する。

・ 山陰海岸ジオパークに関連した地質・地質を学ぶ講座を開催

（入館者数）０．７万人（Ｈ２０＝０．６万人）

□博物館サービス向上事業【博物館】
○ 博物館の利用者の利便性の向上を図るため、平成２１年４月から、次のよう

な開館時間の延長(拡充）を行う。

（４月～１０月の特別展示期間の土曜日、日曜日及び祝日は前９時～午後７時）

⑧高等教育機関との連携促進【再掲６‐ □高等教育機関との連携促進【図書館】（再掲６(2)）
(２)】 ○ 大学とのタイアップによる講座等の実施

○ 高等教育機関の公開講座等との連携を図り、 ・ 鳥取大学サイエンスアカデミー

住民が学習する機会の拡大 ・ 鳥取環境大学公開講座

その他随時協議のうえ事業を実施

○ 鳥取大学地域貢献事業への協力

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇とっとりマスター認定者数(1人:H20) 10人 10人

∇人権教育指導者養成講座受講者満足度 80%以上 80％以上

∇県立博物館の入館者数(6.1万人:H19) 6.3万人 6.4万人 6.6万人 6.7万人 6.8万人 6.8万人

∇公立図書館の個人貸出冊数 4.8 冊 4.9 冊 5.0 冊 5.1 冊 5.2 冊 5.2冊
(人口一人当たり) (4.65冊:H19) (全国15位以内)

・船上山少年自然の家利用者数 23,800人 24,200人 24,600人 25,000人 25,400人 25,400人
・船上山少年自然の家利用団体数 255団体 260団体 265団体 270団体 275団体 275団体
・船上山少年自然の家目標十分達成率 58％ 59％ 60％ 61％ 62％ 62％
・船上山少年自然の家主催事業応募者数 2,100人 2,150人 2,200人 2,250人 2,300人 2,300人

・大山青年の家利用者数（幼児） 900人 1,000人 1,100人 1,200人 1,300人 1,300人
・大山青年の家利用者数（高齢者） 500人 600人 700人 800人 900人 900人
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(１)学力向上の推進

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①児童生徒の目的意識の育成 □理科支援員等配置事業【小中学校課】
○ 地域や企業と協働し、県の経済や様々な社会 ○ 小学校に授業のサポートや実験の準備・支援、教材や物品の整理などを行う
動向についての体験活動や探究的な学習を深め、 理科支援員を配置したり、発展的な授業を行う特別講師を派遣したりすること
自らの問題として考える気運を醸成 で、小学校５・６年生の理科の授業を充実させる。
○ 進路や生きる意味を考える等の講演会など、
児童生徒に自らの進路を考えさせる取組みを推 □学力向上支援プロジェクト【小中学校課】（再掲１(1)）
進 ○ 子ども達の学力や学習の状況、また学校の課題などの情報を地域と共有し、
○ 中・高・大学が連携した取組の充実により、 地域とともに子ども達の学力向上の取組を支援する。
生徒の上級学校への進学意欲を高める。
○ 読書活動を通して、児童生徒が自らの将来に □エンジョイ！イングリッシュプロジェクトｉｎ鳥取【小中学校課】
夢や目標を抱く取組みを推進 ○ 新学習指導要領で位置づけられた小学校５・６年生の外国語活動の円滑な導
○ 科学やものづくりに触れ、その素晴らしさを 入に向けて、英語に慣れ親しみ、英語でコミュニケーションを図ろうとする積
体験し、科学的思考力などを養う機会を増やす 極的な態度の育成を推進するため、全市町村に拠点校を設ける。
○ 頑張る大人の姿を児童生徒に紹介するなど、
進路指導やキャリア教育の充実を図る。 □鳥取県教育スタンダードの策定【小中学校課・高等学校課】
○ 個々の生徒に応じたきめ細かな進路指導や科 ※ 「鳥取県教育スタンダード」は、現在内容、活用方法等検討中であり、策定
目選択指導を行う。 後は、学校や児童生徒、地域に示す予定
○ 就職に必要な資格取得の促進

□次世代改革高校生学力向上推進事業【高等学校課】
○ 次代の鳥取県を担う人材を育成するため、生徒に進路選択のための大学等の

②家庭における学びの習慣づくり【再掲１ 訪問を行わせ、学習に向かうモチベーションを高めるとともに、予備校等のノ
‐(２)】 ウハウを吸収して教員の進学指導のスキルアップを図り、進学に必要な学力の

向上を図る。また、基礎学力が身についていない生徒に対しては、学生教育ボ
③基礎学力の確実な定着 ランティアを活用して、学習をフォローアップする。

○ 長期休業の総日数や授業時間の弾力化より学 ・ 進路選択のための大学・企業等での生徒研修事業（学校裁量予算実施）
習時間を確保 ・ 進学指導スキルアップ教員研修事業
○ 各学校における放課後学習・補充授業の推進
○ 少人数指導やティームティーチングなど一人 □地域産業の担い手育成プロジェクト事業【高等学校課】
ひとりを大切にしたきめ細かな指導の推進 ○ 学校が地域産業を理解し、教育内容の水準を高めていくために、学校が産業
○ 学校教育ボランティアの授業等への活用推進 界と連携して人財育成を行っていくシステムや実践していくための協力体制を

構築する。
④進路実現に向けて、一人ひとりの学力 ・ 専門高校と地元産業界を中心に大学、行政を加えた「人財育成連携推進委

を伸ばす教育 員会」を設置し、ここで検討したモデルプログラムを実施する。

○ 探求（探究）的な学習を行った成果発表会や
各教科における言語活動等の充実 □実践的起業家教育(ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰ)推進事業【高等学校課】
○ 科学技術の発展に寄与するため、理数教育を ○ 経営者・創業者を生み出すためだけの教育ではなく、高校生が実社会と関わ
重視する。 る中で、新しい物の見方や考え方ができる創造力や判断力、人を説得し周りを
○ 国際化社会に対応した外国語教育の充実 巻き込んでいくコミュニケーション力、新しいアイディアを実行するために必

要なチャレンジ精神や決断力などを育成する。
⑤教員の授業力向上【再掲３‐(３)】 ・ 地域産業と連携し、可能な限り企業体に近い運営方法による実践プログラ

ムを調査研究する。

⑥カリキュラム改善 □キャリア教育充実事業【高等学校課】
○ 高等学校の学科・コースを社会のニーズに応 ○ 生徒が自分の将来に明確な目標を持ち、社会人・職業人として自立していけ
じ、新しい社会を創造できるものへ改編 るように、社会のニーズ等を踏まえ、生徒一人一人の特性に応じた進路指導の
○ 地域産業と連携した専門高校のカリキュラム 改善や資格取得の促進を行うなど、キャリア教育の充実を図る。
の改善 ・ 就職支援相談員の配置（定数）
○ 体験活動や探究（探求）的な学習をカリキュ ・ 農業後継者のつどいに対する助成
ラムに取り入れ、生徒のチャレンジ精神、創造 ・ 県外先進地農家留学研修
力、コミュニケーション能力などを養成
○ インターンシップを積極的に展開するととも □中高連携推進事業【高等学校課】
に、デュアルシステムの導入を検討 ○ 中学生や保護者及び中学校の教員等の高等学校に対する理解促進を図る。
○ 優れた芸術に触れる機会をカリキュラムの中 ・ 高等学校体験入学と参観週間の実施
に取り入れることを検討 ・ 進路指導資料「輝け！夢」作成し、県内全ての中学２年生に配布

⑦少人数学級の継続【再掲３‐(２)】 □授業への外部講師活用事業【高等学校課】
○ 地域社会と連携した高等学校教育(教育のアウトソーシング）を推進するとと
もに、高校生に健全な社会人となるための自覚を促し、また専門教科への興味
関心や学習意欲の高揚を図り、自らの進路に対する意識を明確化させる。
・ 先端技術や各教科に関する専門分野の優れた知識・技能を有する一般の社
会人や大学教員を、各教科の一部領域を講義する講師として招聘する。

□外国語教育改善指導費【高等学校課】
○ 社会的、経済的、文化的活動においてグローバル化が進行した現代社会にお
いて必要となっている外国語教育の充実を図る。
・ 外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置(２３人）

・ 日本人英語担当教員の海外派遣研修（派遣予定国）

６ヶ月 １人（アメリカ、カナダ）

２ヶ月 ２人（アメリカ、イギリス、オーストラリア）

□地域産業との連携による産業教育充実事業【高等学校課】
○ 専門高校において、県内外の専門家(地元産業界、大学等）と連携して本県産
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業界を担う人材を育成する教育プログラムを構築し、産業教育の活 性化を図

るとともに専門高校の活力を高める。

・ 学校単位で専門学科教職員と地元企業等の検討委員会を実施

・ 産業界からアドバイザーを専門高校へ招き、そのアドバイスを参考に各学

校がカリキュラムの改善策を検討・実施

□鳥取県学校教育の方針の作成【小中学校課】（再掲３(3)）

□教育課程研究集会の実施【小中学校課】（再掲３(3)）

□少人数学級の継続【小中学校課】（再掲３(2)）

□授業力リーダー養成「エキスパート教員認定制度」【小中学校課】
（再掲３(3)）

□みんなでチャレンジ教材開発事業【教育センター】（再掲３(4)）

□地域による学校支援推進事業（学校支援地域本部事業）
【家庭・地域教育課】（再掲１(1)）

□基本的生活習慣の定着等による学力向上促進事業
【家庭・地域教育課】 （再掲１(1)、１(2)）

□「おやじの会」との連携による地域教育力向上事業
【家庭・地域教育課】（再掲１(1)、２(2)）

□新学習指導要領への円滑な移行を支援【東部教育局】（再掲３(3)）

□西部地区教育実践力推進事業【西部教育局】（再掲３(3)）

□楽しむ科学まなび事業【青少年・文教課】（再掲６(2)）

□教職員研修事業、学校教育支援事業【教育センター】（再掲３(3)）

□「学ぶ意欲の向上」を図る取組の推進【東部教育局】（再掲３(3)）

□中部地区小中学校・高等学校連携推進事業【中部教育局】
（再掲３(3)）

□中部地区授業力向上事業【中部教育局】（再掲３(3)）

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇大学・短大等進学率 (43.9％:H19) 50.0％(H30)

∇学校以外で平日60分以上学習(宿題
や予習・復習)している児童生徒の
割合【再掲１－（２）】

小学６年：52.6％(H20) 60％ 60％
中学３年：64.0％(H20) 70％ 70％

∇学力の二極化の傾向の解消(全国学
力・学習状況調査及び高校入試結果 二極化 二極化の解消
で評価) の解消

∇(小中)将来の夢や目標を持っている児
童生徒の増加(全国学力・学習状況
調査)

小学６年：81.2％(H20) 対前年増 対前年増
中学３年：69.5％(H20) 対前年増 対前年増

(高校)進路希望の実現のため目標に向
かって努力している生徒の増加
(高校生アンケ－ト)

高校２年：47.1％(H20) 対前年増 対前年増

∇学ぶ意欲・態度に関する項目の肯定
的な回答の増加(全国学力・学習状況調
査及び高校生アンケ－ト)

小学６年：59.8％(H20) 対前年増 対前年増
中学３年：51.5％(H20) 対前年増 対前年増
高校２年：40.8％(H20) 対前年増 対前年増

・〔東部地区〕「学ぶ意欲の向上」の
取組推進校率 ５校 ５校 ５校 － － １５校

・〔東部地区〕総合的な学習の時間の 小学校 中学校
カリキュラムの作成率 100％ 100％ 100％

・〔東部地区〕英語活動のカリキュラ
ムの作成率 100％ 100％
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(２)豊かな人間性、社会性の育成

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①道徳教育や人権教育の推進 □鳥取県道徳教育研究大会の開催【小中学校課】
○ 学級及び学校生活上の人権に係る諸問題の解 ○ 鳥取県道徳教育研究大会を開催し、道徳教育の一層の推進を図る。

決に向けた学習と人権の概念や生命の尊重、学

級のルール作り等の学習を推進 □道徳の授業の公開【小中学校課】
○ 幼・小・中・高・特別支援学校での道徳教育 ○ 小中学校で道徳の授業公開を推進する。

の一層の推進

□人権教育実践事業【人権教育課】
○ 人権教育推進のための先行研究を実施する。

・ 学級や学校生活の向上に結びつく学習事例の開発

□県立学校人権教育推進支援事業【人権教育課】
○ 各学校の課題解決に即した事業に対する支援を実施する。

・ 人権学習・保護者や教職員対象研修の充実

②読書活動の推進 □司書教諭の全校配置【小中学校課】
○ 朝読書をはじめとする読書活動の実施を推進 ○ 全小中学校に司書教諭を配置し、読書環境の充実に努める。

□読書指導の充実事業【高等学校課】
○ 学校図書館の読書センター・学習情報センターとしての機能を高める。

・ 集団読書等の充実

・ 読書キャンペーン活動の支援

・ 司書教諭の養成及び司書教諭研修会の開催

□家庭での読書活動支援事業【家庭・地域教育課】（再掲１(3)）

□読書活動推進事業【家庭・地域教育課】（再掲１(3)）

③体験活動・文化芸術活動の充実 □韓国江原道との交流事業【小中学校課】
○ 体験活動を推進し、命や自然を大切にする心、 ○ 韓国江原道の児童生徒と鳥取県の児童生徒が交流を行うことにより、児童生

人を思いやるやさしさ、社会性、規範意識など 徒の識見を広め、国際感覚の育成を図る。

の育成

○ 教育現場に、児童生徒が芸術・文化に触れ、 □ｿｰｼｬﾙｽｷﾙ（対人関係構築能力）育成事業【高等学校課】
感性を磨き、創造力、コミュニケーション能力 ○ 高校生のコミュニケーション能力など円滑な対人関係を築く力を高める。

を高める機会を確保 ・ 体験活動の推進（学校裁量予算）

○ 文化部活動が充実するための支援 ・ ソーシャルスキルスキルトレーニングの実施

○ 教育現場や地域で、子どもたちや若者が芸術

・文化に触れ、感性を磨く機会の確保【再掲４ □文化部活動充実支援事業【高等学校課】
‐(１)】 ○ 文化部活動を活性化し、文化芸術活動に対する気運を高めるとともに、文化

芸術活動の継承者を育成する。

・ 地域指導者、専門指導者の招聘

・ 郷土芸能備品の整備

・ 県高等学校文化連盟の活動に対する補助

・ 合同練習会等の開催支援

□心のふれあいプロジェクト指導者養成事業【家庭・地域教育課】
○ 赤ちゃんとのふれあいを通じて子どもたちの豊かな心を育む。

・ 指導者養成講座の実施

・ 心のふれあいプロジェクトフォーラムの開催

□「おやじの会」との連携による地域教育力向上事業
【家庭・地域教育課】（再掲１(1)、２(1)）

□芸術鑑賞教室開催費【文化政策課】（再掲４(1)）

□小学校における音楽ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ体験ﾓﾃﾞﾙ事業【文化政策課】
（再掲４(1)）
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④郷土を愛する姿勢の育成 □農山漁村におけるふるさと生活維持推進校事業【小中学校課】
○ 地域の特色を生かした、人材や文化財、歴史、 （再掲２(4)）
自然などの地域や県にある財産を子どもたちが ○ 豊かな自然や地域の人との関わりを生かした特色ある宿泊体験活動を通じて、

共有できる取組みの推進 ふるさと鳥取の良さを再発見したり、その良さを大切にしようとする心情や態

度を育む。

□ジュニア郷土研究応援事業【青少年・文教課】（再掲２(4)）

⑤文化財を大切にする機運の醸成【再掲４ □情報発信「鳥取県の文化財」【文化財課】（再掲４(2)）
‐(２)】

□情報発信「とっとり弥生の王国」【文化財課】（再掲４(2)）

⑥相談体制の充実、関係機関との連携強 □スクールカウンセラー活用事業【小中学校課】
化 ○ 学校の相談体制の充実を図るため、スクールカウンセラーや子どもと親の相

○ いじめ、不登校や中途退学などの生徒指導上 談員を配置する。

の課題に対応するため、学校における相談体制 ○ 全県中学校の教育相談担当教員とスクールカウンセラーを対象にした連絡協

の充実と関係機関との連携強化 議会を開催し、いじめや不登校等への対応と未然防止、効果的な相談体制の構

築方法などについて研究協議を行う。

⑦いじめ問題の未然防止に向けた取組の ○ 不登校対応ネットワーク構築検討委員会の開催により、教育支援センター等

推進 関係機関との連携を図る。

○ いじめの問題へ教職員の認識を高め、問題に

適切かつ効果的に対応できる体制を整え、未然 □スクールソーシャルワーカー活用事業【小中学校課】
防止に向けた子どもの社会性の育成、主体的な ○ 教育・社会福祉関係の専門的な知識や技術を有するスク－ルソ－シャルワ－

組織作りや教育活動を支援する取組みの推進 カ－を学校等に配置し、不登校等の問題解決への対応を図る。

□教育相談事業、研究調査事業【教育センター】
１ 教育相談事業の充実

○ 電話相談、来所相談、訪問相談、メール相談の実施

（１）所員による教育相談

・ 教育相談担当者の専門性の向上

（２）専門指導員による教育相談事業

・ 事業についての広報の充実

（３）県教育センターの教育相談会

・ 医師、特別支援学校コーディネーターと連携した円滑な実施

２ 研究調査事業の実施

（１）ひきこもり（傾向）の生徒への支援に関する研究調査

・ 通所型教室（ハートフル・ゆにっと）の充実

（２）ひきこもりや不登校を未然防止するためのＱ－Ｕの実施

・ Ｑ－Ｕを活用した取り組みの充実

□悩みを抱える青少年の社会参加促進事業【家庭・地域教育課】
○ 不登校、ひきこもり等で悩みを抱える青少年に対し、自然体験や生活体験、

労働体験等をする機会を提供して学校復帰や社会参加をサポートする。

○ 県内で悩みを抱える青少年の自立支援活動を行っている団体のネットワーク

を拡大・強化し、全県どこでも連携して青少年を支援する体制を充実する。

□不登校児童生徒への組織的対応に対する支援【東部教育局】
○ 不登校問題を学校課題ととらえ、全校体制で取り組む体制づくりを支援する。

・ 学校訪問や要請訪問、ワークショップ等を通して予防策や早期発見の方法

について指導助言や不登校対応資料をもとに東部地区市町教育委員会・生徒

指導部会との連携

（不登校児童生徒への組織的対応が十分できた学校の割合（自己評価））

１００％(H20 60％）

□生徒指導に係る市町教育委員会訪問・学校訪問の実施
【中部教育局】
○ 生徒指導に係る市町教育委員会訪問・学校訪問をとおした課題把握と助言

・ 各市町教育委員会担当指導主事連絡協議会（年３回）

・ 市町教育委員会訪問、学校訪問（必要に応じて随時）

・ 月例報告の分析と情報発信

□生徒指導（不登校・問題行動への対応）の支援【西部教育局】
○ 生徒指導に係る市町村教委訪問・学校訪問をとおした課題把握と指導助言

・ 各市町村教育委員会担当指導主事等との協議

・ 学校訪問（必要に応じて随時）

・ 各小中学校生徒指導連盟との協議

・ 月例報告の分析と情報発信
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【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇小中学校で「道徳の時間の授業を公
開」(全て又は一部の学級で実施)

小学校：99.3％(H19) 100％ 100％に近づける
中学校：100％(H19) 継続

∇朝の一斉読書(朝読)の実施率
小学校：94.6％(H20) 小 100％ 100％
中学校：95.0％(H20) 中 100％ 100％
高 校：45.8％(H20) 高 60％ 60％
※高校は一斉読書の実施率

∇１日に全く読書をしない児童生徒
小学６年：30.8％(H20) 限りなく０に近づ

中学３年：16.7％(H20) ける

∇児童生徒が文化芸術に触れる機会を
持つように努める⇒２年に１回以上
【再掲４－（１）】 100％ 100％
（現状71.8％(H18及び19に文化芸
術に触れた学校の割合)）
※学校における鑑賞教室等に関する実態調

査（H19)

∇小・中学校とも不登校の出現率の減 全国平均を下回
(H19不登校出現率) るとともに、限
小学校0.43％、中学校2.53％ りなく０に近づ
高校1.52％ ける

・〔東部地区〕不登校児童生徒への組
織的対応が十分できた学校 100％ 100％(自己評価)



- 16 -

２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(３)健やかな心身の育成

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①学校体育の充実 □高等学校教育企画費【高等学校課】
○ 体育・保健体育学習の充実を図り、運動の必 ○ スポーツに親しむ資質や能力の基礎を育て、体力・運動能力の向上を図る。

要性について理解を深め、運動の日常化を推進 ・ 全国大会等に参加する生徒の引率

○ 生涯にわたりスポーツに親しむ資質や能力の

基礎を育て、体力・運動能力の向上と健康の保 □学校体育推進事業【体育保健課】（再掲５(1)）
持増進を図る。【再掲５‐(１)】 ○ 体育・保健体育学習の充実

○ 今後の運動部活動のあり方について、提言の ・ 学校体育指導者講習会の開催→教員の指導力向上

趣旨に則った運動部活動を推進【再掲５‐(１)】 ・ 中学校で必修化された「武道・ダンス」実技講習会の開催

○ 運動部活動指導者の指導力の向上と外部指導 ・ 新学習指導要領を周知・徹底し、学習指導の充実のための指導資料の作成、

者の効果的な活用の推進【再掲５‐(１)】 配布

□児童生徒の体力向上事業【体育保健課】（再掲５(1)）
○ 児童生徒の体力向上

・ 体力向上フォーラムを開催し、子どもの体力の現状や運動習慣づくり等に

ついての啓発

・ 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」を分析・検討し、子どもの体力

向上支援策の検討を実施する。

□運動部活動推進事業【体育保健課】（再掲５(1)）
○ 運動部活動の充実

・ 学校へ専門的指導力を有する指導者を派遣し、学校の運動部活動を支援

・ 外部指導者等研修会を開催し、運動部活動の指導者の資質向上を図る。

②健康教育の充実 □心や性等の健康問題対策事業【体育保健課】
○ 心身の健康に関する学習の充実と生活習慣に ○ 心や性等の健康問題対策協議会

ついて考える機会を増やす。 ・ 児童生徒の心や性等の健康問題についての対策協議

○ 各学校における新型インフルエンザ対応マニ ・ 学校保健計画の策定

ュアルの作成と活用を推進する。 ○ 学校等への専門家派遣…心や性等に関する健康問題への対応

○ モデル地域（３市町村）における実践

・ 各モデル地域における、健康課題への対応方針の検討と実施

○ スクールヘルスリーダーの派遣

・ 経験の浅い養護教諭に対して、子どもが抱える課題について指導支援

□新型インフルエンザ対策事業【体育保健課】
○ ポスターによる啓発

○ 研修会の開催

③性教育の充実 □心や性等の健康問題対策事業【体育保健課】
○ 学校における性教育を推進していくための専 ○ 性教育推進委員会の開催＜年２回＞

門的な研修の実施と学校の組織的かつ体系的な ○ 性教育・エイズ教育研修会＜年１回＞

指導体制の充実や教員の指導力の向上 ○ 性教育指導実践研修会＜年３回(小・中・高校の３校種で実施)＞

○ 校内性教育推進委員会の設置による校内指導体制の整備＜事業費なし＞

④薬物乱用防止教育の充実 □薬物乱用防止教育研修会の開催【体育保健課】
○ 児童生徒の発育発達段階に応じた効果的な指 ○ 学校での効果的な指導を行うための研修の実施

導を行うための研修を実施するとともに、薬物 ○ 専門機関と連携した薬物乱用防止教室の開催を推進

に関する専門機関と連携し、学校における指導

体制の充実を支援する。

⑤食育の推進【再掲３‐(４)】 □学校における食育推進事業【体育保健課】（再掲３(4)）
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【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇体力調査結果を親世代(S53～ S57)の
50m走 親世代 現在

平均値に近づける S53～ S57(平均) H20
小５男 9.05秒(100%) 9.28秒(97.5% 9.23秒( 98%)
小５女 9.26秒(100%) 9.59秒(96.6% 9.45秒( 98%)
中２男 7.86秒(100%) 8.01秒(98.1% 7.86秒(100%)
中２女 8.65秒(100%) 8.80秒(98.3% 8.65秒(100%)
ボール投げ ⇒
小５男 31.0m(100%) 27.4m(88.4%) 27.9m( 90%)
小５女 17.6m(100%) 15.3m(86.9%) 15.8m( 90%)
中２男 22.3m(100%) 21.7m(97.3%) 22.3m(100%)
中２女 14.5m(100%) 13.4m(92.4%) 14.5m(100%)

∇校内性教育推進委員会設置率
小学校： 40％(H19) 85％ 100％ 100％
中学校： 71％(H19) 95％ 100％ 100％
高 校：100％(H19) 継続
特別支援学校：100％(H19) 継続

∇中学、高校における薬物乱用防止
教室の開催率

中学校：65.0％(H19) 70％ 100％ 100％
高 校：79.2％(H19) 85％ 100％ 100％

∇食に関する指導年間計画の作成率
小学校： 69％(H19) 93％ 100％ 100％
中学校： 55％(H19) 88％ 100％ 100％
高 校： 22％(H19) 70％ 100％ 100％

∇朝食喫食率【再掲１－（２）】
小学５年：89.6％(H19) 95％ 98％ 99％ 100％ 100％
中学２年：87.9％(H19) 92％ 95％ 98％ 100％ 100％
高校２年：80.3％(H19) 88％ 92％ 96％ 100％ 100％

∇学校給食用食材の県内産使用率
(54％:H19) 58％ 59％ 60％ 60％

∇栄養教諭の全市町村への配置
(3町:H20) 19市町村 19市町村
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(４)社会の進展に対応できる教育の推進

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①情報教育の推進 □教職員研修事業【教育センター】（再掲３(4)）
○ 携帯電話やインターネット等の情報メディア ○ 情報モラル教育推進担当者研修の実施

を活用することのできる基礎的な能力や情報社 ・ 情報モラルに係る現状や各校における指導の在り方について具体的に研修

会の性質等についての正しい知識を身に付けさ する

せ情報社会に主体的に参画する態度を育成 ・ 地区別に悉皆研修を実施

○ 情報モラル教育については、安全に生活する ○ 初任者研修、新規採用養護教諭研修、１０年経験者研修における情報活用能

ための危険回避と正しい判断や望ましい態度を 力育成に係る研修の実施

育てるという両面を体系的に推進

【再掲３‐(４)】 □ケータイ・インターネット教育啓発推進事業【家庭・地域教育課】（再掲１(1)、
３(4））

②環境教育の推進 □ＴＥＡＳⅢ種の周知等【小中学校課】
○ 学校の TEAS（鳥取県版環境管理システム）取 ・ 校長会連絡等を利用した TEASⅢ種の周知。
得の促進 ・ 未取得校に対して、指導主事による学校訪問の際に取得を呼びかける。

（H20取得率 小11.4% 中13.3%）

□県立高校環境教育推進事業【高等学校課】
○ 高校生一人一人が環境との関わりについて理解し、身近なところから環境保

全に関する具体的な行動を進めるとともに、各高校で企画立案した環境教育の

推進に関する活動の支援を行い、生徒の社会性を育む。

・ 「鳥取県版環境管理システム」認定のための支援

・ 環境教育推進活動の支援

③鳥取県に愛着を持った人材の育成 □ジュニア郷土研究応援事業【青少年・文教課】（再掲２(2)）
○ 児童生徒の興味関心に基づき、鳥取県の様々 ○ 児童生徒が地域研究など人文科学について関心を高め、さらに深く学び、よ

な分野に関する調査研究に取り組ませ、その研 り一層の創造力向上を図ることを促進する。

究成果を、広く県民に公開された場で発表する ・ 県内の小中高校生が地域社会を研究した成果を発表する「鳥取県ジュニア

ことにより、鳥取県への愛着を深めさせるほか、 郷土研究大会」を開催

発想力、論理力、表現力、批判的思考力、コミ

ュニケーション能力などを養う。 □農山魚村におけるふるさと生活維持推進校事業【小中学校課】
（再掲２(2)）

④主体的に行動する人材の育成
○ ボランティア活動をはじめ、地域を学ぶ体験

・探求的な学習に、学校や地域が連携して取り

組むことにより、社会的な問題に対して興味・

関心を持ち、自らの課題として主体的に解決す

る力を育成

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇情報モラル教育の実施
小学校：61.5％(H19) 100％ 100％
中学校：80.0％(H19) 100％ 100％
高 校：100％ (H19) 継続

∇環境教育全体計画の作成及び改善
小学校：48.6％(H19) 60% 70% 80% 90% 100% 100％
中学校：35.0％(H19) 45% 60% 75% 90% 100％ 100％

∇学校のＴＥＡＳⅡ・Ⅲ種（鳥取県版
環境管理ｼｽﾃﾑ）取得の促進

小学校：12.2％(H19) 11%※ 15% 19% 22% 25% 25％
中学校：15.0％(H19) 18% 21% 24% 27% 30% 30％
高 校：41.7％(H19) 42% 100% 100％
特別支援学校：28.6％(H19) 100％ 100％

※ H21の小が11%であるのは、日南町の取得小学校
５校が合併し１校になることで、H21当初の取得
率は実質8%であることによる。
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全国学力学習状況調査質問紙調査より

∇「新聞やテレビのニュ－スなどに関 肯定的な回答率
心を持つ生徒の増加」 の増加

小学６年：61.0％(H20)
中学３年：63.1％(H20)

∇「今住んでいる地域の歴史や自然に 肯定的な回答率
ついて関心がある生徒の増加」 の増加

小学６年：43.4％(H20)
中学３年：20.6％(H20)

∇「人の役に立つ人間になりたいと思 肯定的な回答率
う生徒の増加」 の増加

小学６年：93.0％(H20)
中学３年：90.5％(H20)

∇「人が困っているとき、進んで助け 肯定的な回答率
る生徒の増加」 の増加

小学６年：77.5％(H20)
中学３年：71.7％(H20)

∇「今住んでいる地域の行事に参加す 肯定的な回答率
る生徒の増加」 の増加

小学６年：74.8％(H20)
中学３年：43.5％(H20)
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(５)幼児教育の充実

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①幼児教育の充実 □次代に生きる子どもを育てる幼保小接続推進事業【小中学校課】
○ 多様化する保育や幼児教育のニーズや課題に ・ 幼保小接続の実践を市町村に委託し、その成果を全県に広め、幼児教育と小

合わせた研修を行い、職員の資質向上を図る。 学校教育の滑らかな接続を図る。（子ども同士の合同活動、教職員の合同研修会、

○ 各市町村における幼児教育の振興のため、職 地域の幼保小連絡協議会 等）

員等に対して幼稚園教育要領や保育所保育指針

の趣旨・内容の周知・活用を図る。 □地域ごとの幼保小連携教育推進研修会の開催【小中学校課】
○ 幼稚園・保育所の職員が、小学校教職員と意 ・ 保育士、幼稚園及び小学校教員等の相互理解を進める合同研修会を実施する。

見交換し、小学校低学年の学習内容の理解に努

め、基本的生活習慣の定着、規範意識の育成及 □鳥取県幼保小連携推進会議の開催【小中学校課】
び他者との関わり等を中心とした小学校入学前 ・ 市町村教育委員会、保育所所管課、幼稚園・保育所関係者、小学校関係者等

後の相互の指導の在り方等について理解を深め による意見交換等を通じて、幼保小連携推進意識の共有化を図るとともに、全

る機会を推進する。 県的な幼保小連携推進施策に活かす。

○ 幼児教育専任指導主事及び保育指導員による

幼児教育の充実、職員の専門性の向上及び施設 □鳥取県幼児教育振興プログラムの改訂【小中学校課】
の組織体制の強化を図る。 ・ 平成16年5月に策定した「鳥取県幼児教育振興プログラム」を改訂し、その後

○ 就学前の教育・保育を一体的に行い、地域の の社会や子どもの育ちの変化に対応した幼児教育の方向性を示す。

全ての子育て家庭を対象とした子育て支援機能 ・ 教育審議会による改訂に関する検討

を備えた認定こども園の普及啓発を図る。

□幼稚園教育課程理解推進事業【小中学校課】
・ 幼稚園教育課程中央協議会に公立幼稚園教員を派遣し､幼稚園教育要領の理解

推進に努める。

□幼稚園教員・保育士の指導力向上事業【教育センター】（再掲）
・ 幼稚園・保育所に対するニーズの多様化に伴い、幼稚園教員・保育士の保育

の実践力､今日的課題に対応する専門的な資質を高めるために、様々な研修の機

会を設けて､実践的・専門的研修の充実を図る。

・ 幼稚園教員・保育士の合同研修会 ※東・中・西部での地域開催

・ 自主研修会支援 ※教育センターのアドバイザー派遣事業の活用 等

□保育所保育士等研修事業【子育て支援総室】（再掲）
・ 幼稚園教員、保育士を対象とした各種研修会を開催し、保育・幼児

教育の質の向上を図る。

□幼児教育専任指導主事、保育指導員による園訪問
【小中学校課、子育て支援総室】（再掲）
・ 小中学校課、教育局の指導主事、保育指導員が市町村と連携し園訪問や希望

する園の園内研修、保護者研修会等の支援を行う。

□小学校教員の幼稚園・保育所における長期社会体験研修
【小中学校課】
・ 小学校教員が1年間の保育体験研修を通して、幼児教育や幼児期の発達につい

て理解する。

・ 主に５歳児を担当し、幼児期の指導及び育ちを踏まえた小学校低学年での指

導のあり方について研修する。

□教職員研修事業【教育センター】
・ 国公私立幼稚園の新規採用教員を対象に、毎年１０回の新規採用教員研修を

実施。また１０年経験者研修についても隔年で年８回（選択研修も含む）の研

修を実施。

・ 研修の中で、「小学校教育の理解」あるいは「幼小連携」という枠組みで、小

学校の授業を参観したり、小学校教諭からの説明を聞いたり、意見交換をした

りという機会を設定。

□認定こども園普及促進事業【子育て支援総室】
・ 多様な保育ニーズへの対応や幼児教育・保育の質の向上等を図るた

め、就学前の教育・保育を一体的に行う「認定こども園」の設置を促

進させるための普及啓発を行う。
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②子育て支援の充実 □子育て応援市町村交付金事業（市町村保育リーダー配置事
○ 幼稚園・保育所において家庭との情報交換の 業)【子育て支援総室】
機会を設け、綿密な連携を図り、保護者と職員 ・ 市町村が保育担当課又は保育所に保育の中核的なリーダーとなる保

又は保護者同士による子どもの望ましい発達に 育士等専任職員を配置し、保育の質の向上及び子育て支援体制の強化

ついて語り合う場の設定等を推進する。 を主体的に取組む事業に対して、交付金を交付する。

□子育てバックアップ体制強化事業【子育て支援総室】
・ 保育現場で重要な課題となっている特別な支援を必要とする児童及

び保護者への適切な対応を図るため、中核リーダー保育士の専門性の

向上と県保育指導員による助言等を行い、保育所等の子育て支援機能

を県全体で強化する。

□心豊かな幼稚園づくり推進事業【子育て支援総室】
・ 私立幼稚園の行う預かり保育（通常の教育時間終了後や休業日等に

行う保育）や子育て支援活動に要する経費に対して助成する。

□子育て・親育ち支援事業【西部教育局】
○ 保護者との相互理解を図った園（所）経営の充実、組織の活性化及び情報交

換等

・ 「子育て支援研修会」の開催

（参加率）７０％ そのうち家庭教育の充実を把握し園（所）として子育ての

専門性を提供する場を設定している園（所）８０％

□家庭教育啓発相談事業【家庭・地域教育課】（再掲１(2)）

□企業との連携による子育て環境整備事業 【家庭・地域教育課】
（再掲１(1)）
□幼稚園教員・保育士の指導力向上事業【教育センター】（再掲）
□幼児教育専任指導主事、保育指導員による園訪問
【小中学校課、子育て支援総室】（再掲）

□保育所保育士等研修事業【子育て支援総室】（再掲）

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇小学校教員による保育所・幼稚園で
の保育体験研修の実施(4町村:H20) 19市町村 全市町村

∇幼稚園、保育所、小学校の連絡協議
会の設置や、教職員の交流の機会の 全ての小 全ての小学校区
設定 学校区

∇「子どもの育ちを支えるための資料
（保育所児童保育要録）」の作成と
小学校への送付 100％ 100％
（平成22年度以降に就学する児童から対象）

∇幼稚園の自己評価及び結果公表 100％ 100％
（平成20年度～）【再掲3－（2）】

∇認定こども園の設置 １施設 ３施設 ２施設 ２施設 ２施設 10施設(H30)
計10施設
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２ 「知」「徳」「体」のバランスの取れた学校教育の推進

(６)特別支援教育の充実

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①県立高等特別支援学校または県立学校 □特別支援学校における教育の在り方検討事業【特別支援教育課】
内に分校、分教室等の設置の検討 ○ 検討委員会を設置して、財政面等考慮しながら今後の方向性を具体的に協議

○ 軽度知的障害者に対応するため県立高等特別 、決定する。

支援学校または県立学校内に分校や分教室の設 ・ 特別支援学校における教育の在り方検討委員会の開催（年５回開催）

置を検討

②特別支援学校のセンター的機能の充実 □特別支援学校管理・運営事業【特別支援教育課】
○ 教育相談や研修など、地域の特別支援教育の ○ 県立特別支援学校において、地域の特別支援教育の拠点としての機能の充実

拠点としての機能を充実 及びセンター的機能に関する理解・啓発を図る。

・ センター的機能についての具体的内容の提示

（学校案内やホームページ等の活用）

③開かれた学校づくりの推進 □開かれた学校づくりの推進【特別支援教育課】
○ 学校公開日（週間）の設定促進など ○ 各県立特別支援学校においては、期日（期間）を設定し、授業をはじめとす

る学校の様々な教育活動を、保護者や地域住民の方、関係機関の方等に広く見

ていただくため、学校公開を実施する。

・ 学校公開日（週間）の周知（ホームページへの掲載）

④発達障害教育拠点設置の検討 □特別支援学校における教育の在り方検討事業【特別支援教育課】
○ 中部圏域での指導の効果を検証し、東部並び ○ 検討委員会を設置して、財政面等考慮しながら今後の方向性を具体的に協議

に西部圏域における発達障害教育の拠点設置を 、決定する

検討 ・ 特別支援学校における教育の在り方検討委員会の開催（年５回開催）

⑤「個別の教育支援計画」と「個別の指 □発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業【特別支援教育課】
導計画」を活用した指導の改善と関係 ○ 発達障害を含む全ての障害のある幼児児童生徒の一貫した支援を行うため、

機関との連携推進 教員研修や連絡会議等により、特別支援教育を総合的に推進する。

○ 「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の ○ グランドモデル地域の指定や研修会を開催し、「個別の教育支援計画」の活用

活用を進め、関係機関との連携を推進 の普及を図る。（グランドモデル地域の拡大１地域→３地域）

・ 福祉、保健、医療、労働等との連携会議の開催（年２回開催）

・ 個別の教育支援計画の策定と活用等に係る研修会の開催（年２回開催）

・ ホームページを活用した周知（策定マニュアル等）

（個別の教育支援計画の作成率の向上） ８０％

（個別の指導計画の作成率の向上） １００％

□全校体制で取り組む特別支援教育の推進【東部教育局】
○ 特別支援が必要な児童生徒への的確な対応をしていくため、管理職、特別支

援コーディネーターを中心とした全校体制の構築を支援する。

・ ワークショップ等を通じて、特別な支援を必要とする児童生徒への理解と

対応について具体的に指導助言

□個別の教育支援計画の作成・活用に関する取組【中部教育局】
○ 障害のある児童生徒一人一人に応じた必要な支援を明確にし、関係機関が連

携した的確な支援を行う。

・ 県版「個別の教育支援計画作成マニュアル」を活用した中部地区研修会の

実施

□全校体制で取り組む特別支援教育の推進【西部教育局】
○ 障害のある児童生徒一人一人に応じた必要な支援を明確にし、関係機関とも

連携した的確な支援を行う。

・ 特別支援学級の訪問等による指導助言

・ 西部地区の実態に応じた特別支援教育研修会の開催

・ 「個別の指導計画･個別の教育支援計画」を活用した指導改善と関係機関と

の連携推進
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⑥自立と社会参加に向けた取組支援 □特別支援学校就労促進事業【特別支援教育課】
○ 職業教育の充実や卒業生の就労促進等を図り、 ○ 特別支援学校卒業生の就労を促進するため、学習指導の充実及び現場実習先

幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた取組み や雇用先の拡大を図る。

を支援 ・ 社会人講師の招聘

・ 特別支援学校就労促進協議会の開催

・ 職場開拓

・ 就労サポーターの配置

（特別支援学校高等部卒業生の就職希望者の就職率の向上） ７５％

⑦教員の資質向上 □ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ等の外部専門家を活用した指導方法等の
○ 教員研修等により教員の資質向上を図るとと 改善に関する実践研究事業
もに、総合的な専門性を担保する「特別支援学 ・特別支援学校教育職員免許保有率向上事業【特別支援教育課】
校教諭免許状」の取得率を向上 ○ 特別支援教育に関わる教員の一層の専門性の向上を図るため、特別支援学校

○ 外部専門化等の導入や、専門研修派遣により の授業等への外部専門家等の導入及び専門研修派遣並びに免許法認定講習を実

教員の専門性の向上を図る。 施する。

・ PT・0T・ST等専門家を活用した授業改善の推進

・ 専門研修派遣の継続

・ 免許法認定講習の実施

（特別支援学校教員及び特別支援学級担当教員の免許保有率の向上）

・ 特別支援学校教員免許保有率の向上 ９０％

・ 特別支援学級教員免許保有率の向上 ４５％

⑧保護者等への支援 □保護者への支援【特別支援教育課】
○ 保護者等負担軽減のための通学支援や福祉と ○ 特別支援学校の通学支援や福祉との連携による保護者の相談支援体制の整備

の連携による保護者の相談体制の整備を図る。 の充実を図る。

・ 相談機関の明確化

・ 各圏域ごとの相談体制の確立（東部・中部・西部圏域）

・ ホームページへの掲載及び県広報による啓発

⑨交流及び共同学習の推進 □交流及び共同学習の推進【特別支援教育課】
○ 障害のある児童生徒と障害のない幼児児童生 ○ 障害のある児童生徒と障害のない児童生徒との相互理解を深める取組の充実

徒との相互理解を深める取組みの充実を図る。 を図る。

・ 交流及び共同学習の推進（学校間交流・居住地域交流）

・ 実践事例の紹介

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇個別の教育支援計画の作成 29％ 80％ 80％
（H20公立幼・小・中・高 27.3％）

∇個別の指導計画の作成 87％ 100％ 100％
（H20公立幼・小・中・高 84.9％）

∇特別支援学校高等部卒業生の就職希
望者の就職率の向上 70％ 75％ 75％以上
（H19 50％）

∇特別支援学校教職員の該当障害種に
関する特別支援学校免許状保有率の
向上（H20 79％） 80％ 90％ 90％以上

∇特別支援学級教員の該当障害種に関
する特別支援学校免許状保有率の向
上（H20 38％） 38％ 40％ 40％以上
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(１)児童・生徒減少期における学校の在り方

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①公立小・中学校の在り方 □高等学校改革推進事業【高等学校課】
○ 教育的な観点から、公立小中学校の在り方に ○ 鳥取県の次代を支える人材（財）の育成に向けた高等学校の在り方を示す。

ついての検討が求められる市町村教育委員会に ・ 高等学校改編計画の策定

対しては、より一層の協力・支援の強化を図る。

②今後の高等学校の在り方
○ H23年度までは現答申に基づき、原則として大
規模な再編は実施せず、一連の教育改革の定着

を図る。

○ 中高一貫校は、鳥取大学の設置の動向を見な

がら、対応・検討する。

○ H24年度以降は、鳥取県教育審議会の第二次答
申を踏まえ、具体的な計画を策定する。
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(２)教育現場の創意工夫を活かした特色ある学校運営の推進

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①県民に信頼される学校づくり □学校現場の組織運営の強化の実施【教育総務課】
○ 学校評価点検及び公表の取組を全学校に拡大 ・ 学校幹部職員への研修、

○ コンプライアンス（法令遵守）の徹底による ・ 学校の点検評価の取組（自己・外部・第三者評価）

学校運営の強化 ・ コンプライアンスの徹底（教育センタ－等での研修、コンプライアンス行

○ 地域との連携等による開かれた活力ある学校 動指針の徹底）

づくりの一層の推進のため、地域が学校運営に

関わる取組みを促進 □学校評議員制度等の普及啓発の実施【小中学校課】
○ コミュニティ・スクールの導入など、次代に ○ 学校評議員制度、コミュニティースクール等の設置の呼びかけ

向けての学校運営の仕組み等の見直し

□第三者評価導入事業【高等学校課】
○ 学校が自らの教育活動の状況などを客観的に把握するとともに、改善すべき

目標をより具体的、現実的なものとする。また、自己評価及び外部評価の客観

性を検証する。

・ 平成２２年度の全校実施に向けて実施協力校を指定し、第三者評価をモデ

ル的に実施

□県立学校裁量予算事業【教育環境課】
○ 学校の点検評価の取組（自己評価・外部評価）

□組織マネジメントを意識した学校評価の取組事例の提供
【教育センタ－】

□学校経営への支援【東部教育局】
○ 学校運営・人事管理上の課題について学校を支援する。

・ 学校運営・人事管理上の課題解決に向けて、学校訪問等を通して指導助言

②学校組織運営体制の充実 □新しい職等の設置【小中学校課】
○ 副校長等の新たな職の設置による学校の組織 ・ 中学校においては、標準法で２人の教頭が定数措置される学校及び小中一貫

運営体制の充実 校に副校長を配置。

○ 学校裁量予算制度の一層の充実

○ マネジメント機能の向上 □教職員人事管理費（教職員定数）【高等学校課】
○ 組織運営体制を強化し、指導体制を充実することにより安定した学校運営を

可能にし学校教育目標の実現に資する。

・ 副校長：標準法で２人の教頭が配置される学校に配置

・ 主幹教諭：収容定員が７２０人以上の学校に２人程度配置

□県立学校裁量予算事業【教育環境課】
○ より特色ある学校づくりを行い、学校の自立度を高めるため、学校予算に係

る学校長の裁量を拡大

・ 学校長の判断で、予算総額の範囲内で予算費目間の流用が可能

・ 学校の努力により節減した予算は、次年度以降に繰越が可能

・ 評価検討委員会の評価、助言による制度の充実

□県立高校裁量予算学校独自事業【高等学校課】
○ 学校長裁量による予算執行を認めることにより、学校の自立度を高め、生徒

の状況に応じた学校づくりを進める。

・ 学校運営費、教職員旅費、学校独自事業費の総額を年度当初に一括配分

③教職員の過重負担・多忙感の解消 □教職員の加重負担・多忙感の解消【小中学校課】
○ 現在の教育水準を維持、一人ひとりの児童生 ○ 教職員動向記録表による勤務状況の適格な把握と業務分担の見直しや、負担

徒に教職員が向き合う環境づくりづくりの促進 軽減のための取組の推進働きかけ。

ため、教職員数の確保に努める。 ○ 小学校１,２年生及び中学校１年生における少人数学級の継続実施。

・高等学校 概ね生徒 10人に対して教職員1人 ○ 学校課題に応じた適切な加配措置。

・小中学校 概ね生徒 12人に対して教職員1人 ○ 国の外部人材活用事業等の積極的な活用による学校の体制作り。

※平成２０年度生徒一人あたりの教職員数

県立高等学校 0.102人

公立小中学校 0.085人

○ 教職員の仕事内容の見直し

○ 教員の適正配置、外部人材の積極的な活用

○ 学校現場における教職員等の過重労働対策の

推進
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④少人数学級の継続【再掲２‐(１)】 □少人数学級の継続実施【小中学校課】（再掲２(1））
○ 少人数学級の継続 ○ 小学校１,２年生及び中学校１年生における少人数学級の継続実施。

⑤教職員の健康問題への対応 □教職員心の健康対策事業【福利室】
○ 教職員の心の健康問題に関して、教職員自身の ○ 教育センターと連携しメンタルヘルスケアを推進するための研修を充実

セルフケア、管理監督者の対応、教職員間の連携 ・ 一般教職員及び管理監督職を対象（各年３回）

・協働の重要性などについての理解を促進すると ・ 県立学校における職場研修会の開催（23年度までに全校実施）

ともに、教職員用の相談体制の充実を図る。 ○ 相談体制の充実

・ 健康管理主事による電話・メール相談及び職場訪問の実施

・ 職員の職場適応に係る相談会の実施（年３回）

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

▽学校評議員制度(類似制度を含む）
の設置率 6園 9園
＜ H19末＞幼 稚 園 ： 44.4％ 66.7% 100% 100％

137校 138校
小 学 校 ： 95.3％ 98.6% 100% 100％

58校 60校
中 学 校 ： 93.3％ 96.7% 100% 100％
高 校 ： 100 ％ 継続
特 別 支 援 学 校 ： 100 ％ 継続

学校評価制度

∇自己評価
実施率 幼 稚 園 ： 75 ％ 100％ 100％
<H18末> 小 学 校 ： 100 ％ 継続

中 学 校 ： 100 ％ 継続
県立学校 ： 100 ％ 継続

公表率 幼 稚 園 ： 33.3％ 100％ 100％
<H18末> 小 学 校 ： 33.8％ 100％ 100％

中 学 校 ： 14.8％ 100％ 100％
県立学校 ： 100 ％ 継続

∇学校関係者評価
実施率 幼 稚 園 ： 0％ 10％ 30％ 50％ 75％ 100％ 100％
<H18末> 小 学 校 ： 50.9％ 100％ 100％

中 学 校 ： 42.6％ 100％ 100％
県立学校 ： 100 ％ 継続

公表率 幼 稚 園 ： 0％ 10％ 30％ 50％ 75％ 100％ 100％
<H18末> 小 学 校 ： 36.3％ 100％ 100％

中 学 校 ： 23.1％ 100％ 100％
県立学校 ： 100 ％ 継続

・精神性疾患による休職者数の出現率は 90％ 80％ 70％ 60％ 50％ 50％減
全国平均を下回るとともに休職者数は19
年度の50％削減とする。(H19:37人) 33人 30人 26人 22人 19人 19人減
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(３)使命感と実践力を備えた教職員の養成・確保・配置

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①教員の資質向上や指導力・授業力の向 □鳥取県学校教育の方針の作成【小中学校課】（再掲２(1)）
上 ○ 移行期間中の教育課程の編成・実施、新教育課程における鳥取県の方針など

○ 児童生徒の学ぶ意欲、興味・関心を引き出す を示す。

授業実践力と、児童生徒を引きつける豊かな人 ・ 「H21鳥取県教育のめざすもの」の活用及び「H22鳥取県教育のめざすもの」
間性や教養を備えている教職員の確保・養成 の作成

○ 教職員評価・育成制度の充実

○ 教職員研修の充実や既存研修の効果の検証と □教育課程研究集会の実施【小中学校課】（再掲２(1)）
見直しの実施 ○ 基礎基本の徹底とその活用能力を育成することなど、新学習指導要領の趣旨

○ 「鳥取県スタンダード」を策定・活用し、授 や内容の周知・理解を図るため、平成22年度までの３年間で小・中学校の全教

業改善を推進【再掲２‐(１)】 員を対象にした教育課程研究集会を開催する。

○ 児童生徒が主体性を持って相互に学び合う学

びの集団づくりの推進【再掲２‐(１)】 □教職員評価・育成制度の評価者研修の充実【小中学校課】
○ 各学校の実態に応じた学力向上や授業改善の ○ 教職員評価・育成制度の評価者研修の充実。

方策について、学校教育支援を行える体制の構

築【再掲２‐(１)】 □授業力リーダー養成「エキスパート教員認定制度」【小中学校課】
○ 小・中・高連携を推進し、学びの連続性を考 （再掲２(1)）
慮し効果的な指導法を構築【再掲２‐(１)】 ○ 他の教員のモデルとなるような優れた教育実践を行っている教員を「エキス

○ モデル校を指定して、授業改善の方策につい パート教員」として認定し、その高い技術を普及させていくことにより、本県

て継続した学校支援を行い、その成果を他校に 教員の指導力向上を図る。

還元【再掲２‐(１)】

○ 全教科で学校図書館を活用する学習への取組 □教職員人事管理費【高等学校課】
を推進【再掲２‐(１)】 ○ 教職員の人材育成及び資質能力の向上を図る。

・ 教職員評価育成制度の実施

教職員が職務上の課題を認識して主体的に職務に取り組み、評価者がそ

の職務遂行状況を公正公平かつ客観的に評価

・ 評価者研修の充実

・ 面談の充実

□教職員派遣研修費【高等学校課】
○ 教職員の資質や指導力の向上を図る。

・ 計画的に各種講座・研修会や大学院、研究機関等に派遣し、研鑽

（中央研修、内地留学、ＬＤ等専門員養成研修派遣、新教育大、文科省主催

各種研修講座等、教育課程等県内研修費）

□教職員研修事業、学校教育支援事業【教育センター】（再掲２(1)）
・ 教職員のライフステージに沿って研修を体系化し、教職経験に応じて職務

の遂行に必要な資質・指導力の向上をめざした講座の実施。

・ 教育現場のニーズや今日的教育課題に対応した研修の実施。

・ 研修後には満足度調査を行うとともに、行動変容度調査も入れながら、効

果測定で研修効果を把握し、演習の充実に活用。

○ 鳥取県教育のシンクタンクとして、学校への支援体制の充実

・ スーパーバイザー・指導主事等による支援体制の継続と充実

・ 教育センター HP等を活用した、教育情報の提供
○ 鳥取県らしさを意識した学校現場との共同研究や、研究成果還元による授業

力・学校力の向上

・ 学力向上や授業改善に関する、スーパーバイザー・教育センター・学校と

の共同研究の推進と成果還元

・ 各学校独自の課題に対応するための研修支援（アドバイザー派遣事業）の

継続と成果の還元

・ 教育実践事例集Ⅰ～Ⅲ(ホームページ、CD)の活用を学校に指導

□「学ぶ意欲の向上」を図る取組の推進【東部教育局】（再掲２(1)）
○ 指導方法の工夫改善等を通しててわかる授業づくりを支援していく。

・ 研究指定校訪問、要請訪問、ワークショップ等で指導助言

（「学ぶ意欲の向上」の取組推進校） １５校（H２０＝５校）
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□新学習指導要領への円滑な移行を支援【東部教育局】（再掲２(1)）
○ 学習指導要領への移行に関し、学校が行うべき準備について支援する。

・ 総合的な学習の時間及び英語活動のカリキュラム作成への指導、支援

（総合的な学習の時間のカリキュラムの作成率）100％（H２０=30％）
（英語活動のカリキュラムの作成率） 100％（H２０=20％）

□中部地区小中学校・高等学校連携推進事業【中部教育局】
（再掲２(1)）
○ 校種を超えた相互理解、指導の連携により学力向上・進路意識の高揚を図る。

・ 高等学校での体験授業、高等学校からの出前授業、中学校・高等学校での

ＴＴ授業、生徒会・委員会活動等における交流事業

□中部地区授業力向上事業【中部教育局】（再掲２(1)）
○ 教科のエキスパートの育成と魅力ある授業づくりのため、教科別研究チーム

を設置し、教員の授業力向上を目指す。

・ 学力向上推進会議、教科別研究チーム研究会、研究授業、講演会の開催

□西部地区教育実践力推進事業【西部教育局】（再掲２(1)）
○ 幼稚園教育要領、保育所保育指針、小学校、中学校、高等学校新学習指導要

領の要旨を踏まえた教育課程の編成及び教育(授業・保育)実践への支援を行う。

・ 研究指定校訪問、校内授業研究会訪問等での指導助言や情報提供

・ 市町村教育委員会担当指導主事等との協議

・ 各校種研究団体主催研修会訪問等での指導助言や情報提供

・ 効果的な事例収集と情報発信

□学校組織活性化事業【西部教育局】
○ 研修目的：学校運営に組織マネジメントの手法を取り入れることにより組織

の活性化を図る

・ 「学校組織マネジメント研修」の開催

【第１回】管理職のリーダー性の構築、学校組織の活性化(環境変化に応じた学校

づくりと教職員の人材育成、同僚性の向上）に向けたシステムの構築

【第２回】校内授業研究会組織、運営の在り方

【第３回】マネジメントサイクルを活かした校内研究の在り方

・ ３回とも講義・演習を実施 ２回目は管理職、教務主任、研究主任、教科

等主任の複数参加による協議

（セミナーごとの参加率） ６０％

（研修内容を学校経営や校内研究等で活用している研修成果率内８０％

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

〔西部地区〕
・セミナーごとの学校参加率 50％ 60％ 60％
・研修内容を学校経営や校内研究等で
活用している研修成果率(セミナー後の 70％ 80％ 80％
追跡調査及び学校訪問等での聴き取りを実施)
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(４)安全・安心な教育環境の整備

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①公立学校の耐震化 □県立学校耐震化推進事業【教育環境課】
○ 「県立学校耐震化計画」を策定するなど耐震 ○ 児童・生徒の安心・安全を確保するため、学校施設の耐震化を推進する。

化を促進 ・ 耐震化が必要な県立学校施設の耐震化計画を作成し耐震改修を推進

・ 公立小中学校等についても耐震化を促進

（公立学校の耐震化率）

高等学校 ９０％

特別支援学校 １００％

小・中学校 ８０％

幼稚園 １００％

②学校内外の安全確保 □学校安全対策事業【体育保健課】
○ 学校と地域社会やボランティア等との連携に ○ 子どもたちが安全に生活するための学校や地域の安全教育・安全管理の充実

よる子どもの安全確保への取組の推進 を図る。

○ 全ての小学校において学校地域安全マップを ・ 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業の実施（学校安全ボランティア講

作成 習会の開催、スクールガードリーダーを配置して子どもを見守る取組を実施

○ 情報モラル教育は、安全に生活するための危 する市町村へ助成）→安全で安心できる学校づくりの推進

険回避(情報安全教育)と正しい判断や望ましい ・ 学校安全研修会の開催

態度を育てるという両面を体系的に推進【再掲 →学校の安全教育・安全管理の充実と教職員の資質向上

２‐(４)】 （学校安全に関するマニュアルの作成率） 小95%、中90%、高100%、特100%
（Ｈ19＝小93%、中80%、高96%、特100%)

（小学校での学校地域安全マップの作成率） 90％（Ｈ19＝小82%)

□教職員研修事業【教育センター】（再掲２(4)）
□ケータイ・インターネット教育啓発推進事業【家庭・地域教育課】（再掲１(1)、
２(4））

③安全・安心な学校給食 □学校給食指導費【体育保健課】
○ 衛生管理の徹底と安全・安心な学校給食の提 ○ 学校給食の円滑な実施を図るための衛生管理に関する指導や研修会等の開催

供 ・ 各種研修会で、栄養教諭、学校栄養職員を対象に啓発

○ 関係機関と連携した学校給食における異物混 ・ 衛生部局と連携した衛生管理に関する指導

入等の事故防止 ・ 学校給食における地産地消の推進

③食育の推進【再掲２‐(３)】 □学校における食育推進事業【体育保健課】（再掲２(3)）
○ 食生活の乱れの改善を図る指導の充実 ○ 学校における食育を推進し、子どもたちの生きる力を育む。また、学校給食

○ 子どもたちへの安全・安心な食文化の伝達 における地産地消を推進し、安全・安心な食材の提供を通して地域の食文化を

○ 栄養教諭の配置促進など学校における食育の 伝える。

推進体制の充実 ・ 指導用教材や保護者啓発用資料の作成・配布

・ 地産地消推進会議の開催 →地場産物を活用した食育の推進

・ モデル地域における栄養教諭を中核とした食育の推進

・ 食に関する全体計画・年間指導計画の作成の働きかけ

→食文化の継承について指導計画に盛り込む＜事業費なし＞

・ 食育の推進のための校内指導体制の整備の働きかけ＜事業費なし＞

・ 栄養教諭の配置促進

④学校図書館及び教材整備の充実 □読書指導の充実事業【高等学校課】
○ 関係機関と連携した教育の推進や学校図書館 ○ 読書指導によって豊かな情操や人間性を育むとともに、情報活用能力を育成

や教材整備の充実促進 する。（蔵書の充実）

□みんなでチャレンジ教材開発事業【教育センター】（再掲２(1)）
○ 読み・書き・計算などの基礎学力定着のため、本県の特色を生かした県独自

の教材を開発し、児童、生徒自らが見通しをもって学習に向かう習慣が確立で

きる内容の教材作りを行う。

⑤修学資金の支援 □奨学資金債権回収強化事業、育英奨学事業、進学奨励事業
○ 必要とされている生徒に貸与ができるよう奨 【人権教育課】
学金の貸与枠や財源確保を図る ○ 経済的理由により修学が困難である者に対して以下の奨学金の貸与を行うこ

とにより、有用な人材を育成する。

・ 鳥取県育英奨学資金（大学等・高校等）

※平成２１年度の数値目標は、平

成２１年度、耐震改修の全体計画

作成後に記載
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・ 高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金

○ 大学等への進学に際し、金融機関から進学資金を借り入れた者に対し、利子

の一部を助成することにより、進学意欲・意識の高揚等を図る。

○ 増え続ける奨学金返還未納額の一層の拡大を防ぐため、効果的な債権回収に

努める。

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇公立学校の耐震化率の向上
高 校：47.0％(H20.4) 90％ 90％
特 別 支 援 学 校：82.6％(H20.4) 100％
小中学校：58.7％(H20.4) 80％ 80％
幼 稚 園：55.6％(H20.4) 100％

∇小学校での学校地域安全マップの作 90% 100% 100%
成率（Ｈ19＝小82%)

・学校安全に関するマニュアルの作成
率 小学校： 93％(H19) 小 95% 100% 100%

中学校： 80％(H19) 中 90% 100% 100%
高 校： 96％(H19) 高100% 100% 継続
特別支援学校：100％(H19) 特100% 100% 継続

・修学資金の支援
奨学資金の貸与財源の一部となる返還未収金

の徴収を強化し、収納額の向上を図る。 3.4億 3.7億 4.0億 4.3億 4.7億 4.7億
奨学資金収納額４.７億円（Ｈ２０＝３億円）
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３ 学校教育を支える教育環境の充実

(５)私立学校への支援の充実

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①私立学校の振興 □私立高等学校等運営費補助金【青少年・文教課】（再掲）
○ 特色ある教育活動の推進を図るための支援 □私立幼稚園運営費補助金【子育て支援総室】（再掲）
○ 優秀な教職員の人材確保・育成(特に若手職員 ○ 私立学校（幼稚園、中学校、高等学校、専修学校）の教育条件の維持向上及

育成)のための研修などの支援 び保護者負担の軽減を図るとともに、学校経営の健全性を高め、特色ある取組

○ 多様な生徒に対するきめ細かい教育を提供す を促進する（私立学校の運営費に対して助成）

るための支援

○ 実践的な職業教育の促進を図るための支援 □私立高等学校等特別支援教育サポート事業【青少年・文教課】
○ 情報公開、学校評価制度の導入促進を図るた ○ 私立学校における特別支援教育を推進する。

めの支援 ・ 特別支援教育に係る、長期研修の代替教員の経費の一部、学習環境整備に

要する経費の一部を助成

□特別支援教育推進事業【子育て支援総室】
○ 私立幼稚園における特別支援教育の充実、振興を図るため、特別支援教育の

実施に係る教員人件費、教材費等に対して助成を行う。

□心豊かな学校づくり推進事業【青少年・文教課】
○ 私立高等学校等における特色ある入学者選抜、カウンセラ－の配置、社会人

講師の採用等に要する経費に対して助成する。

□心豊かな幼稚園づくり推進事業【子育て支援総室】
○ 平日・休日預かり保育や地域への園開放、保護者に対する教育相談等、子育

て支援活動に要する経費に対して助成する。

□人権教育推進事業【青少年・文教課】
○ 私立高等学校等における人権教育の充実を図るため人権教育主任の人件費に

対して助成する。

□同和教育推進事業【子育て支援総室】
○ 人権尊重の精神の芽生えを育むため、私立幼稚園で行われる保護者啓発活動

等に要する経費に対する助成を行う。

□ティーム保育推進事業【子育て支援総室】
○ 幼児教育の充実のため、ティーム保育導入に係る教員人件費に助成を行う。

□活力と魅力あふれる私立学校支援事業【青少年・文教課】
○ 私立中・高等学校の生徒の学力向上等を図る。

・ 私立学校の保護者、教職員等で組織する学力向上検討委員会で検討された

創意工夫のある学力向上事業に対して補助

・ 学校課題の解決に向け、より機能的な「学校評価システム」を構築するた

めにアドバイザー（講師）を招聘した場合、その経費に対して補助

□私立幼稚園における学校関係者評価の推進【子育て支援総室】
○ 私立幼稚園における学校評価の推進を支援するため、教育委員会の主催する

研修会への参加呼びかけや、教育委員会と協調しながら情報提供、説明会等を

適宜実施する。

②学校経営の健全性の向上・入学者確保 □私立学校生徒授業料減免補助金【青少年・文教課】
○ 私立学校の教育条件の維持向上や学校経営の ○ 私立学校に在籍する生徒の学資を負担している者の経済的負担の軽減を図る。

健全性の向上、保護者等の学資負担の軽減を図 ・ 私立学校の納入金を減免している学校設置者に対して助成

るための私立学校助成の充実

□私立幼稚園保育料軽減事業補助金【子育て支援総室】
○ 私立幼稚園に在籍する児童の保育料を負担している者の経済的負担を軽減す

るため、同時在園保育料軽減制度又は第３子保育料軽減制度により保育料を減

免している幼稚園設置者に対して助成を行う。

□私立学校経営改善支援事業【青少年・文教課】
○ 私立中・高等学校が経営改善を図るため教職員数の適正な見直しを図るため

の退職金割増に要する経費に対して助成する。
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□私立高等学校等運営費補助金【青少年・文教課】（再掲）
□私立幼稚園運営費補助金【子育て支援総室】（再掲）

③私立学校の耐震化 □私立学校施設整備費補助金【青少年・文教課】
○ 私立学校施設の耐震化の促進を図るため、耐 □私立幼稚園施設整備費補助金【子育て支援総室】
震化に係る国の助成制度と協調した支援 ○ 私立学校の大規模修繕等を促進し、安全な環境の中での教育の確保を図る。

・ 老朽化した私立学校施設の大規模修繕等に助成

※ 鳥取県震災に強いまちづくり促進事業補助金（市町村事業）の活用について

も周知を図る。

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

・私立中・高等学校（7校）の第三者
評価実施率 0% 0% 42.9% 71.2% 100% 100%

・私立幼稚園(28園)における学校関係
者評価の公表率 0％ 25％ 50% 75.0% 100％ 100%
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４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

(１)文化・芸術活動の一層の振興

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①アーティストや文化団体への支援、支 □鳥取県文化芸術活動支援補助金【文化政策課】
援団体等との連携 ・ 県内に活動拠点をおく芸術家、文化活動者、団体等が行う芸術・文化活動に

○ アーティストや鳥取文化団体連合会等の文化 対する経費の一部を支援

団体への支援

○ 文化・芸術活動を支援する方々と連携した文 □鳥取県文化団体連合会主催事業【文化政策課】
化・芸術活動の活性化 ・ 文化的な公共サービスの担い手である鳥取県文化団体連合会の活動を支援し、

地域に根ざした創造性の高い活動を育成し、特色ある地域文化の振興を図る

②文化・芸術を発表する場や鑑賞する機 □鳥取県総合芸術文化祭開催事業【文化政策課】
会の拡充等 ・ 国民文化祭の成果を継承・発展させるべく、県民自らの手による文化芸術の

○ 県民が文化・芸術を発表する場や鑑賞する機 祭典として実行委員会が開催する事業を支援（９～11月開催）

会の拡充

○ 財政事情が許せば県民合意を得た上での美術 □鳥取県美術展覧会開催事業【文化政策課】
館の建設 ・ 広く県民から美術作品を募り、優れた作品を展示する鳥取県美術展覧会を開

催し、鑑賞機会の提供及び美術、文化の進行に寄与

□日本のまつり・2009鳥取開催事業【文化政策課】
・ Ｈ２１年度に全国の地域伝統芸能を一堂に集めた「日本のまつり・2009鳥取

（第17回地域伝統芸能全国フェスティバル）」を開催

③アーティストリゾートの展開促進等 □鳥の演劇祭開催事業【文化政策課】
○ 「アーティストリゾート」の展開の促進 ・ 平成２０年９月に３週間に亘り開催した「鳥の演劇祭」を継続して開催。立

○ 心豊かな県民生活、ネットワークづくり、地 ち上げ２年目の平成２１年度は国際団体を招致した国際演劇祭として開催予定

域の魅力向上などの付加価値の創造への貢献

④文化・芸術に触れ、感性を磨く機会の □芸術鑑賞教室開催費【文化政策課】（再掲２(2)）
確保【再掲２‐(２)】 ・ 文化庁、（財）日本青少年文化センター等が斡旋する教育現場における芸術の

○ 教育現場や地域で、子ども達や若者が文化・ 鑑賞・体験事業を広く紹介し、学校の主体的な取り組みを促進する。

芸術に触れ、感性を磨く機会の確保

□小学校における音楽ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ体験ﾓﾃﾞﾙ事業【文化政策課】
（再掲２(2)）
・ 小学校の音楽の授業に、国内屈指のオーケストラ楽団員によるワークショッ

プを体験する機会をモデル事業として提供。

⑤文化・芸術が生活の一部となる生活ス □アートスタート「次世代鑑賞者育成事業」【文化政策課】
タイルの浸透促進 ・ 未就学児を対象とした作品鑑賞、創造体験、公演鑑賞の機会提供、企画及び

○ 子どもの頃から文化・芸術に触れる機会を拡 紹介の支援

充し、文化・芸術が生活の一部となる生活スタ ・ 県内におけるアートスタートの取組みを県外に発信する団体の支援

イルの浸透の促進

□鳥取県ジュニア美術展覧会開催事業【文化政策課】
・ 児童・生徒等の創作作品を発表する場を提供し、出展機会を拡大することで、

芸術文化活動への意欲を高め、県内の青少年の美術活動の助長と振興を図る。

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇児童生徒が文化芸術に触れる機会を
持つように努める⇒２年に１回以上
【再掲２－（２）】 100％ 100％
（現状71.8％(H18及び19に文化芸
術に触れた学校の割合)）
学校における鑑賞教室等に関する
実態調査（H19)
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４ 文化・芸術の振興と文化財の保存・活用

(２)文化財を大切にし、身近に感じ、親しむことができる地域づくり

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①文化財を大切にする機運の醸成【再掲２ □情報発信「鳥取県の文化財」【文化財課】（再掲２(2)）
‐(２)】 ○ 「文化財めぐり」「展示会」「講演会･シンポジウム」など、積極的な情報発信

○ 県民が歴史や文化を誇りに思い、文化財を大 を行う

切にする気運の醸成 ・ 「とっとり文化財ウィーク」と称し、秋頃に県内各所の文化財を一斉公開

○ 文化財主事により学校等への出前講座などの する。

充実 ・ 建造物パネル展、中世城館シンポジウムの開催

②文化財保護の推進と情報発信 □調査研究「鳥取県の文化財」【文化財課】
○ 文化財指定、登録、指定後のフォローアップ ○ 国･県指定、登録の候補になる文化財の調査研究を実施し指定に取り組む

等による文化財保護の推進 ・ 建造物、中世城館、庭園等の詳細調査を行う（９件）

○、文化財の積極的な情報発信と活用の促進

□情報発信「とっとり弥生の王国」【文化財課】（再掲２(2)）
③文化財を身近に感じ、親しむ地域づく ○ 国内最大級の弥生時代集落「妻木晩田遺跡」、地下の弥生博物館「青谷上寺地

りの推進 遺跡」の２大遺跡を「とっとり弥生の王国」とし、総合的に情報発信し、県内

○ 地域の身近な文化財を訪ねる楽しさを伝える 外に鳥取県の歴史・文化を周知する。

活動や身近な無形民俗文化財を地域で伝承して ・ とっとり弥生の王国情報発信

いく活動の支援 県内外でシンポジウムを開催（岡山市、鳥取市で開催予定）

○ 妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡をはじめとす ・ 妻木晩田遺跡活用事業

る本物の文化財に触れ、楽しめる環境の整備及 新緑、秋麗まつり、考古学講座など各種イベントの開催

び活用の促進 （イベント参加者数5,000人）

・ 青谷上寺地遺跡活用事業

④三徳山の世界遺産登録に向けた学術調 青谷上寺地遺跡展示館でのイベントの開催

査
○ 三徳山の世界遺産登録に向けた学術調査の推 □伝統芸能等支援事業【文化財課】
進と登録に向けた取組みの支援 ○ 保存伝承を図るため、保存団体の活動への支援

・ 民俗芸能フォーラムの開催、子ども団体への支援（12件）

□妻木晩田遺跡調査整備事業（ガイダンス施設）【文化財課】
○ 展示室、体験学習室、情報交流コーナー等を完備したガイダンス施設を建築

する（平成２１年１０月末完成予定、平成２２年４月オープン）

□三徳山調査活用推進事業【観光政策課】
○ 世界遺産登録を視野に入れ、三徳山の歴史を探り、価値を高め、観光やまち

づくりへの活用を推進するため、三徳山世界遺産登録運動推進協議会を中心に

調査研究や情報発信等の事業を行う

□文化財保護指導費【文化財課】
○ 埋蔵文化財保護調査

・ 三徳山重要遺跡の学術調査への助成

□青谷上寺地遺跡出土品調査研究等事業：青谷上寺地遺跡土
曜講座関連事業【埋蔵文化財センター】
○ 青谷上寺地遺跡の魅力を積極的にアピールするための情報発信

・ 土曜弥生講座の年４回開催

□鳥取県の考古学情報発信事業：鳥取県の情報発信「古代歴
史の誘い」事業【埋蔵文化財センター】
○ 県内外への出前講演の実施

・ 文化財主事１名につき年２回

□青谷上寺地遺跡発掘調査事業：遺跡詳細調査【埋蔵文化財センター】
○ 国史跡青谷上寺地遺跡を整備・活用していくために発掘調査により必要なデ

ータを得る

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇県指定文化財の新規指定件数 ３件 ３件 ３件 ３件 ３件 合計15件

人 45,000 48,000 人 50,000 史跡等総合整備活
・妻木晩田遺跡来場者数 36,000 50,000 用推進事業が終了

する H24から年間5
万人を目指す。

・青谷上寺地遺跡展示館来場者数 15,000 20,000 20,000人
16,000 17,000 18,000
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５ スポーツの振興

(１)心豊かで活動的な地域スポーツ社会の構築

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①学校体育・スポーツ活動の充実【再掲２ □学校体育推進事業【体育保健課】（再掲２(3)）
‐(３)】 □児童生徒の体力向上事業【体育保健課】（再掲２(3)）

□運動部活動推進事業【体育保健課】（再掲２(3)）

③青少年健全育成に基づいたスポーツ活 □少年期のスポーツ活動を奨励する取組の実施【スポーツ振興課】
動の普及 ○ 青少年健全育成の理念に基づいた少年期のスポーツ活動を奨励する。

○ 勝敗のみにこだわるのではなく、いろいろな ・ 地域（学校）や保護者との連携強化

スポーツを体験させたり、スポーツ活動以外に ・ 市町村及びスポーツ団体との連携による研修会の充実

も仲間との交流や奉仕活動をさせるなど、青少 ・ 少年スポーツクラブに対する支援協力体制の整備

年健全育成の理念に基づいた活動の奨励 ・ 競技団体と連携した適切な指導の実施

○ 青少年健全育成の理念に沿った適切な指導等

の普及・啓発

④地域における生涯スポーツの充実 □とっとり広域スポーツセンター事業：【スポーツ振興課】
○ 総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞの設立及び育成の支援 ○ 広域スポーツセンターとして、ＮＰＯ法人や地域等で取り組んでいる「総合

○ 地域スポーツの振興やスポーツに対する県民 型地域スポーツクラブ」の育成を支援する。

への啓発（各種イベント開催等）と、各市町村 ・ クラブマネジャー研修会の開催（年３回開催）

や関係団体等の連携を密にした推進組織の整備 ・ とっとり広域スポーツセンター企画運営委員会の開催（年２回開催）

○ ＮＰＯ法人やプロスポーツ団体との連携によ （総合型地域スポーツクラブを旧３９市町村に設置（H20＝16市町））
るスポーツ活動の普及・活性化の推進

○ 高齢者や障害者が取り組みやすいスポーツ・ □生涯スポーツ推進費：【スポーツ振興課】
レクリエーション活動の普及等 ○ 生涯スポーツの推進を目指して、普及啓発活動や生涯スポーツ振興のための

方策を検討する。

・ 鳥取県生涯スポーツ推進協議会の開催（年２回開催）

・ 鳥取県体育指導委員研究大会の開催及び開催経費の一部助成

□スポーツ・レクリエーション事業：【スポーツ振興課】
○ 「生涯スポーツの振興」や「人づくり・地域づくり」が根付き、県民のスポ

ーツ活動がより盛んになることを目指して、各種大会を継続して実施する。

・ 鳥取県民スポーツ・レクリエーション祭の開催

・ みんなでスポーツ「スポレクトリピーフェスタ」兼鳥取県レクリエーショ

ン大会（仮称）の開催

・ 全国スポーツ・レクリエーション祭への派遣等に係る経費の一部助成

□運動・スポーツ実施率調査事業【スポーツ振興課】
○ 運動・スポーツに対する県民の実状を総合的に把握するとともに、今後の本

県生涯スポーツの推進施策の基礎資料を得るための調査を実施する。

・ スポーツに対する意識、活動状況（実施率等）、今後の要望等に係るアンケ

ート調査の実施

〔調査概要（予定）〕

調査時期：平成21年10月

調査対象：県内在住の20歳以上

対象者数：1，500人

調査方法：郵送返信

（県民（成人）の運動・スポーツ実施率 50％以上（Ｈ16 44．3％））

□中部地区社会体育担当者研修会の開催【中部教育局】
○ 社会体育担当者が一同に会し、課題解決に向けた研修を行い、市町における

生涯スポーツ・社会体育の充実を図る。

・ 講演・研究協議・実技研修等

□レクリエーション活動支援事業【青少年・文教課】
○ 青少年の健全育成、健康で生きがいに満ちた暮らし等に有効な手法であるレ

クリエーションを普及

・ レクリエーションの普及について全県的活動を行う鳥取県レクリエーショ

ン協会が行う鳥取県レクリエーション大会の開催、全国組織からニュースポ

ーツ等の指導者を招いたレクリエーションの指導者養成に要する経費に対し

て助成
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⑤競技スポーツの総合的な向上 □競技力向上対策事業費：【スポーツ振興課】
○ 関係団体の組織拡充を図り、選手強化のため ○ 本県スポーツの競技力向上を図るとともに、世界で活躍できる競技者を輩出

の体制作り支援 することにより、当該スポーツ活動を通して県民に夢や希望を与え県勢を活性

○ 発達段階に応じた一貫指導が行えるよう、関 化する。

係者の連携・協力が図れる指導体制の整備促進 ・ ジュニア期における選手強化（クラブチーム、中学生選抜、高校部指定、

○ 優秀選手の確保と、ジュニア期から一貫性の 強化選手の指定等）

ある育成強化システムの確立、ジュニアクラブ ・ ジュニア指導に携わる指導者の育成

の育成支援及び中・高校における競技水準の向 ・ 成年国体選手等に対する強化選手の指定

上や部活動の活性化等 ・ 強化事業に取り組みやすい環境の整備

○ 指導力の高い指導者の養成確保 ・ 栄養指導を含む医科学サポートの充実

（国民体育大会の総合成績 常時３０位台の成績を確保（Ｈ20＝46位））

□国体成年団体競技強化事業：【スポーツ振興課】
○ 他県に比べて大きなハンディを持つ「成年団体競技」の強化を図ることを目

指して、高い競技力を有する社会人クラブチームを指定し、その活動を支援す

る。

・ 選手強化に必要な遠征費等活動費の一部助成

□国体強化備品整備事業：【スポーツ振興課】
○ 本県スポーツの競技力向上のため、老朽化した備品の更新や練習効果の向上

が期待できる備品等を競技団体が購入する場合に助成を行う。

・ 強化練習（含大会参加）に必要な備品の購入に係る経費の助成

□競技スポーツ推進費：【スポーツ振興課】
○ 本県スポーツの競技力向上及び競技スポーツに対する意識の高揚を目指して、

情報収集や優秀選手の表彰等を行う。

・ 国体知事表彰（国体入賞者）

・ スポーツ顕彰授与（国際大会で優秀な成績を収めた者）

・ 競技力向上のための戦力分析や情報収集

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

∇総合型地域スポーツクラブの設置 旧24市町村 旧26市町村 旧28市町村 旧30市町村 旧32市町村 旧39市町村
(16市町:H20) 62％ 67％ 72％ 77％ 82％ 100％(H28)

∇県民(成人)の運動・スポーツ実施率
(44.3％:H16) ５０％以上 ５０％以上

∇国民体育大会 (46位:H20) 30位台 常時30位台
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６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

(１)県民との協働による開かれた教育行政の推進

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①県民とともに進める開かれた教育行政 □知りたい 聞きたい 開かれた教育づくり事業【教育総務課】
○ 県民の教育に関する理解と関心を高める取組 ○ 学校現場の課題・ニ－ズの把握

みの推進 ・ スク－ルミ－ティング年６回開催

○ より一層の情報提供と広報公聴活動の推進 ・ 教育だより「とっとり夢ひろば」の発行

○ 教育委員会事務の点検・評価制度の適正な実 ・ 「とっとりの教育」の出前説明会 等

施と教育施策への確実な反映

□教育委員会費【教育総務課】
②教育問題等への対応 ○ 教育委員会の情報公開

○ 多種・多様な教育問題等に迅速に対応する組 ・ ホ－ムペ－ジを通じた教育委員会議事録の迅速な公開

織づくりや専門機関等の連携の検討 ・ ホ－ムペ－ジを通じた教育委員リレ－コラムの実施

（リレ－コラム：１年間に全委員）

□鳥取県教育審議会費【教育総務課】
○ 教育等の重要事項について、調査審議、建議を行う。

③鳥取県教育振興基本計画の確実な推進 □教育振興事業費：鳥取県教育振興基本計画事業【教育総務課】
○ 鳥取県教育振興基本計画の着実な推進 ○ 鳥取県教育振興基本計画の円滑な推進

・ 学校など関係団体に対するアンケ－ト調査

・ 出前説明会

・ パブリックコメント

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

▽鳥取県教育振興基本計画の数値目標 100％ 100％
の達成率 (0％:H20)
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６ 鳥取県教育振興基本計画の推進に向けた体制づくり

(２)市町村、国、高等教育機関など関係機関との連携・協力の推進

取 組 の 方 向 Ｈ２１年度アクションプラン（数値目標等）

①市町村との連携・協力体制の充実 □教育企画費：市町村教育行政連絡協議会開催事業【教育総務課】
○ 市町村教育委員会の共同設置、指導主事配置 ○ 市町村教育委員会との情報共有

の義務化、市町村教育委員の研修などの円滑な ・ 意見交換会の開催（年２回以上）

実施に向けた取組みの充実

□教育企画費：市町村教育委員会委員研修事業【教育総務課】
○ 市町村教育委員の資質向上

・ 研修会開催（新任委員研修及び委員研修の２回開催）

□市町教育委員会への支援【東部教育局】
○ 課題共有のための市町教育委員会への訪問や東部地区指導主事連絡協議会を

開催する。

（市町教育委員会訪問） 年２回以上

（東部地区指導主事連絡協議会） 年３回以上

□町村教育委員会支援事業【家庭・地域教育課】
○ 町村の要請に応じ、教育の専門家である指導主事(地域教育担当)を派遣する。

②高等教育機関との連携・協力の一層の □教育振興事業費：学生教育支援隊活用事業【教育総務課】
推進 ○ 学生教育ボランティアの活動促進

○ 県内高等教育機関の一層の充実への協力 ・ 学生に教育支援を求める学校のニ－ズに対して、運用が円滑に行うための

○ 高等教育機関等と県内企業との共同研究拡大 システムを構築する。

○ 鳥取のものづくりを支える人材や地域産業界 （活動学生数の増）のべ100人

のニーズに応じた職業人の育成及び液晶や情報

通信システムに対応できる人材の創出を支援 □教育振興事業費：高等教育機関との連携実現化事業【教育総務課】
○ 県内の高等教育機関、学校、教育委員会等が、 ○ 県内の高等教育機関や各校長会と連携し、県内の教育課題について検討する

より一層の連携を図り、相互の機能を活用した、 とともにまとめを実施

教育上の諸課題への対応策の検討・実践 ・ （テ－マ）教員養成、高大連携、学校支援など

○ 高等教育機関の公開講座等との連携を図り、

住民が学習する機会の拡大【再掲１‐(３)】 □高等教育機関等支援事業【青少年・文教課】
○ 社会貢献につながる研究開発と人財育成を行う県内の高等教育機関等の活動

を支援する。

・ 県内高等教育機関が行う環境分野の研究に対して助成など

□楽しむ科学まなび事業【青少年・文教課】（再掲２(1)）
○ 科学的な思考力を高め、次代を担う人材を育成する。

・ 子供達に対し、身近に科学を体験・実感する、また最先端の科学にふれる

機会を継続的に提供

・ 数学をテーマに、体験型ワークショップなど楽しみながら学べるイベント

を実施

・ 県内理科関係者団体に対して助成し県内各地で実験教室を開催

・ 最先端の研究を行う一流科学者の講演会｢楽しむ科学教室」を開催

・ 中・高校生が、県内の大学等の研究室や施設で研究者から科学知識を直接

学べるゼミナールを開催

□高等教育機関との連携促進【図書館】（再掲１(3)）

【 数値目標（平成25年度）】 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 目標値

▽市町村教育委員会の「指導主事」配 19市町村 全市町村
置率 (17市町村:H20)


